
個別プロジェクト要約表 ＭＹＳ 001

2003年 3月改訂

国　　　　名 マレイシア 予 算 年 度 54～55  結論／勧告

和 尿素肥料工場建設計画調査 実績額（累計） 56,301 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.FIRR（税引前）=8.9から10.8％
3.FIRR（税引後）=8.4～10.4％
　条件：(1)港湾・埠頭計画、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ供給能力の拡大
           計画、従業員用住宅の建設計画の実施
　　　　(2)運営体制の確立、要員の訓練

案　件　名 英 Feasibility Study on the ASEAN Urea Project in
Malaysia

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／化学工業

終報告書作成年月 1980.2

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 植木　茂夫

所属 (社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 石油化学公社
（PETRONAS）

調 査 団 員 数 14 担当者（職位）

現地調査期間 79.9.2～10.1

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ASEAN　新会社
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻｸﾜｸ州BintuluのKidurong地区
総事業費
　300.34百万USﾄﾞﾙ（ﾛｰﾝ利率5％の場合）
　　うち外貨分239.07百万USﾄﾞﾙ
　　自己資金　　　30％
　（
　　ﾛｰﾝ　　　　　 70％
　　（69,078百万円、1USﾄﾞﾙ=230.0円=2.2Mﾄﾞﾙ）

実施内容
　ｱﾝﾓﾆｱ　　    1,000T/D
　　　　　　　　　　   ）製造能力
　尿素　　     1,500T/D

　尿素（ﾊﾞﾙｸ） 1,500T/D      -
               （495,000T/Y）-  製品
　ｱﾝﾓﾆｱ（液安）  130T/D      -  （100％操業）
               （42,900T/Y）

　・ﾌﾟﾛｾｽ・ﾌﾟﾗﾝﾄ
　・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ・ﾌﾟﾗﾝﾄ
　・ｵﾌｻｲﾄ・設備

実施経過
　契約より営業運転開始まで38ヶ月
　（1984.3運転開始予定）

ASEAN BINTULU FERTIZER CO LTD

同　左

56,000百万円　　うち外貨分　48,000百万円
　　　　　　　　　　　　　　　追加分
自己資金　　　　30％　　　　3,200百万円
　OECF      33,600百万円
            （1982.8.26 L/A）
                            1,500百万円
　EXIM      14,400百万円

製造能力
　ｱﾝﾓﾆｱ       330,000T/Y
　尿 素       495,000T/Y

同　左

36ヶ月（契約発効1982年10月初より）
1985.7　 工事完成
1985.10　商業ﾍﾞｰｽでの運転開始
1990年　 工場が民営化

このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後、ｱﾝﾓﾆｱ・尿素の一貫工場建設構想も浮上したが、 終的にはｹﾀﾞ州に建設
が決まった。
1995年に小規模な拡張工事が行われ、この工事に対してもOECFは小額の融資を実施。
（1997年10月現地調査結果）

1999.10現在：変更点なし
実施済みで変更なし。現在も運行されている。(2003年2月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

報告書と具体化された内容との差異
1.予算：ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ費用に大きな変更はないが、総額で約1割の増加となった。
　主たる理由は、
　・実施の遅れによるﾌﾟﾗｲｽ･ｺﾝﾃｨﾝｼﾞｪﾝｼｰ増加、為替ﾚｰﾄの変化
　・内貨を中心とした操業前費用の増加
　・F/S時点では買電を予定していたが、これが不可能となったため自家発電を設置
2.ｽｹｼﾞｭｰﾙ：新会社の設立の遅れ、自家発電の設置により、1.5年ｽｹｼﾞｭｰﾙが遅れた。

 その他の状況
1.本件は、1976、1977年度にJICAが実施した、石油産業開発計画調査（ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ）の勧告(1)ｱ
ﾝﾓﾆｱ・尿素肥料ﾌﾟﾗﾝﾄ　2)石油精製ﾌﾟﾗﾝﾄ　3)石油化学ﾌﾟﾗﾝﾄのうち1)に関連するF/Sである。
2.受注業者名
　(1)ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ　ｽﾄｰﾝ　ｱﾝﾄﾞｳｴﾌﾞｽﾀｰ（英）
　(2)ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：(1)ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・神戸製鋼　(2)整地・大成建設
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2003年 3月改訂

国　　　　名 マレイシア 予 算 年 度 56  結論／勧告

和 クランタン州セメント工場建設計画調査 実績額（累計） 47,163 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.EIRR=14.9～21.8％
　条件：  金利8～10％
　        経済価格　180～190Mﾄﾞﾙ/ﾄﾝ　ｾﾒﾝﾄ
3.期待される開発効果：
　(1)雇用機会の創出
　(2)天然資源の有効利用
　(3)工業技術の向上
　(4)関連産業への波及効果
　(5)僻地開発への貢献
 
 2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 Feasibility Study on Establishment of Kelantan
Cement Factory in Malaysia

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／窯業

最終報告書作成年月 1982.2

コンサルタント名 宇部興産(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 杉浦　宏

所属 宇部興産(株) 相手国側担当機関名 クランタン州経済開発公社
　　　　　　（SEDC）
クランタン州経済企画庁
　　　　　　（SFPU）

調 査 団 員 数 10 担当者（職位）

現地調査期間 81.5.11～6.6

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｸﾗﾝﾀﾝ州

総事業費
                 ｹｰｽⅠ   ｹｰｽⅡ
　建設費         194     272
　操業前費用       9      13
　運転資金        19      31
　建設期間中金利  18      26
　　　計         240     342
                  （百万Mﾄﾞﾙ）
                 ｹｰｽⅠ   ｹｰｽⅡ
　資本金(30％)    72      102
　借入金(70％)   168      240
　　　計         240      342
　　34,200百万（ｹｰｽⅡ）
　　　（1Mﾄﾞﾙ=100円　1USﾄﾞﾙ=2.2Mﾄﾞﾙ）

実施内容
　初年度の操業度      70％
　次年度移行の〃     100％

実施経過
　ｶﾞﾑｻﾝ立地年産1,200千ﾄﾝﾌﾟﾗﾝﾄは1989年から稼働しうる。

ｶﾞﾑｻﾝ地区においてHongkew Holding Companyが1997年8月からｾﾒﾝﾄ工場
建設を開始した。1998年に建設完了し、年間1.2百万ﾄﾝの操業を行う。
原料は近郊の山から調達する予定である。この工場建設に加え、
Nusantara Ranhil Companyが1百万ﾄﾝ前後のｾﾒﾝﾄ工場ｾﾒﾝﾄ工場建設を計
画している。

JICA調査後、15年以上経過して、工場建設が実現された。この遅れの原
因は
1)需要が1980年代に伸びなかったこと
2)年間1.2百万ﾄﾝ生産規模の工場建設はRM700 millionの投資を必要とす
る。この投資を行える事業主体がなかなか現れなかったこと等である。
しかしｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄはJICA調査について、ｶﾞﾑｻﾝ地区のｾﾒﾝﾄ事業の可能性を
指摘してくれたとして高く評価している。
（1997年現地調査結果）

　1984年前半に小野田ｾﾒﾝﾄ･ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ事務所が工場建設の可能性について簡単な調査を行った
が、可能性は低いということで断念した。その後、現地の投資ｴｰｼﾞｪﾝﾄと思われるAbjaya社と
西独のﾌﾟﾗﾝﾄ･ｺﾝﾄﾗｸﾀｰがｼﾞｮｲﾝﾄで工場設立の申請を州政府に対して行なった。
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　実施主体が未だ決定していないことが、本件の推進に障害となっていた。ｾﾒﾝﾄ生産能力が倍
増したにも拘わらず、需要の伸びが予想を下回っていた。そのため、輸出指向の強い案件でな
ければ実現しにくい状況にあった。

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＭＹＳ 003

2001年 3月改訂

国　　　　名 マレイシア 予 算 年 度 55～58  結論／勧告

和
テカイ川水力発電開発計画調査

実績額（累計） 689,880 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
　EIRR=15.8％　B/C=1.53
2.期待される開発効果
　(1)ﾊﾟﾊﾝ上流域にもﾀﾞﾑ群ができるならば、洪水
制御
     効果あり。
　(2)長期的な米の増産。

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Tekai Hydroelectric
Power Development Project in the Malaysia

調 査 延 人 月 数 126.48 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1983.12

コンサルタント名 東電設計(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 高比良　敬一

所属 東電設計(株) 相手国側担当機関名 The National Electricity Board of State
of Malaysia (NEB)
Fong Thin Yiew (Chief Engineer)調 査 団 員 数 10,10,7,25 担当者（職位）

現地調査期間 81.3.1～3.25／81.6.17～12.24／
81.6.17～10.25／82.5.16～12.16

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関　NEB（ﾏﾚｰｼｱ電力庁）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾏﾚｰ半島、中部ﾊﾟﾊﾝ州に流れる、半島最大の河川である。ﾊﾟﾊ
ﾝ河の支流ﾃﾝﾌﾞﾘﾝｸﾞ河の支流である、ﾃｶｲ河上流

総事業費
　35,100百万円
　（1Mﾄﾞﾙ=100円、1982年上期時点）

実施内容
        上部地点      下部地点
　ﾀﾞﾑ高           100ｍ         38ｍ
　           （ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ）（重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ）
　最大出力        150MW         5.8MW
　年平均発電量   194.8GWH      40.3GWH

実施経過
　1986.1　計画開始
　1991.7　計画完了
　1984.1　ｱｸｾｽ道路の建設開始

　TENAGA NASIONAL BHD.ではﾏﾚｰ半島部での電力需給は余裕があるという状態では
ないが、それほど逼迫しているとは見ていない。特に、1997年夏の通貨危機移以降
は電力需要の伸びが落ちており、今後は7～8％の伸びと予想している。当面は、
IPP（独立電力事業者）によるｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電で需要をまかない、長期的にはﾎﾞﾙﾈｵ島
に建設予定のﾊﾞｸﾝ･ﾀﾞﾑから海底ｹｰﾌﾞﾙで電力を送る見通し。（1997年10月現地調査
結果）
1998.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　ﾏﾚｰｼｱ政府のﾏﾚｰ半島部でのｴﾈﾙｷﾞｰ政策が水力から石炭火力発電とIPP（独立電力
事業者）によるｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電に転換したためこの計画は中止となった。TENAGA
NASIONAL BHD.ではﾏﾚｰ半島部での電力需給は余裕があるという状態ではないが、そ
れほど逼迫しているとは見ていない。特に、1997年夏の通貨危機以降は電力需要の
伸びが落ちており、今後は7～8％の伸びと予想している。当面は、IPP（独立電力
事業者）によるｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電で需要をまかない、長期的にはﾎﾞﾙﾈｵ島に建設予定の
ﾊﾞｸﾝ･ﾀﾞﾑから海底ｹｰﾌﾞﾙで電力を送る見通し。（1997年10月現地調査結果）

 その他の状況
技術移転：現地でのOJTについては、現地調査業務の共同実施（特に水文関係）を
通じて日常的に実施した。また、国内研修については、ﾄﾞﾗﾌﾄ･ﾌｧｲﾅﾙ･ﾘﾎﾟｰﾄのまと
め作業時NEB水力部より2名の技術者を招聘し、その内容について討議すると共に、
共同作業によりﾘﾎﾟｰﾄを完了させた。
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2001年 3月改訂

国　　　　名 マレイシア 予 算 年 度 58～61  結論／勧告

和
テノンパンギ水力発電開発計画調査

実績額（累計） 234,798 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.EIRR=13.9％
　FIRR=18.3％

3.本計画は技術的、経済的、財務的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙで
社会・環境的に問題となる点は少ない。
　したがって、下流ﾃﾉﾑﾊﾟﾝｷﾞ発電所の渇水時の増
強施設として早期の実現が望まれる。

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Tenom Pangi
Hydroelelctric Power Development Project, Stage III
Sook Reservoir Scheme

調 査 延 人 月 数 81.91 人月 （内現地38.88人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1986.11

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大村　精一 電源開発(株)

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 Sabah Electricity Board
N.F.Pang
    (Chief Engineer /Hydro Civil)調 査 団 員 数 14 担当者（職位）

現地調査期間 85.6.17～11.13

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ｻﾊﾞ電力庁

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻﾊﾞ州首都ｺﾀｷﾅﾊﾞﾙの南　約100km

総事業費
　243.8百万ﾄﾞﾙ　うち外貨分122.9百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=200円=2.45Mﾄﾞﾙ）

実施内容
　1.発電専用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　2.ｽｰｸﾀﾞﾑ     NHWL=El 310.0ｍ
               ﾀﾞﾑ高=70.0ｍ
               ｾﾝﾀｰｺｱ式ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
               盛玄料=1,730千立方ｍ
　3.ｽｰｸ発電所  発電設備容量=20MW
　4.ﾃﾉﾑﾊﾟﾝｷﾞ発電所（増設）
               発電設備容量=44MW

　ｻﾊﾞ電力庁は調査地点よりも上流のUpper Padas地区が有望と判断したため、本計
画は中止された。（Upper Padasではｽｳｪｰﾃﾞﾝ社がF/Sを実施）。計画ではｽｰｸ貯水池
を利用してﾀﾞﾑを建設する予定だったがこの貯水池の貯木場としての機能を放棄で
きなかった。（1997年10月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

　本案件は、次のような要因が重なって中止に追い込まれたものと見られる。ま
ず、木材の集積場として使用されていたｽｰｸ貯水池をめぐって木材業者との調整が
つかなかったことである。調査報告書では、この点についての検討した形跡がな
く、結果的に重要なﾌｧｸﾀｰの見落としということになろう。また、1990年代に入っ
て、ﾎﾞﾙﾈｵ島でもIPP（独立電力事業者）の活動が活発になりｻﾊﾞ電力庁でも建設ま
でに時間のかかる水力発電の優先度は落ちている。さらに、ｻﾊﾞ電力庁自身が1998
年9月に民営化され、負担の重い水力発電は敬遠する傾向にある。今後、水力は小
水力発電に限る意向である。

 その他の状況
1992年4月現存施設の効率的安定的運転の確保を目的としたﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（資機材、
役務の調達）に対してL/A締結（5.34億円）。1996年10月よりﾘﾊﾋﾞﾘ工事実施中で
1999年3月に完了した。
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2003年 3月改訂

国　　　　名 マレイシア 予 算 年 度 60～62  結論／勧告

和 クランバレー都市ガス供給開発計画調査 実績額（累計） 111,144 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=17.20％
　FIRR=17.67％
3.LPG輸入による外貨獲得および実施地域へのｸﾘｰﾝかつ利
便性の高い燃料の供給を考慮すれば国家的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとし
て推奨できる。但し、上記FIRRは公共投資としては十分
だが、私企業による投資としてはやや不十分である。
1995以降天然ガスが重油よりも安くなる可能性が高いこ
とを考慮すれば、FIRR20％以上となると予想され、その
ような見通しの確実性が高まった場合、私企業投資が期
待できる。

案　件　名 英 The Feasibility Study on City Gas Distribution
Systems in the Klang Valley Area of Malaysia

調 査 延 人 月 数 34.92 人月 （内現地19.06人月）

調査の種類／分野 F/S／ガス・石炭・石油

終報告書作成年月 1987.2

コンサルタント名 東京ガス・エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 長　和連 ユニコ　インターナショナル(株)

所属 東京ガスエンジニアリング(株) 副社長 相手国側担当機関名 総理府経済計画局
Husoiarti Tamin (Chief of Economic
Planning Unit)
Ismil Kamari (Manager, Planning Dept,
PPSB)

調 査 団 員 数 10 担当者（職位）

現地調査期間 86.5～86.6

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾍﾟﾄﾛﾅｽ社=国家石油公社（Petroliam National Barhad）と想定される
も未定。民営化議論もあり。
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Klang Valley Area（ﾏﾚｲｼｱ首都圏）即ちFederal Territory of Kuala
Lumpur 及び4districts of Selangor State (Gombak, Petaling,
Klang, Hulu, Laugat)
総事業費
　670百万USﾄﾞﾙ（1,119億円）
　うち外貨分　480百万USﾄﾞﾙ（802億円）（1USﾄﾞﾙ=167円）
実施内容
　上記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ｴﾘｱ内に2005年までに顕在化する住宅、商業、工業用の
都市ｶﾞｽ化可能ｴﾈﾙｷﾞｰ需要に対する天然ｶﾞｽ供給ｼｽﾃﾑを建設する。ｶﾞｽ源
は1989年完成予定（調査当時）の半島横断ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ上に設置する2箇所
の供給ｽﾃｰｼｮﾝとし、これを中圧および中間圧導管網で地区に分配する。
　 終年度供給規模は、住宅用162百万立方ｍ、ﾚｽﾄﾗﾝ用67百万立方ｍ、
ﾎﾃﾙ用3百万立方ｍ、工業用33百万立方ｍ、合計266百万立方ｍと予想さ
れる。
実施経過
　1988.7 　　    　計画開始
　2005.12　　　    計画完了
　1988.7～1990.6 　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ建設準備
　1990.7～1990.6 　第一期工事
　1990.7　　　　 　一部供給開始
　1990.7～2005.12　第二期工事

実施機関
　ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ社（ﾍﾟﾄﾛﾅｽ20％、MMC／ｼｬﾊﾟﾄﾞｩ55％、東京ｶﾞｽ／三井物産
25％の合弁会社）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾏﾚｰ半島ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙほかの主要9地区の産業・商業・家庭向け都市ｶﾞｽ供
給事業
総事業費
　期間　1992～2011年、総事業費　約600億円
実施内容
　半島横断ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝは、1991年7月東海岸から西海岸ｸﾗﾝﾊﾞﾚｰ地区まで完
工。1992年1月には、南端ｼﾞｮﾎｰﾙ経由ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ地区まで完工。発電用燃
料として、天然ｶﾞｽをｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ国へ輸出開始済。半島内の主要ｴﾈﾙｷﾞｰ需
要地に対する天然ｶﾞｽ供給ｼｽﾃﾑの建設を、ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ社が実施。都市ｶﾞｽ
事業に係わる経営・技術面で協力を、ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ社を通じて、東京ｶﾞｽ／
三井物産ｺﾝｿｰｼｱﾑが継続実施中(2003年2月現在）。
実施経過
　1990年12月　事前資格審査
　1991年 2月　国際入札
　1991年 7月　企業選考（現地企業MMC/Shapadu、外国企業TG/三井物
産）
　1992年 5月　ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ(株)設立
　1993年 1月　ﾓﾃﾞﾙ地区天然ｶﾞｽ供給ｼｽﾃﾑ建設
　 終的には、全国の主要都市を対象とした都市ｶﾞｽ事業となる予定。
　1993年度末工業用需要家15件供給開始
　1994年度末工業用需要家56件供給中
　1995年度末工業用需要家65件供給中
　1996年9月には国土縦貫ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝが完成し、全体として事業は順調に
進展している模様（1996年売上98億円、税引前利益22億円）。

　PETRONASは、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ全沿線を対象とし、且つ産業用ｶﾞｽ需要に重点を置いたF/Sを別途実施
した。ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ建設着工に伴い、都市ｶﾞｽ事業実現の動きが活発化している。
　既に同国石油公社（ﾍﾟﾄﾛﾅｽ）、現地企業および都市ｶﾞｽ技術を有する海外企業からなる合弁
企業を1992年前半までに設立し、半島全域を事業区域として、都市ｶﾞｽ事業の実現に当たらせ
るという具体的方針が打出されている。参加企業の選考の結果、現地企業として
MMC/Shapudu、外国企業として東京ｶﾞｽ/三井物産が選定され、目下合弁企業設立に向けて準
備、1992年5月ﾍﾟﾄﾛﾅｽ、MMC、ｼｬﾊﾟﾄﾞｩｰ、東京ｶﾞｽ、三井物産で合弁会社ｶﾞｽ･ﾏﾚｰｼｱ社を設立。
（1992.5）
2003.3現在：変更なし

プロジェクトの現況に至る理由

　報告書提出時（1987年5月）、ﾏﾚｲｼｱ経済は深刻な不況に陥り、急速な回復が期待できない状
況になったため、提案の1988年計画開始は困難視された（従って、報告書の中でも、2年延期
した場合の代替案を追記している）。
　ﾏﾚｲｼｱ国の経済状態の好転により、合弁企業設立となった。（1992.5）

 その他の状況
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2001年 3月改訂

国　　　　名 マレイシア 予 算 年 度 60～63  結論／勧告

和
サラワク小水力発電開発計画調査

実績額（累計） 149,534 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.条件
　ﾑｺ計画               ﾑﾀﾞﾐｯﾄ計画
　FIRR= 6.7％          FIRR= 8.4％
　EIRR=11.3％          EIRR=11.7％
　（電気代0.3Mﾄﾞﾙ/kwh） （電気代0.33Mﾄﾞﾙ
/kwh）

　当計画の実現により、孤立した電力需要地ｶﾋﾟｯ
ﾄ及びﾘﾝﾊﾞﾝに安定電力の供給が可能になる。

案　件　名 英 Feasibility Study on Sarawak Small Scall Hydro-
electric Power Project in Malaysia

調 査 延 人 月 数 46.60 人月 （内現地44.80人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1988.8

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 岩崎泰夫（F/S）、西川龍三（M/P） (財)日本品質保証機構

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 サラワク州電力公社（SESCO）
Economic Planning Unit
Prime Minister's Department調 査 団 員 数 5（M/P），12（F/S） 担当者（職位）

現地調査期間 86.8.5～11.26（M/P）
87.5.25～12.15（F/S）

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ｻﾗﾜｸ電力公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾏﾚｲｼｱ国ｻﾗﾜｸ州
　ﾑｺ（需要地ｶﾞﾋﾟｯﾄ）及びﾑﾀﾞﾐｯﾄ（需要地ﾘﾝﾊﾞﾝ）の2地点

総事業費
　　  ﾑｺ計画                 ﾑﾀﾞﾐｯﾄ計画
　総事業費  1,375百万円   総事業費  2,950百万円
　うち内貨：  460百万円   うち内貨：1,150百万円
　うち外貨：  915百万円   うち外貨：1,880百万円
　（英国のgrantで実施が見込まれている。）

実施内容
　設備容量（MW）
　ﾑｺ：2.32MW     ﾑﾀﾞﾐｯﾄ：5.1MW

実施経過

着工に至っていないが、計画自体が放棄されたわけではない。しかし、ｻﾗﾜｸ州では
1990年代に入ってから、「ﾊﾞｸﾝ･ﾀﾞﾑ建設計画」実現に向けて資金と人的資源が投入
され、小水力開発は後廻しになってきたのが実情である。（1997年10月現地調査結
果）
1999.10月、「ﾊﾞｸﾝ･ﾀﾞﾑ建設計画」は工事開始されたが、環境問題により工事は中
断している。隣州のｻﾊﾞ州では、電力需要の伸びが鈍化している。

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2001年 3月改訂

国　　　　名 マレイシア 予 算 年 度 61～63  結論／勧告

和
レビルダム計画調査

実績額（累計） 217,997 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=20％
　EIRR=6　10％（発電のみ），9　13％（発電+洪水制
御）
      11　14％（発電+洪水制御+農業）
　条件
　Discount Rate 10％，代替火力－ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ
　Fuel cost Mﾄﾞﾙ3.538/MBTU，Variable cost Mﾄﾞﾙ
37.29/MWh
3.期待される開発効果
　発電（267.6MW,3733.3GWh），
　洪水制御（11百万Mﾄﾞﾙ/年）
　農業（65,326ha，15百万Mﾄﾞﾙ/年）

案　件　名 英 Lebir Dam Project 調 査 延 人 月 数 60.48 人月 （内現地29.31人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

終報告書作成年月 1989.3

コンサルタント名 (株)ニュージェック

調
　
査
　
団

団長 氏名 竹村　陽一

所属 (株)ニュージェック　海外土木第3部長 相手国側担当機関名 Leong So She
Director General
Economic Planning Unit
National Electricity Board

調 査 団 員 数 17 担当者（職位）

現地調査期間 87.3.2～3.31／
87.5.5～10.31／
87.11.16～11.29

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
National Electricity Board (NEB)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｹﾗﾝﾀﾝ州　ｳﾙ･ｹﾗﾝﾀﾝ

総事業費
　640百万Mﾄﾞﾙ（予備費含む）
　うち内貨　325百万Mﾄﾞﾙ
　うち外貨　315百万Mﾄﾞﾙ
　（1987年時点、1USﾄﾞﾙ=2.5Mﾄﾞﾙ）

実施内容
　 大使用水量       640立方ｍ/sec
　総落差             52ｍ
　有効落差           49.66ｍ
　 大出力           267.6MW
　年間可能発生電力量 373.3GWh
　調整池　主ﾀﾞﾑ　副ﾀﾞﾑ(2)，導水施設，発電所
　送電線  （7km）
　多目的  （発電、灌漑、洪水制御）

実施経過
　1989.3　F/S完了
　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=2.5Mﾄﾞﾙ　89.3時点）

　ﾏﾚｰｼｱの半島部では大規模な水力発電開発は行われない見通しである。ﾏﾚｰ半島は
雨量が多く河川の水量も豊かであるが、河口までの距離が短く、標高差も小さい。
このためﾀﾞﾑ建設した場合、水没面積が非常に大きくなるため環境問題、立ち退き
問題が発生しやすいと指摘する専門家もいる。（1997年10月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　ﾏﾚｰｼｱ政府のﾏﾚｰ半島部でのｴﾈﾙｷﾞｰ政策が、水力から石炭火力発電とIPP（独立電
力事業者）によるｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電に転換したため、この計画は中止となった。（1997
年10月現地調査結果）

 その他の状況
－日本での研修。
－NEBが1990年より民営化されTNBと名称を変えた。
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2003年 3月改訂

国　　　　名 マレイシア 予 算 年 度 2～3  結論／勧告

和 ハイテク工業団地建設計画 実績額（累計） 204,005 千円
(1)実施工程、段階開発、1期は1994年末、完了。2期未定
(2)R＆D施設と大学の誘致、ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸの核施設として導入
を勧告。
(3)関連ｲﾝﾌﾗ、電力の2系統よりの受電を含め、高質ｲﾝﾌﾗ
整備を勧告。既進出日本企業にｱﾝｹｰﾄ実施、結果を反映さ
せた。半導体一貫生産地ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸとして必須。
(4)財務分析、1期工業、ｿﾞｰﾝ（250ha）を対象として分
析、結果は健全でないﾊﾟｰｸ全体（1,450ha）として分析す
ることを勧告（全体はﾏﾚｰｼｱ側実施）。
(5)投資勧告、ｾﾐﾅｰ問題、ﾐｯｼｮﾝ派遣、ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
等を勧告。
(6)実施期間、全責任を負う機関の設置を勧告。

案　件　名 英 Study on the Establishment of Kulim High-Tech of
Malaysia Industrial Park for the Government

調 査 延 人 月 数 57.59 人月（内33.53人月）

調査の種類／分野 F/S／工業一般

終報告書作成年月 1992.2

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　秀樹

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 ECONOMIC PLANNING UNIT (EPU)
KEDAH STATE DEVELOPMENT CORPORATION
(KSDC)調 査 団 員 数 13 担当者（職位）

現地調査期間 91.3.7～3.27
91.6.1～12.12

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  一部実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1.全体開発計画（1,450ha）
　　開発ｺﾝｾﾌﾟﾄは短期的に生産主導型、長期的にはR&D及び生産の混合
型をしたﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸの建設。ﾏﾚｲｼｱに於ける先端産業の索引ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとし
て位置づけ想定導入業種は半導体中心の電子機器及びその支援業種。ﾏｸ
ﾛｿﾞｰﾆﾝｸﾞはﾊｲﾃｸ産業ｿﾞｰﾝ、R&D, Hausing, Urban及びAmonityの5ｿﾞｰﾝ。
雇用人口、全体で24,200人。（半導体の一貫生産工場の導入という背
景）

2.実施計画
　　2期に分け1期（770ha）完成は1994年末として策定。

3.関連ｲﾝﾌﾗ
　　ﾊｲﾃｸｿﾞｰﾝ（250ha）に就き電力他、高質ｲﾝﾌﾚ整備とすることで基本
設計実施、勧告。

4.管理・運営
　　ﾏﾚｲｼｱの現況調査の上“Hybird Organization”を提言。

5.財務
　　ﾊｲﾃｸｿﾞｰﾝ（250ha）についてのみ見当結果は芳しくない。全体M/Pで
やり直すよう提言。

6.環境
　　ﾏﾄﾘｯｸｽにより検討、保護のため、必要な施設の整備を提言。

1.実施機関
　実施：EPU及びｹﾀﾞ州開発公社（KSDC）。

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｹﾀﾞ州ｸﾘﾑ県（ﾍﾟﾅﾝ島対岸、ﾊﾞﾀｰﾜｰｽ市の後背地）

3.総事業費
　1期（全体約1,600haの半分の770ha）の造成は完成済。ﾊｲﾃｸｿﾞｰﾝ
（250ha）開発のため総事業費はM/$364.3ｍ：1（\175億相当）、ﾊｲﾃｸ
ﾊﾟｰｸ全体開発総事業費の算定はﾏﾚｲｼｱ側の担当。（内外貨振り分けな
し、1US$=M$2.7=\130.0）

4.生産物・生産量等
　ﾊｲﾃｸｿﾞｰﾝへの想定導入業種のﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝﾄ
　－LSI：　　 月間500万個生産
　－ﾊﾟｿｺﾝ：　 月間9万台生産
　－TV：　　　月間10万台生産
　－他：　　　1式

5.実施経過
　第1期の工事が1995時点で完了。工業地区130haとR＆Dの9haは完売し
た（土地ﾘｰｽ契約）。工業地区は、富士電気・浜田・ｲﾝﾃﾙ等のﾊｲﾃｸ産業
24社で契約した。土地のﾘｰｽ契約は60年プラス37年延長のｵﾌﾟｼｮﾝであ
る。契約単価はRM7.5～12/feet2で平均RM11/feet2である。
　KTPCが建設、KSDCが維持管理を行う。EPUが建設費用を予算計上した
が、その内KTPCが返済するのは40％のRM140millionのみである。60％の
RM230millionは中央政府からの補助金と思われる。
（1997年10月現地調査結果含む）

・ﾊﾟｰｸ全体（1,450ha）に対するM/Pを、ﾏﾚｲｼｱ側、住宅地方省（MHLG）が1991年後半から1992年にかけて実施。
（JICA Studyと平行して行われる予定であったが、ﾏﾚｲｼｱ側実情によりずれ込んだ）。M/Pをしない限り全体事
業費等算定出来ない。
・“実施はﾏﾚｲｼｱ側資金”との情報を得ています。
・ﾃｸﾉｾﾝﾀｰについて日本立地ｾﾝﾀｰECFAが技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｽしており（1993年度）、ｾﾝﾀｰ実現に向けて推進中。JICA開
発調査の要請がﾏ側から出されている（1994年度）。
・ｸﾘﾑﾃｸﾉｾﾝﾀｰ経営企画調査（JICA調査）は1995年3月～同年10月に日本立地ｾﾝﾀｰとNKのJ/Vで実施された。
・2002．3現在：変更点なし
現在同工業団地では外資大手企業21社が工場を操業している。同団地内の企業数は合計32社（うち18社がサー
ビス業）。（2003年2月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

・KSDC実務責任者、Mr.TEOHとの電話会話によれば、JICA報告書の提言を基本として、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄを進めている由。
・地域整備公団堀口氏（浜岡氏と交替）がJICA専門家として引き続き、現地KSDCにてFollow
中。
　ｸﾘﾑﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸにおいて順調に民間企業誘致が進んだ理由は
1)安価な土地ﾘｰｽ契約単価、2)良いｲﾝﾌﾗ設備とｱﾆﾒﾃｨ設備、3)国際空港と港への容易なｱｸｾｽ、4)
ﾍﾟﾅﾝ島のﾊｲﾃｸ工業との密接なﾘﾝｹｰｼﾞ、等である。（1997年10月現地調査結果）

 その他の状況
・ｸﾘﾑﾃｸﾉｾﾝﾀｰを実例として、ｼﾞｮﾎｰﾙにおいても民活によりﾃｸﾉｾﾝﾀｰの調査が日本立地ｾﾝﾀｰに
よって実施されている模様。
・ｸﾘﾑﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸはWebｻｲﾄを開設 （www.khtp.com.my）
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2003年 3月改訂

国　　　　名 マレイシア 予 算 年 度 3～4  結論／勧告

和 リワグ川小水力発電開発計画 実績額（累計） 29,998 千円
1.Naradawﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的、経済的および財務的にﾌｨｰ
ｼﾞﾌﾞﾙである。
2.経済評価および財務分析の結果は以下のとおりであ
る。
　　EEDR=10.71％
　　FEDR=10.86％
3.Ranau-Kundasang地区の独立電力系統の電力需要に合わ
せるため開発が必要であり、既設ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電所のｵｲﾙの
節約に供与できる。

案　件　名 英 Feasibility Study on Small Scale Hydroelectric
Power Development Project at Upper Liwagu River
Basin in Sabak

調 査 延 人 月 数 23.49 人月（内現地20.49人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1992.8

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 手塚　徳治

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 Sabah Electricity Board (SEB)
Amat Aji, Chief Engineer
Sahril Jaraei, Senior Engineer
Nicholas Santani, Senir Engineer

調 査 団 員 数 10 担当者（職位）

現地調査期間 91.7.15～8.13／91.9.22～10.6
91.11.2～12.11／92.2.5～2.19
92.2.5～3.20／92.6.2～7.4

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1.実施機関：Sabah Electricity Board(SEB)
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾏﾚｲｼｱ国、ｻﾊﾞ州のLiwagu川上流域
3.総事業費：Narabawﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　　　　　　　　　　M$11,500,000（1992／6時点）
　　　　　　　内貨　M$ 8,310,000
　　　　　　　外貨　M$ 3,190,000
4.設備出力：1,600KW
5.実施経過：運転開始予定1997年
　　　　　　実施までには実施計画、調査工事が必要である。

　ｺﾀｷﾅﾊﾞﾙのｻﾊﾞ州電力公社でのﾋｱﾘﾝｸﾞの結果、1995年末に着工しており1998年半ばまでには完
成の見通しであることが判明した。（1997年10月現地調査結果）

2000.11：ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施済み
2002．3現在：変更点なし
2003．2現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
調査期間中以下のｾﾐﾅｰを開催した。（小水力発電計画について）
　1.JICAによるｾﾐﾅｰ　（1992.3）対象者：SEB,SESCO,NEB
　2.調査団によるｾﾐﾅｰ（1992.6）対象者：SEB
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2001年 3月改訂

国　　　　名 ミャンマー 予 算 年 度 50～51  結論／勧告

和
製油所建設計画調査

実績額（累計） 52,323 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ－：有り
　25,000BPSDの製油所の建設の必要性を結論し
た。案　件　名 英 Feasibility Study on Oil Refinary Construction Plan 調 査 延 人 月 数 76.90 人月

調査の種類／分野 F/S／化学工業

最終報告書作成年月 1976.9

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 植木　茂夫

所属 (社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 石油化学公社；Petrochemical Industries
Corporation（PIC，石油化学公社）
U.Thein Aung (Managing Director)調 査 団 員 数 11 担当者（職位）

現地調査期間 76.2.14～3.9

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

実施機関　　　PIC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　Mann地区

総事業費　　38,806百万円
　　　　　　内貨分　8,856百万円　外貨分　29,950百万円
　　　　　　　　　　　（1.00USﾄﾞﾙ=300円=6.60kyat）

実施内容　　製油所設備（製油能力　25,000 BPSD）
　　　　　　出荷設備

実施経過　　1977.7　　計画開始
　　　　　　1980.12　 計画完了

同　　左

選定されたｻｲﾄより天然ｶﾞｽが湧出したため、やや南方へ変更さ
れた。

同　　左

同　　左

1978.1　　着工
1981.1　　完成
1982.6　　生産開始

　1977.6　E/N　第9次円借款（Ⅲ）
　1978.3　L/A　29,950百万円

1998.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
受注業者名
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：三菱重工業(株)



個別プロジェクト要約表 ＭＹＮ 002

2001年 3月改訂

国　　　　名 ミャンマー 予 算 年 度 53～54  結論／勧告

和
チャンギンセメント工場拡張計画調査

実績額（累計） 30,622 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
　条件：金利7％以下の場合のみ採算性有り。
2.期待される開発効果：
　(1)外貨の節約（約46,500千KS／年）
　(2)開発資材のｾﾒﾝﾄが自給されるとｲﾝﾌﾗの開発に直接寄
与することになる。
　(3)雇用の促進（約655名、家族を入れると2,600名）
　(4)西部地域の開発の促進に寄与
　(5)工業技術の向上
　(6)地下資源の有効活用
　(7)国家経済への寄与････税22,000×10KS／年

案　件　名 英 Feasibility Study on KYANGI Plant Expansion Project
in the Socialist Republic of the Union of Burma

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／窯業

最終報告書作成年月 1979.9

コンサルタント名 小野田エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 松良　洋三

所属 小野田エンジニアリング(株) 電気ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 相手国側担当機関名 窯業公社（Ceramic Industries
Corporation）
COL．MAUNG OHN
DEPUTY MINISTER

調 査 団 員 数 6 担当者（職位）

現地調査期間 78.11.29～12.27

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　工業企画局、窯業公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾁｬﾝｷﾞﾝ

総事業費
　16,624百万円
　　　　内貨8,062百万円
　　　　外貨8,562百万円
　（1USﾄﾞﾙ=6.4KS=200円）

　所要資金のうち51.5％外国からの援助
　　　　　　　　48.5％政府出資

実施内容
　800t/日

　400t/日　ｳｴｯﾄﾘﾝｸﾞｷﾙﾝ方式のｾﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄ2系統、貯鉱場、屋根付石灰石
置場、ﾊﾟｯｶｰ、船積込設備および付属倉庫の増設

実施経過
　1980年　契約
　1981年　着工
　1984年　生産

同　　左（土木工事の施工主体は建設会社）

同　　左

総事業費　不詳　うち外貨分12,286百万円
円借　　6,160百万円（1979.12.24.L/A締結）
　　　　3,600百万円（1981. 1. 9　〃　　）
　　　　2,580百万円（1982. 8.10　〃　　）
第1期工事（第1系列ｷﾙﾝ400t/日および付帯設備）
　外貨　6,160百万円
　内貨　調査不能
第2期工事（第2系列ｷﾙﾝ400t/日）
　外貨　3,600百万円
　内貨　調査不能
第3期工事（工場内輸送力増強）
　外貨　2,580百万円
　内貨　調査不能

1981.5　着工
1985.2　貯鉱場、400t/日ｷﾙﾝ1期完成
1985.8　残り400t/日ｷﾙﾝ1期完成予定
1986.末 船積込設備及び付属倉庫等完成予定

（正確な期日は不明であるが上記はいずれも完成したものと考えられ
る）

1979.12　円借款　L/A締結
1980.7　 第1期工事につきｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約・川崎重工(株)
1981.1　 円借款　L/A締結
1981.3　 第2期工事につきｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約・川崎重工(株)
1982.8　 円借款　L/A締結　（25.8億円）･･･第3期工事
1986.8　 OECFより現地に援助効果促進調査団派遣
1999.10現在：その後の進展なし

プロジェクトの現況に至る理由

1.現状に至る理由
　ｾﾒﾝﾄは、ｲﾝﾌﾗ整備および他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの建設基礎資材として必須のものであり、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の実現の効果は大きい。
2.報告書と具体化された内容との差異
　建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　ﾌﾟﾗﾝﾄ本体は既に完成したものの付帯設備などで約2年間工事が遅延しているが、これは1)建
設公社の建設機械と熟練技術者の不足、2)雨期の影響によるものである。

 その他の状況
1.当国の年間ｾﾒﾝﾄ需給関係は150万ﾄﾝ対40万ﾄﾝと推計される。「ﾋﾞ」側は仏の借款（2億ﾌﾗﾝ）
でPan Anに800ﾄﾝ/日の工場を建設中、その他ﾏﾝﾀﾞﾚｰおよびﾄﾝﾎﾞ（1,500ﾄﾝ/日、Pry System）の
建設計画を検討中。
2.当国ではすべてのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに共通する問題は部品の供給不足でありMaster Planには
Workshopの構想を入れる必要がある。
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2001年 3月改訂

国　　　　名 ミャンマー 予 算 年 度 56  結論／勧告

和
ＬＰＧ回収計画調査（フェーズⅠ，Ⅱ）

実績額（累計） 40,942 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.投下資金内部利益（IRROI）=3.52％
　自己資本内部利益率（IRROE）25.0％
　条件：金利2.25％　　据置期間10年を含めて30年間で
返済
3.(1)LPGの国内市場の開拓
　　　（工場、公共施設、一般家庭用のｴﾈﾙｷﾞｰをLPGに
        転換）→民生向上
　(2)木材資源の有効活用あるいは輸出
　(3)石油製品の輸出拡大

案　件　名 英 The Preliminary Survey on the Integrated LPG
Project in the Socialist Republic of the Union of
Burma

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1982.3

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 岸田静夫／土方昭史

所属 JICA理事／(社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 Petrochemical Industries Corporation
（PIC, 石油工場公社）

調 査 団 員 数 4,9 担当者（職位）

現地調査期間 81.8.21～8.28／
81.8.25～10.1

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　PIC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｼﾘｱﾑ製油所、ﾏﾝ製油所
　ﾏﾝGOCS

総事業費
　17,091百万円　　内貨　85,114千K／外貨　14,496百万円
　　　　　　　　　（1K=30.489円）

実施内容
　LPG　53,000T/Y

　Phase Ⅰ　　Part2：ﾏﾝ、ｼﾘｱﾑにLPGﾀｰﾐﾅﾙ建設
　　　　　　　　　　 ﾏﾝ→ｼﾘｱﾑのLPG輸送用ﾘﾊﾞｰﾊﾞｰｼﾞ
　　　　　　　　　　 （500T×4隻）建造
　Phase Ⅱ　　ﾏﾝGOCSにLPG抽出設備
　　　　　　　　　　　（24百万円SCFD）建設

実施経過
　1981/1982年　着手　Phase Ⅰ-Part2
　1982/1983年　　〃　Phase Ⅱ

同　　左

同　　左

17,193,000千円　内貨　71.961千k
　　　　　　　　外貨　15,000百万円
現地資金　　　　22億円

円借款　　　　　PhaseⅠ　Part2　　7,960百万円
　　　　　　　　PhaseⅡ　　　　　 7,100百万円
同　　左

同　　左

PhaseⅠ-Part2
　　1983.9　　建設開始
　　1986.5　　運転開始
PhaseⅡ
　　1984.10　 建設開始
　　1987.1　　建設完了
　　1987.4　　引渡し

1982.8 　円借款　L/A締結　7,960百万円（PhaseⅠ-Part2）
1983.1 　円借款　L/A締結　7,100百万円（PhaseⅡ）
1983.9 　PhaseⅠ-Part2　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約締結　74.8億円
1984.10　PhaseⅡ　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約締結　66.7億円
1987.4　 ﾌﾟﾗﾝﾄ引渡し（契約完了）

1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

1.現状に至る理由
　最優先の国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであり推進体制が協力
2.報告書と具体化された内容との差異
　OECFのｱﾌﾟﾚｰｻﾞﾙによりContingencyが若干増えたことによる。

 その他の状況
受注業者名
　　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：三菱重工業(株)
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2001年 3月改訂

国　　　　名 ミャンマー 予 算 年 度 60  結論／勧告

和
ＬＰＧ総合開発計画（フェーズⅢ）調査

実績額（累計） 51,672 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.EIRR=7.20％
3.期待される開発効果
(1)ﾋﾞﾙﾏの基幹産業となるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであり、地域
社会への貢献、他産業への波及効果が大である。
(2)外貨の獲得効果ならびに種々の間接便益が期
待できる。

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Integrated Liguefied
Petroleum Gas Project(Phase 3) in the Socialist
Republic of the Union of Burma

調 査 延 人 月 数 16.58 人月 （内現地5.88人月）

調査の種類／分野 F/S／ガス・石炭・石油

終報告書作成年月 1985.11

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 角田　哲彦 コスモ石油(株)

所属 (社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 石油化学工業公社:Petrochemical
Industires Corporation
U Tin Maung Aye (Managing Director)
U Than Win (Director, Planning)

調 査 団 員 数 8 担当者（職位）

現地調査期間 85.4.26～5.17

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　石油化学工業公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾁｬﾝｷﾞﾝ地区

総事業費
　6億730万US
　うち外貨分　128億6,087万円
　（1USﾄﾞﾙ=245.70円）

実施内容
　1.LPG抽出ﾌﾟﾗﾝﾄ建設
　2.LPG受入ﾀｰﾐﾅﾙ設備
　3.LPG出荷桟橋建設
　4.随伴ｶﾞｽの輸送配管工事
　5.送電線工事
　6.河川運送用ﾊﾞｰｼﾞ製造

実施経過
　1981.9　　計画開始
　1982.10　 計画完了

1988年1月現在では、昨年の状況と変わりない。
1988年12月現在、ﾋﾞﾙﾏ国内政治混乱のため白紙状態。
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

1.LPG市場の世界的不況のため、ﾋﾞﾙﾏ政府より日本側に1986年3月に実施中断の正式
通告があった。
2.1985年末よりﾋﾞﾙﾏの外貨事情は急激に悪化しており、不用・不急のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対
する外貨ﾛｰﾝの借入れを政府が強く制限している。

 その他の状況
ﾋﾞﾙﾏでは、ｶﾞｿﾘﾝの国内需要が賄いきれず、LPGおよびﾒﾀﾉｰﾙへの一部代替を急いで
いるので、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄも見直される可能性はある。
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国　　　　名 ミャンマー 予 算 年 度 62～63  結論／勧告

和
４工業プロジェクト近代化計画調査

実績額（累計） 372,396 千円
1988年11月最終報告書（案）をJICAに提出。
ﾋﾞﾙﾏへの提出は保留の後、JICAより同国宛発送
（1990年2月最終報告書発送済み）。案　件　名 英 The Study on the Renovation of the Four Industrial

Products in Burma
調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／工業一般

最終報告書作成年月 1988.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 坂梨　晶保

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 LT. Col. Than Shwe
Managing Director
重工業公社 (Heary Industry Corporation:
HIC)

調 査 団 員 数 25 担当者（職位）

現地調査期間 88.1～88.2（1ヶ月）

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
［実施機関］　HIC
［ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ］
　　　Rangoon, Malun, Sinde, Htonbo, Nyuangchidauk, Thaton

［総事業費］　139,599百万円
　　　　　　　うち外貨　115,623百万円／内貨　23,976百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1ﾁｬｯﾄ=20.28円）
［実施内容］
　第1ｽﾃｯﾌﾟ（基礎）
1.重車両及び軽車両製造部品の国産化を進めるために、金属加工部品の
整備・拡充を行う。
　(1)鋳造部門の強化　(2)ﾌﾟﾚｽ部門の生産体制整備
　(3)鋳造部門の生産体制整備
2.保全体制を強化する。
3.近代的生産管理手法を導入する。
4.現行ﾗｲﾝを使って部品の国産化を進める。
　第2ｽﾃｯﾌﾟ（近代化）
1.金属加工部品の新分野への展開をはかり、国産化を進めるとともに輸
出の可能性を高める。
　(1)新ﾌﾟﾚｽ工場建設による大型ﾌﾟﾚｽ部品の製造
　(2)鋳造部門における、遠心鋳造設備、ﾊﾞﾙﾌﾞ鋳造合金鋼鋳造設備の導
入。
　(3)鋳造部門における大物鋳造部品の製造
2.冶工具、ｹﾞｰｼﾞ類の生産体制整備により金型生産を行う。
3.生産管理手法の導入・展開と生産管理ｼｽﾃﾑの電算化を図る。
4.生産体制の充実と増産体制の整備を行う。
5.新たな生産ﾗｲﾝを建設して部品の国産化を進める。

［実施経過］　　　1998年末完了

　ﾋﾞﾙﾏの政治状況の変化による。

　1991.11現在：進展なし

プロジェクトの現況に至る理由

　特記事項なし

 その他の状況
　特記事項なし
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 51～52  結論／勧告

和
カガヤンバレイ地域配電計画調査

実績額（累計） 46,036 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR=9.18％　条件　割引率10％
3.期待される開発効果
(1)同地区の発展の基盤を作る。
(2)産業開発と雇用の促進－（家庭電化率　33.6％）
(3)公共施設の拡充、家庭電化による生活向上な先進地区
との格差を是正し、民生の安定を計る。

1999.10　現在：変更点なし

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Rural Electri-fication
Cagayan Valley, in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 9.50 人月

調査の種類／分野 F/S／送配電

最終報告書作成年月 1977.9

コンサルタント名 西日本技術開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 松本　茂

所属 西日本技術開発(株) 相手国側担当機関名 National Electrification
Administration (NEA)
Administrator:PEDROG Dumol調 査 団 員 数 5 担当者（職位）

現地調査期間 77.1.25～3.20

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　NEA

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島北部ｶｶﾞﾔﾝﾊﾞﾚｲ地域（RegionⅡ）

総事業費
　15,517百万円
　外貨　9,385百万円
　内貨　6,132百万円
　　（1USﾄﾞﾙ=227円=7.5P）

実施内容
　1.送変電設備
　　69KV　変電所4ヵ所　計55MVA
　　69KV　送電線       計148km
　2.配電設備
　　13.2KV高圧配電線1cct　　  3,487km
　　240V 低圧　〃　           3,824km
　　柱上変圧器　　　6,320台　93,530KVA
　　電圧調整器         37台　83,000KVA
　　精算電力計     130,596個
　　　　　　　　　　　（高圧計器17を含む）
　　その他機器資財一式

同　　左

同　　左

16,307百万円　外貨分　9,964百万円
（1 Peso=37.00円）内貨分6,343百万円
円借款9,140百万円　3.25％　25年（7年）L/A1978.1.13

電化対象組：COOP数は当初9COOPSであったが8COOPSで運用された。

電化率：F/Sでは第一期33.6％であったが地元からの要請もあり40.0％
に高められた。

実施概況
配電設備：13.2KW　4,465km　P.tr9,030台
          240V WHM200，150個
送電設備：69KV　44.1km
送電設備：Piat, Tabuk, Magapit,
         L-AbuLng, Sta.Ana, Roxas, SanLenardo,
         Banaaueの8ヵ所（計55MVA）及び
         ﾓｰﾋﾞﾙTr.（IOMVA）

実施経過
　1979.4　　　契　　約
　1979.7　　　工事開始
　1982.11　 　工事完了

1978.7　L/A締結
1979.8　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約（西日本技術開発）建設準備開始
1980.2　施工者契約（東陽通商、伊藤忠、大平ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ）建設開始
1981.9　電化率の向上を40.0％ほどに高める（当初33.6％）ことなどのために施工者の追加契
約
～1982.4
1982.9　第1期の目途がついたので、今後の地方電化事前調査をL/A残額で実施
1983.1　電化率40.0％を達成し工事完了（予定より2ヶ月程度の遅れ）
1995.11現在　当該地域の電化拡張のためにOECFﾛｰﾝ申請中。
（1995年11月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

1.現況に至る理由
(1)首都圏と地方の生活水準格差を是正するため効果があった。
(2)北部ｶｶﾞﾔﾝ灌漑計画と密接な関係にあった。
2.報告書と具体化された内容との差異
(1)ｶｶﾞﾔﾝﾊﾞﾚｲ電化第1期工事にCIADPの電力供給部分が追加された。
(3)予想以上の電化普及を行うことになったため、当初69/13.8KV 4変電所が8変電所となり、
さらに移動用予備変圧器を購入。69KV送電線：148kmより44.1kmに変更
(4)CIADP分を含み配電恒長が高圧、低圧共約1,000km程度それぞれに伸びた。
(5)それ以外に大きな差異はなく、極めて順調であった。

 その他の状況
受注業者名　1.ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ　　西日本技術開発
　　　　　　2.ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　　東陽通商、伊藤忠、大平ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 53～54  結論／勧告

和
一貫製鉄所建設計画調査

実績額（累計） 172,205 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.ROI=8.16％
　条件(1)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備　(2)技術者及び労働者の訓
練　(3)金利9％

(*)より
関連設備内訳　焼鈍（Baf）　酸洗設備Picking Line 建
設に20ヶ月を要する。
3.ﾌｨﾘﾋﾟﾝの財政的理由で再三工事遅延、予定とおり進ん
でいない。
4.実施主体のNational Steel Corp.は現在株式の過半数
を外国企業が所有している。
（1995年11月現地調査結果）
　1992.12　「中止・とりやめ」or「遅延中断」となった
ものであり、以後の動向を把握することは事実上困難で
ある。

案　件　名 英 Feasibility Study on the Construction of Integrated
Steel Mill in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1979.9

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

団長 氏名 有賀　敏彦

所属 新日本製鉄(株)／(社)日本鉄鋼連盟 相手国側担当機関名 Minister, Vicente T. Paterno
(Minister Department of Industry)
Dr. Antonio V, Arizabal調 査 団 員 数 13 担当者（職位）

現地調査期間 79.2.4～2.18

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　Department of Industry

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾐﾝﾀﾞﾅｵ島ｶｶﾞﾔﾝﾃﾞｵﾛ

総事業費
　1,440百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=219.14円=7.39p）

　資　本　金　　320百万USﾄﾞﾙ（25％）
　長期借入金　　959.6百万USﾄﾞﾙ

実施内容
　熱延ｺｲﾙ        110万ﾄﾝ/年
　厚板用ｽﾗﾌﾞ      10万ﾄﾝ/年
　ﾌﾞﾙｰﾑ         14.4万ﾄﾝ/年
　ﾋﾞﾚｯﾄ         15.6万ﾄﾝ/年
　合計           150万ﾄﾝ/年

　高炉、転炉、ﾎｯﾄｽﾄﾘｯﾌﾟﾐﾙ、ﾋﾞﾚｯﾄ･ﾐﾙ、酸素発生設備、動力配管設
備、給水設備、戻水設備、構内輸送設備、整備設備、試験分析設備

実施経過
　1985年　完成予定（大巾変更中）

1.UFC(United Steel Engineering Co. 米国)がｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに選ばれ、DR方式のF/Sとﾃﾝﾀﾞｰｽﾍﾟｯｸの
作成を行った。
2.現在予算を大幅に上回り（14～15億ﾄﾞﾙ）計画の再見直しの可能性あり。
3.各応札会社はFinance付offerが要求されている。
4.日本にはSuppyer’s Creditの枠があり3ﾊﾟｯｹｰｼﾞ全部の受注はむずかしい。
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

1.報告書と実現されたものの差異
　当初F/S報告書の勧告案に沿ってNew Siteでの高炉－転炉方式で進めていたが1981年4月当初
比国政府は計画の大幅修正を発表した。
(1)既存のｲﾘｶﾞﾝ製鉄所の拡張というかたちで実施する。
(2)Processは、DR方式石炭ﾍﾞｰｽ還元鉄－電気炉方式とする。
(3)年産100～120万ﾄﾝ・総事業費8億ﾄﾞﾙ。

2.変更の理由
(1)金額的理由（14億ﾄﾞﾙは高い）
(2)国内資源の有効利用（Semidaara鉱山の石炭利用）

 その他の状況
ｱｷﾉ事件以降の経済不況により、
1.第1ﾊﾟｯｹｰｼﾞ－Iron Making、第2ﾊﾟｯｹｰｼﾞ－Steel Mill、第3ﾊﾟｯｹｰｼﾞ－Rolling Millそれぞれ
入札済であり、Letter of Intentまで出しているがそれ以降進捗していない。
2.ｺｰﾙﾄﾞ関連設備建設は、米国輸銀融資　105百万$決定。
　　　　　Five Tandem Cold Mill　　　　　　　　(*)へ続く
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 52～53  結論／勧告

和
バギオ地区鉱滓公害防止計画調査

実績額（累計） 55,193 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.期待される開発効果
　ﾊﾞｷﾞｵ地区鉱山廃滓が下流の穀倉地帯を汚染するのを防
止する。

1999.11　現在、変更点なし

案　件　名 英 Feasibility Study for the Mine Tailing Disposal
System in the Baguio District in the Republic of
the Philippines

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／鉱業

最終報告書作成年月 1978.6

コンサルタント名 同和工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 斉藤　顕 (財)日本品質保証機構

所属 金属鉱業事業団 相手国側担当機関名 天然資源省
鉱山局

調 査 団 員 数 12 担当者（職位）

現地調査期間 78.5.28～6.10

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　天然資源省　鉱山局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾞｷﾞｵ

総事業費
　10,400百万円～14,600百万円
　内貨　　13,100百万円～7,400百万円
　外貨　　 1,500百万円～4,000百万円
　　　　（1ﾍﾟｿ=33円）

実施内容
　ｽﾗﾘｰ輸送量　最大90,500立方ﾒｰﾄﾙ/日
　ｺｽﾓﾗｲﾝ　　　　全長26km
　　附帯設備
　　　　ｴﾏｰｼﾞｪﾝｼｰﾎﾟﾝﾄﾞ　2ヶ所
　　　　ｳｫｰﾀｰﾀﾝｸ　　　　1ヶ所
　　　　揚水設備　　　　1ヶ所
　ﾌｨｰﾀﾞｰﾗｲﾝ
　埋立地護岸　　　20年処理分

実施経過
　3ヶ年

1978.6～        本調査はﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有りとの結論で終了したが、総事業費が巨額であるため
見送られた。
1983.7～1984.3 ｻﾝﾛｹ多目的ﾀﾞﾑ（水質予測）開発計画調査の中で鉱滓による水質汚濁について
検討された。しかし、当時の担当者がいないのでその結果がどう当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに影響したのか
不明。
（1995年11月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

1.背景
(1)銅を含む非金属相場の低迷
(2)公害行政の遅れ（資源行政の優先）
2.直接の原因
(1)民間鉱山側への費用負担が大
(2)鉱山はﾍﾟﾅﾙﾃｨを支払った方が有利
(3)ﾌｨﾘﾋﾟﾝ側の円借ﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨが他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにあるため

 その他の状況
・ｻﾝﾛｹ多目的ダム水質調査（当該鉱山からの鉱さい、排水を貯留する計画）の結果によって鉱
さいの堆積処分の対象区を海中埋立から海岸近く或いは内陸の荒地に変更して実現される可能
性もある。
・ﾏﾙｺｽ政権の崩壊により、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは進んでいない。
・1988年にUSAIDによる政策形成のための調査が行われた。この結果は1995年に施行された新
しい鉱物資源開発法に反映している。　（1995年11月現地調査結果）
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 53～54  結論／勧告

和
（アセアン）燐酸肥料工場建設計画調査

実績額（累計） 72,574 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（税引後）=10.41％
　EIRR=14.5％
　条件
　(1)Pasar社の硫酸計画が進むこと。
　(2)ｱﾝﾓﾆｱﾘﾝ鉱石の価格ﾊﾞﾗﾝｽがくずれないこと。
　(3)ASEANに市場があること。
3.期待される開発効果
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ…硫酸と人的資源の活用により生活付加価値の
増大、外貨の節約をもたらす。
　他のｱｾｱﾝ大国…安価な肥料の安定確保と投資機会の拡
大をもたらし、各国の経済発展に寄与する。

案　件　名 英 Feasibility Study for the ASEAN Fertilizer Project
in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／化学工業

最終報告書作成年月 1979.12

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 山中　信夫

所属 (社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 工業省

調 査 団 員 数 2,2 担当者（職位）

現地調査期間 79.8.28～9.4／
79.10.24～10.31

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　－

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾚｲﾃ島ｲｻﾞﾍﾞﾙ地区

総事業費
　27,235百万円　　　　内貨49,88百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=219.4円）　外貨74,40百万USﾄﾞﾙ
　　資　本　金   30％
　　長期借入金   70％

実施内容
　硫　　案　　150,000t/年
　NPK/NP      269,000t/年

　燐酸製造ﾌﾟﾗﾝﾄ、粒状肥料製造ﾌﾟﾗﾝﾄ、硫案製造ﾌﾟﾗﾝﾄ、その他ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ
設備
　（ﾎﾞｲﾗｰ、純水、受配電、非常用電力、海水取水）
　港湾設備（ﾊﾞｰｽ）
　倉庫、貯蔵設備

実施経過
　1980.半ば　　契　　約
　1982.7　　　 建設完了
　1983.1　　　 運転開始

PHII, PHOS※

同　　左

400百万USﾄﾞﾙ

同　　左　　輸銀、ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ｽﾍﾟｲﾝ資金

硫　酸　　495,000t/年
ﾘﾝ酸　　  360,000t/年
硫　案　　153,000t/年
NPK　　　 930,000t/年

　同　　左＋硫酸製造ﾌﾟﾗﾝﾄ

　1981.秋　　契　　約
　1985.10　　建設完了

※　Philippine.Phoshate Fertilizer Corp.
　　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのために設立された合併企業
　　（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府60％　ﾅｳﾙ国政府40％出資）

報告書と実現されたものとの差異
1.ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府は調査報告書とは内容を大幅の変更し、ASEANの共同投資計画ではなく、民間ﾍﾞｰ
ｽのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして計画を実施。
2.1981年秋、ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ｽﾍﾟｲﾝ、日本ｸﾞﾙｰﾌﾟが工事を落札し、資本は各国輸銀、民間の融資とい
う形で決定、工事は着工完成している。
3.1995年11月現在、ﾅｳﾙ政府50％、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府50％の出資で経営されている。ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府は出
資分について民間への売却を計画している。（1995年11月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算･････計画規模拡大
2.建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ･･････計画変更、資金変更による
3.規模拡大の背景･･･ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄの追求、韓国等肥料輸出国との国際価格競争力

 その他の状況
受注業者名　1.ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：Davy McKee(米)
　　　　　　2.ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：下記4社からなる共同企業体
　　　　　　　　Copper(ﾍﾞﾙｷﾞｰ)　ﾘﾝ酸unit分担　 三菱重工(日本)　硫酸unit分担
　　　　　　　　Dragados(ｽﾍﾟｲﾝ) 肥料・硫案　〃 伊藤忠商事(株)：Agent
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2001年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 53～55  結論／勧告

和
ディドヨン水力発電開発計画調査

実績額（累計） 227,117 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.FIRR=24.1％，B/C…1.74
　条件 (1)早期実施
　　　 (2)ｲﾝﾌﾗ整備

3.期待される開発効果
(1)ﾃﾞｨﾄﾞﾖﾝ川下流域において、将来大きな農業ﾒﾘｯﾄ（既
開田、新規開田を含めて約3,000ha）を持つ。
(2)貯水池の洪水調整効果による下流域の被害軽減。
(3)当地域内の交通が便利となり、ﾙｿﾝ北部の地域開発に
資する。
(4)将来ﾃﾞｨﾝﾄﾞﾖﾝ貯水池周辺における観光施設を見込み得
る。

案　件　名 英 Feasibility Study for the Didyon Hydroelectric
Power Development Project at the Upper Cagayan
River in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 125.37 人月 （内現地38.87人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1980.12

コンサルタント名 (株)ニュージェック

調
　
査
　
団

団長 氏名 池田　正時 (株)三祐コンサルタンツ

所属 (株)ニュージェック 相手国側担当機関名 National Power Corporation
（NPC，フィリピン電力公社）

調 査 団 員 数 5 担当者（職位）

現地調査期間 80.6.8～7.5

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　NPC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島北東部ｶｶﾞﾔﾝ川上流

総事業費
　926百万USﾄﾞﾙ（231,500百万円）
　　　　（1USﾄﾞﾙ=250円=7.5ﾍﾟｿ）
　　（外貨　563百万USﾄﾞﾙ）
　　（内貨　363百万USﾄﾞﾙ）

実施内容
　最大出力34.5万kw（17.25万kw×2台）
　可能性発生電力量　9.6億kwh/年
　230kV送電線2回線　約50km

実施経過
1990.8 　D/D契約調印
1990.11　実施計画書提出
1991.9　 1980年度のF/S報告書の見通しを伴う最終設計報告書の提出

　F/R提出後ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府のｴﾈﾙｷﾞｰ開発計画が大きく変わり南部の地熱発電が優先されることと
なり本件はたな上げ状態となっていたが、経済復興に伴い、1995年～1997年頃の電力需要に対
処する電源の一つとしてその建設が有望されている。
　1989年ADB第14次POWER（SECTOR）LOAN枠内で、その実施設計及び入札書類作成までの業務が
取り上げられ、各国より新日本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを含む7社がｼｮｰﾄﾘｽﾄされて、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの入札が1990
年3月に行われた。その後1990年5月に新日本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが第一位に指名され、契約交渉の結
果、1990年8月31日契約調印。

プロジェクトの現況に至る理由

　NPC資金不足（内貨手当不能）により具体化が進んでいなかったが、詳細設計の資金手当て
についてADBの第14次POWER(SECTOR)LOANの枠内で実施することが同意され、1990年3月ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
選定の為の入札が行われ、新日本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが受注した。
　1990年に業務を開始するも住民の反対運動が起こり、1992年4月まで現地調査の機会を伺っ
たが1992年4月に中断が決定した。
　その後地元と再開について何度か接触があったが、現在未だ再開の見通しはたっていない。
　1999.11現在：NPCの電力開発計画ﾘｽﾄからはずれている。

 その他の状況
1990.8.31　詳細設計業務契約調印（新日本技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ－NPC間）
1990.10　　業務開始（業務期間－19ヶ月の予定）



個別プロジェクト要約表 ＰＨＩ 006

2001年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 53～55  結論／勧告

和
アゴス河水力発電開発計画調査

実績額（累計） 244,752 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.FIRR=12.5％　EIRR=11.4％

3.期待される開発効果
　(1)経済的、財務的に十分利益が上がる。
　(2)豊富な雨の季節分布が良く、既存水口の乾
期出力低下を補完する効果を期待できる。

案　件　名 英 Feasibility Study on Agos River Hydropower Project
in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 24.34 人月 （内現地15.14人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1981.3

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 津田　誠／谷古宇光治

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 National Power Corporation
（NPC，国家電力公社）

調 査 団 員 数 9,15,2 担当者（職位）

現地調査期間 79.2.8～3.28／
79.5.30～80.3.31／
80.4.1～6.10

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　NPC
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島中央部ｱｺﾞｽ河
総事業費
　457百万USﾄﾞﾙ
　　　（1USﾄﾞﾙ=250円=7.5ﾍﾟｿ）
　　外貨　374百万USﾄﾞﾙ
　　内貨　 82百万USﾄﾞﾙ
実施内容
　年間発生電力量　平均622.6GWh
　（ｶﾘﾜﾀﾞﾑよりﾏﾆﾗ市に引水の場合）
　ｱｺﾞｽ貯水池　　総貯水容量　955百万立方ｍ

　ﾀﾞﾑ：中央しゃ水壁型ﾛｯｸﾌｨﾙﾀｲﾌﾟ
　余水吐：4門のﾃﾝﾀﾞｰｹﾞｰﾄと2本の横越流ぜき
　発電用導水路：取水塔、導水ﾄﾝﾈﾙ、水圧鉄塔
　　　　　　　　発電機2台設置
実施経過
　1981～1988
　1989 初営業運転
　　詳細調査、設計　　2年
　　工事　　　　　　　6年

調査終了後、なんらのｱｸｼｮﾝもみなされておらず、今後もなされる予定がないことから、先方
は本件を事実上中止されたものとみなしている。　（1995年11月現在調査結果）
上流部に位置するKanan計画については、BOT方式にて実施する案も検討されている。（1997年
現在）
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ全国水資源ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ（JICA）で、ﾏﾆﾗ市への給水源の第一候補として取り上げられてお
り、今後ｱｺﾞｽ河流域において多目的ダム計画のF/Sが実施されるものと期待される。
1999.10現在：新情報なし。

プロジェクトの現況に至る理由

現況に至る理由
　F/S当時の政治的環境のため、ｲﾒﾙﾀﾞ首都圏庁長官の推すｶﾘﾜ給水計画（ｱｺﾞｽ河の
上流からﾏﾆﾗに転流）にﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨが与えられたことが主原因と考えられる。
　将来のﾏﾆﾗ市の水需要を満たすにはｱｺﾞｽ河の水源開発しか考えられない為、同流
域において水力発電だけはなく総合的な開発を行う必要が生じている由。

 その他の状況
　本件計画時点ではNWSS（上下水道公社）によるｱｺﾞｽ河上流ｶﾘﾜ河における上水供
給ﾀﾞﾑ建設の計画があったが、仮排水路ﾄﾝﾈﾙを掘削しただけで中断している。上流
部での転流計画がなくなると経済性は向上する。
　ｱｺﾞｽ河の水利権はMWSSから地元のｹｿﾝ州へ移譲された。
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2001年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 54～55  結論／勧告

和
ビサヤス地位電力系統拡張および連系計画調査

実績額（累計） 70,657 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　（ﾊﾟﾅｲ、ﾈｸﾞﾛｽ、ｾﾌﾞ3島連系）B/C…1.12～1.52
　条件　金利　外貨…6.0％　内貨…10.0％
2.期待される開発効果：
(1)石油ｴﾈﾙｷﾞｰ電源を減少
(2)ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電所の運転を減らし、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ･ﾕﾆｯﾄを予備
力にまわすことができる。

(*)より
　(2)陸上部分　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　比国法人
2.ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ連系（ADB借款）
　(1)海底ｹｰﾌﾞﾙ部分
　　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ EPDC ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
　　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ 藤倉電線
　(2)陸上部分　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　比国法人
3.ｾﾌﾞ～ﾈｸﾞﾛｽ連系（OECF借款）
　(1)海底ｹｰﾌﾞﾙ部分
　　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ EPDC ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
　　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ 日立電線、住友電工
　(2)陸上部分　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　比国法人

案　件　名 英 Feasibility Study for the Transmission Line Network
Expansion and Interconnection Project in the
Visayas Islands, the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 34.23 人月 （内現地11.23人月）

調査の種類／分野 F/S／送配電

終報告書作成年月 1980.9

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 若森　敏郎

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 National Power Corporation
（NPC，国家電力公社）

調 査 団 員 数 7 担当者（職位）

現地調査期間 80.1.10～8.23

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　NPC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾋﾞｻﾔｽ地域
　　（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ中央部、6つの主要な島）

総事業費
　11,787百万円（1USﾄﾞﾙ=219.14円）
　　外貨　　9,159百万円
　　内貨　　2,628百万円
　完成予定年までのｺｽﾄ上昇
　　・外貨　 7.0％/年
　　・内貨　12.0％/年
　　内貨　11,230百万円
　　外貨　 3,727百万円
　　　計　14,957百万円

実施内容
　総発電設備出力　1,246MW
　69KV以上の送電線の総延長は2,550km

実施経過
　ﾊﾟﾅｲ、ﾈｸﾞﾛｽ、ｾﾌﾞ島の陸上部分の送変電設備及び3島を結ぶ海底ｹｰﾌﾞﾙ
の工期は約4年
　予備調査は1981年3月頃までに終了しておく必要あり。

同　左

同　左

1.ﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ連系
　507百万円（外貨・内貨分）
　円借款（第8次）ﾄﾝｺﾞﾅﾝ地熱開発に対するﾛｰﾝ（1980年度、188億円）
の一部507百万円
2.ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ連系
　53.3百万ﾄﾞﾙ
　ADB融資43.8百万ﾄﾞﾙ
3.ﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ連系　1989年3月完成、運転中
　138Kv架空送電線129km
　海峡横断部分2kmを含む
　変電所2ヶ所30MVA
4.ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ連系　1990年4月完成（ADB資金）
　138Kv架空送電線245km
　138Kv海底ｹｰﾌﾞﾙ　18.8km
　変電所8ヶ所　55MVA
5.ｾﾌﾞ～ﾈｸﾞﾛｽ連系　1994年1月完成（OECF資金）
　138Kv架空送電線約80km
　138Kv海底ｹｰﾌﾞﾙ17km（0/0時の調査により決定）

　ﾈｸﾞﾛｽ島陸上部についてはｱｼﾞｱ開発銀行からの借款により現在建設中又、電線開発は1980年
にF/Rを提出、主要部分についてD/Dを行う用意のあることを伝えた。
1.（ﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ）連系：実施設計(D/D)1983.2～1983.12　建設は、1985.10月着工し、1989年8
月竣工した。
2.　ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ連系：実施設計　1983.5～1984.3　ADB融資決定、L/A締結　1986年1月P/Qの
準備を開始、1990年4月竣工した。
3.　ｾﾌﾞ～ﾈｸﾞﾛｽ連系：NPCはD/Dの実施のためのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを選定した。1994年1月竣工した。
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

概設地熱電源の有効利用による石油燃料代替効果は大きいが、直接的には、ﾛｰﾝ期限に伴う
OECF、ADBの指導により推進された。
　資金調達（特に内貨分）の困難等によりそれぞれ計画実施時期が繰り延べられていたが、実
施に移された。ｾﾌﾞ島の電力不足がﾈｸﾞﾛｽ－ｾﾌﾞ間の連系ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを促進された。

 その他の状況
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄがﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ、ﾈｸﾞﾛｽ～ﾊﾟﾅｲ間、ｾﾌﾞ～ﾈｸﾞﾛｽ間の3つに分割され、それぞれの範囲も
異なってきている。
　受注業者名　　1.ﾚｲﾃ～ｻﾏｰﾙ連系
　　　　　　　　　(1)海峡横断部分　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ　EPDC ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ　三井物産　(*)へ続く
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2001年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 55～56  結論／勧告

和
ルソン島超高圧送電系統開発計画調査

実績額（累計） 60,643 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.FIRR=13.46％
3.期待される開発効果
　NPCの作成した最新の電源開発計画による北部ﾙ
ｿﾝにおける水力発電は安定かつ経済的にﾙｿﾝ系統
内の需要、特にﾏﾆﾗ市およびその周辺の需要に送
電できる。

案　件　名 英 Feasibility Study for the EHV Transmission Line
Project in Luzon Island in the Republic of the
Philippines

調 査 延 人 月 数 25.50 人月 （内現地7.00人月）

調査の種類／分野 F/S／送配電

最終報告書作成年月 1981.8

コンサルタント名 (株)ニュージェック

調
　
査
　
団

団長 氏名 関村　芳郎

所属 (株)ニュージェック 相手国側担当機関名 National Power Corporation
（NPC，フィリピン電力公社）

調 査 団 員 数 6,1 担当者（職位）

現地調査期間 80.8.17～9.5／
80.11.5～12.24

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　NPC
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Gened-Solano-San Jose
総事業費
　172,889百万円　内貨　3,371百万ﾍﾟｿ
　　　　　　　　 外貨　　313百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=7.5ﾍﾟｿ=226.75円）
実施内容
　・Gened-Solano-San Jose間423kmの500KV、2回線を建設
　・Salano変電所
　　500kv/230kv、300MVA　変圧器　2台
　　700MVARの分路ﾘｱｸﾄﾙ
　・San Jose変電所
　　500kv/230kv、300MVA　変圧器　1台
　　500kv/115kv、300MVA　変圧器　1台
　　180MVARの分路ﾘｱｸﾄﾙ
　・Kalayaan変電所
　　500kv/230kv、300MVA　変圧器　1台

実施経過
             送電線             変電線
　設　　計   1982.3～1982.10    1982.3～1982.10
　見　　積   1983.3～1983.10    1984.7～1985.2
　製　　作   1984.6～1986.12    1985.7～1987.4
　現地工事   1985.2～1987.12    1985.9～1987.12

建設資金：
　第1期工事　第10次円借款（32,420百万円、1982年度）
　第2期工事　第11次円借款（ 9,900百万円、1983年度）

送電設備：
　　第1期 Kalayaan－Naga間245km
　　　　　500Kv2回線　（1987.7工事終了）
　　第2期 Kalayaan－San Jose間84km
　　　　　500KV2回線
　　　　　（1992.3工事終了）

変電設備：
　　第1期工事 Kalayaan変電所（1989.6工事終了）
　　　　　　　230KV　引出設備　4回線
　　　　　　　Nago変電所（1989.6工事終了）
　　　　　　　230KV　引出設備　2回線
　　第2期工事 Kalayaan／San Jose変電所
　　　　　　　いずれも230KV引出設備　2回線
　　　　　　　（1989.6工事終了）

　Genede-San Jose間が中止された以外は全て工事は完了している。
　1995年第2四半期にNPCが最終設計について160千ﾄﾞﾙでEBASCOと契約した。
　北西ﾙｿﾝの超高圧送電および変電の工事監理についてのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはﾆｭｰｼﾞｪｯｸ
（IBRD）とﾗﾒｲﾔｰ（ADB）がそれぞれ担当し、工事が完了している。

1999.11現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　Genedeの発電所建設が中止されたことによる。（1995年11月現地調査結果）

(*)より
北西ﾙｿﾝ超高圧変電計画について送電線を世銀ﾛｰﾝ92.1百万ﾄﾞﾙ及び927百万ﾍﾟｿ、変
電所をADBﾛｰﾝ227.3百万ﾄﾞﾙ及び2271百万ﾍﾟｿにて1996年より工事が実施され1999年2
月に完了している。

 その他の状況
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに深く関係している南ルソンの超高圧送電計画は既にﾌｨﾘﾋﾟﾝ側の経費で詳細設計
が終了し、1982年4月より第1期工事が開始され、第1期送電設備1987年7月完成。第2期送電設
備計画は内貨不足のため一時中断したが、1987年6月には再開。1989年9月に工事契約調印済。
1990年2月工事着工1992年3月完成。工期26ヵ月。変電設備は、1期2期とも機材は円貨にて納入
済み。建設工事は内貨（NPC事業予算）にて1989年6月完了。　　(*)へ続く
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2001年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 55～56  結論／勧告

和
レイテ送電線計画調査

実績額（累計） 117,930 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.B/C=1.106　条件：割引率10％
3.期待される開発効果
　　石油節約に大きく貢献

1999.10　現在：変更点なし

案　件　名 英 Feasibility Study for the Leyte Power Transmission
Project in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 53.40 人月 （内現地14.10人月）

調査の種類／分野 F/S／送配電

最終報告書作成年月 1982.2

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 北沢　仁 日本工営(株)

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 M.S. Bocanegra
Sr. Vice President
National Power Corporation
（NPC，国家電力公社）

調 査 団 員 数 10,3,4 担当者（職位）

現地調査期間 81.3.2～3.31／
81.10.7～10.21

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化進行中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　NPC
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾚｲﾃ島－ﾙｿﾝ島
総事業費
                 F.C    D.C     Total
　1st Stage   185.365  67.502  252.867
　2nd Stage    86.923  21.795  108.867
　　Total     272.288  89.297  361.585
　　　　　　　　（単価：百万USﾄﾞﾙ）
　　（93,600百万円，1USﾄﾞﾙ=258.86円）
実施内容
　1st Stage    1986年　450MW
　2nd Stage    1991年　900MW
　送電線設備　（HVDC送電式）
　変換所
実施経過
　1st Stage　　45ヶ月
　2nd Stage　　36ヶ月
　但し、海底ｹｰﾌﾞﾙ敷設地点、ｹｰﾌﾞﾙﾀｰﾐﾅﾙ地点、電極地点は契
約以前に実施しておく必要がある。

(*)より
　1994.7 　ECOからのﾛｰﾝ100百万ﾄﾞﾙ。
　1994.8 　ｽｳｪｰﾃﾞﾝBITSからの無償資金援助325百万ｸﾛｰﾈ。
　1994.12　輸銀からのﾛｰﾝ56百万ﾄﾞﾙ。

　SWEDPOWERによる見直しの結果、建設期間、供給機器、投資
金額・費用等が大幅に変更になり当初のJICA STUDYの提案内容
と全く異なるものになっている。
　（1995年11月現地調査結果）

1982.5　(株)電源開発にD/Dﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ提出依頼
1983.10～1985.3　D/D実施、D/D資金源：第8次OECFﾛｰﾝ残
1985.3　設計報告書（4分冊）、購入仕様書（7分冊）をNPCに納入
1988.7　ｽｳｪｰﾃﾞﾝBITSより3,615千ｸﾛｰﾈの無償資金援助を得てSWEDPOWERがD/Dを実施。
1990. 　ｽｳｪｰﾃﾞﾝのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（Swed Power）により、D/Dの見直しが行われた。
1992.10～1995.12　ｽｳｪｰﾃﾞﾝより9,962千ｸﾛｰﾈの無償資金援助を得てSWEDPOWERがD/Dを実施。
1994.1　海底ｹｰﾌﾞﾙを含む直流送電線、変換所の入札を実施中（世銀その他の資金）
1994.6　世銀ﾛｰﾝ113百万ﾄﾞﾙ。G.E.T.からの無償資金援助10.8百万SDR。(*)へ

プロジェクトの現況に至る理由

　ﾌｨﾘﾋﾟﾝの経済事情悪化に伴い資金面で計画が遅延しているが、実施に向けてNPC
は動いている。
　ﾏﾆﾗ首都圏の電力危機を契機に本計画が浮上したもので、現在の案ではﾚｲﾃの地熱
を先ずすぐ隣のｾﾌﾞに交流で送り、更に開発した地熱をﾙｿﾝへ送る計画としている
（1994年3月現在）。

 その他の状況
　D/D実施後のﾌｨﾘﾋﾟﾝの政治、経済情勢の変化により、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの電源となるﾚｲﾃ
島における地熱開発が大幅に遅れ、現在の開発計画では少なくとも1994年頃までは
予定されていない状況である。
　予想としては1998年及び1996年に連携され、Tongonan地熱（現在はﾚｲﾃ地熱）
440MWずつ2期に分けて送電されることとなろう。
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 55～57  結論／勧告

和
アルコガスプロジェクト（ｱﾙｺｰﾙ工場建設）計画調査

実績額（累計） 70,337 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
　砂糖きびを原料とし、日産48klのｱﾙｺｰﾙ工場を
建設する場合技術的、経済的観点から企業化可能
性あり。（必要農場面積は、一般農家地区で
2,640haで直営農地において400haである。）

案　件　名 英 Feasibility Study on the Establishment on the
Alcohol Distillery in the Republic of the
Philippines

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／新・再生エネルギー

終報告書作成年月 1982.6

コンサルタント名 三菱油化エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 間瀬　岩夫

所属 三菱油化エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 PNAC;PHILIPPINE NATIONAL ALCOHOL
     COMMISSION
（フィリピン国家アルコール委員会）調 査 団 員 数 11,8 担当者（職位）

現地調査期間 81.7.13～8.1／
81.11.23～12.12

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　PNAC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｶﾋﾞﾃﾞ州ﾏﾗｺﾞﾝﾄﾞﾝ地区

総事業費
　26,596百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=230=8ﾍﾟｿ）

実施内容
　ｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙ工場建設
　　　　日産　48kl
実施経過

調査報告書でﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰありと結論された48kl/日のｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙ
工場は新設されていないが、ｶﾞｿﾘﾝ中にｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙを混入するい
わゆるｱﾙｺｰﾙｶﾞｽ計画はﾈｸﾞﾛｽ島及びﾊﾟﾅｲ島で実施されている。
このｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙはｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙ工場の新設によるものではなく、既存
ｱﾙｺｰﾙ工場を改造し純度を95％から99.5％に上げて対処してい
る。

　調査報告書の48kl/年のｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙ工場は新設されていないが、既存ｴﾁﾙｱﾙｺｰﾙ工場
の改造を実施し、計画が縮小された方向で具体化されている。
　詳細は不明。　（1995年11月現地調査結果）

1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　ｵｲﾙｼｮｯｸを契機として、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府は国内でのﾊﾞｲｵﾏｽを利用した代替ｴﾈﾙｷﾞｰ開発
をめざし、本計画を策定したが、その後の原油価格下落等によりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが縮小さ
れ既存ｱﾙｺｰﾙ工場の改造で対処しようとしている。

 その他の状況
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 56～57  結論／勧告

和
低圧ガス開発計画調査

実績額（累計） 11,622 千円
　ｲﾛｲﾛ堆積盆南部に分布する後期中新世の後半～
前期更新世の泥質岩からなる海成層にﾖｳ素型共水
性ｶﾞｽ鉱床が成立していることが予想される。
　具体的な開発は試掘によって把握された鉱床規
模にもとづき立地条件、建設ｺｽﾄ、ｶﾞｽ市場、ｶﾞｽ
開発さらに付随水中に含まれるﾖｳ素の開発等、経
済鉱工業政策調査等幅広く行った上で実施される
べきである。

案　件　名 英 Feasibility Study for the Exploration Development
and production of Water-Dissolved Natural Gas in
the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1982.12

コンサルタント名 直営

調
　
査
　
団

団長 氏名 名取　博夫

所属 工業技術院地質調査所 相手国側担当機関名 エネルギー開発局

調 査 団 員 数 6,3 担当者（職位）

現地調査期間 81.10.13～11.21／
82.6.27～7.3

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ｴﾈﾙｷﾞｰ省ｴﾈﾙｷﾞｰ開発局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾟﾅｲ島ｲﾛｲﾛ市郊外

総事業費
　200百万～350百万
（掘削・検層・産出試験危機等の種類工場形態によって変動す
る。）

実施内容
　ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ　　深度　1,000ｍ　　　1杭
　　　　　　 深度　1,600ｍ　　　1杭
　産出試験のための付帯設備　　一式

実施経過
　建設　　　　6ヵ月
　産出試験　　3ヵ月

　ﾌｨﾘﾋﾟﾝにおける共水性ｶﾞｽに関する資源評価、開発・生産・利用のF/S等がﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの目標で
あるが、ﾓﾃﾞﾙﾌｨｰﾙﾄﾞとして取り上げたﾊﾟﾅｲ島ｲﾛｲﾛ市郊外におけるﾖｳ素共水性ｶﾞｽ鉱床地帯の基
礎調査の終了した段階で、試掘の具体化が進まず中断していたが、1995年ｵｰｽﾄﾗﾘｱの民間会社
Stirling Resources社により試掘・開発が行われることになった。これは、民間会社の資金に
より開発が行われるもので、失敗した場合はその民間会社が費用をすべて負担する。なお、こ
の開発には本件調査で得たﾃﾞｰﾀを当該民間会社がDepartment of　Energyから買い取り利用し
ている。（1995年11月現在調査結果）
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　試掘には石油掘削装置に準じる大型の機器を必要とするため、日本側としては比
政府の保有する石油掘削装置の使用を申し入れた。しかしこれは比政府に大きな財
政負担を要求することになり、石油探査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄおよび地熱開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの競
合、財政悪化等の事情により具体化が困難となっていた。

 その他の状況
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、建設期間、供給機器、投資金額・費用等が大幅に変更になり当初
のJICA STUDYの提案内容と全く異なるものになっており、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府は報告書にあ
るもともとのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは消滅したものと考えている。（1995年11月現地調査結果）
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 56～58  結論／勧告

和
マツノ川開発計画調査

実績額（累計） 256,104 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：あり
2.EIRR=14.1％、FIRR=7.2％
3.勧告
(1)本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはﾙｿﾝ島中部ｶｶﾞﾔﾝ川の一大支流ﾏ
ｶﾞｯﾄ川の更に支流にﾏﾂﾉ川に堤高147ｍのﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞ
ﾑ築造し、180MWの発電に資すると共に、下流約
15,000haに灌漑用水を補給する計画である。
(2)総事業費は約4.2億ﾄﾞﾙ（1983年2月水準）と見
積られ、その内ﾀﾞﾑ・発電が3.7億ﾄﾞﾙ、農業開発
が約0.5億ﾄﾞﾙである。
(3)現在の比政府の財政状態からこれを一挙に開
発着手するのは困難なので第一段階（1984～1990
年）で農業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施し、1988～1994年にﾀﾞ
ﾑ・発電を引続き実施することが望ましい。

案　件　名 英 The Feasibility Study on MATUNO RIVER DEVELOPMENT
PROJECT in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 86.44 人月 （内現地41.76人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1984.2

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 津田　誠

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 国家電力庁:National Power Corporation
国家潅漑庁:National Irrigation
Administration
Mr.Rogelio P.De La Roza(Chief, Project
Investigation Div., PDD, NIA)

調 査 団 員 数 9,9,2 担当者（職位）

現地調査期間 82.1.18～3.18／
82.7.4～8.17／
82.10.22～83.3.5

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　NIAおよびNPC
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島中部ﾇｴﾊﾞﾋﾞﾔｽｶ州、ﾀﾞﾑはﾊﾞﾖﾝﾎﾞﾝ市域ﾏﾂﾉ川上。
　産業開発地域ではﾊﾞﾖﾝﾎﾞﾝ市・ｿﾗﾉ市周辺
総事業費
　約4.2億ﾄﾞﾙ（1,020億円）
　発電部分のみ　　370百万USﾄﾞﾙ　　1983年5月現在、
　うち外貨分　　　229百万USﾄﾞﾙ　　1USﾄﾞﾙ=10.0P
実施内容
　1.ﾀﾞﾑ　 ﾛｯｸﾌｨﾙ型式
　　　　　高さ：147ｍ
　　　　　堤頂長：580ｍ
　　　　　堤容積：10,000,000立方ｍ
　　　　　堤頂標高：EL.527ｍ
　　　　　川床標高：EL.397ｍ
　2.貯水池：流域面積　550平方km
　　　　　　常時高水位：EL.520ｍ
　　　　　　常時低水位：EL.480ｍ
　　　　　　海水面積　3.5平方km
　　　　　　有効貯水量：97,000,000立方ｍ
　　　　　　総貯水量：137,000,000立方ｍ
　3.余水吐設計洪水ﾋﾟｰｸ流量　　7,600立方ｍ/sec.
　4.発電容量　90MW×2台
　　　　年間発生電力量：528GWh.
　　　　内需電力量　　：353GWh
　　　　二次電力量　　：175GWh　　　(*)へ続く

(*)より
実施経過
　1984.4　　計画開始
　1996.3　　計画完了

　1995年11月現在、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはOECFﾛｰﾝとBOT方式の両にらみで実現を図ってい
る。なお、本件は1997年開始の灌漑5ヵ年計画に含まれている。　（1995年11月現
地調査結果）
NIAの要請に従って、NKは1999年9月ﾐｯｼｮﾝを派遣し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況を把握するた
めNIA担当者と協議、並びに現地踏査を実施。NIAは2000年度第24次のD/D借款申請
を予定している。

プロジェクトの現況に至る理由

1.1979年の第2次原油価格暴騰により世界不況が浸透し始め外貨手持ち急減による
ﾍﾟｿ貨価値暴落・輸出低落。産業不振のため電力需要の伸びの低迷を生じた。
2.ｱｷﾉ事件以来の政局不安により民間外国よりの投融資激減、IMFとの協議の遅延。
そのためのﾏﾙｺｽ政権の経済開発推進が軒並み変更となった。緊縮財政のためのﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄの数も激減した。
3.ﾏﾙｺｽ大統領が大規模なｻﾝﾛｹ多目的ダム計画の方を熱心に推進しようとしたため。

 その他の状況
技術移転例
　ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄにOJTを行った分野は、1)水文調査解析、2)地質調査および地質工学的
判断、3)土質材料調査解析、4)洪水解析、5)ﾀﾞﾑ・発電計画手法、6)経済・財務分
析および評価を主として行った。
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 57～58  結論／勧告

和
レイテ・ミンダナオ送電線開発計画調査

実績額（累計） 188,699 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=12.5％、EIRR=14.4％
　ﾙｿﾝ－ﾚｲﾃ送電ｼｽﾃﾑと連系し、直流3端子送電方
式とする。
　送電規模は、最終400MWとし、ﾚｲﾃ島のTongonan
地熱発電所の開発ｽｹｼﾞｭｰﾙに合わせ第1期は1988～
1991年、第2期は1994～1996年の工事期間とし
た。ﾐﾝﾀﾞﾅｵ島の変電所はButuanに設置し、概設の
Butuan変電所でﾐﾝﾀﾞﾅｵ電力系統と接続することに
した。

1999.10　現在：変更点なし

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Leite-Mindandao
Interconnection Project in the Republic of the
Philippines

調 査 延 人 月 数 73.25 人月 （内現地16.00人月）

調査の種類／分野 F/S／送配電

最終報告書作成年月 1984.3

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 田子　信雄 日本工営(株)

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社:National Power
Corporation (NPC)
Mr. Abe Samis (Member, Projects
Development Department)

調 査 団 員 数 10,5,8 担当者（職位）

現地調査期間 82.11.21～83.3.17／
83.6.14～8.12／
83.11.28～84.1.26

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　NPC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Leyte島、Dimangat島、Mindanao島

総事業費
　　　計　　　47,757百万円（1USﾄﾞﾙ=243.10円）
　　外貨　　　37,757百万円
　　内貨　　　10,000百万円

実施内容
　1.ﾙｿﾝ－ﾚｲﾃ直流送電ｼｽﾃﾑと連系して直流3端子送電方式を形
成する。
　2.ﾚｲﾃ島よりﾐﾝﾀﾞﾅｵ島まで全区長342km
　　（海底ｹｰﾌﾞﾙ区間49km）
　3.送電容量　400MW
　4.送電電圧　DC±350KV

実施経過
　1988.1　 第1期開始
　1991.12　　　 完了
　1994.1　 第2期開始
　1996.12　　　 完了

ADB資金により下記調査が具体化された。
FSの見直しおよびDDの実施
1997年～1999年にかけて、NorconsultantがFSの見直しを行っ
た。FSの最終報告書は、まだ提出されていないが、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
内容は下記が予定されている模様である。
　1. 500MW/350KV DC151km
　2. ﾚｲﾃ側架空送電線　350KV DC 151km
　3. ﾚｲﾃ－ﾐﾝﾀﾞﾅｵ海底ｹｰﾌﾞﾙ　350KV DC 23km
　4. ﾐﾝﾀﾞﾅｵ国際空送電線　350KV DC　265km
　5. 総工事費　390百万US$
　6. 竣工時期　2004年1月

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、建設期間、供給機器、投資金額・費用等が大幅に変更になり当初
のJICA STUDYの提案内容と全く異なるものになっており、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ側は報告書にある
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは中止・消滅したと理解している。1996年にはF/Sの見直しをADBﾛｰﾝによ
りNPC自身で実施する予定。（1995年11月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

1. 政治ならびに経済不安
2. ﾄﾝｺﾞﾅﾝ地熱開発・拡張計画が進展していない。
3. ﾐﾝﾀﾞﾅｵは渇水による電力危機を経験し、電源開発が急務であるが、諸事情によ
りまだ具体化していない（1994年3月現在）。

　(*)より
2. その他
　(1)内貨分の価値が大幅に変わっているので、実施の際には見直す必要がある。
　(2)ﾄﾝｺﾞﾅﾝの電力は、ﾚｲﾃより、ｻﾏｰﾙ、ﾙｿﾝ系統に送電することを優先しているた
め、ﾐﾝﾀﾞﾅｵへの配電計画はその後となる見込。

 その他の状況
1.技術移転
　(1)第1回目の現地調査時に、5回の説明会を実施した。
　(2)ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ2名を8週目、日本で研修した。主に直流送電に関する研修をし、北
本直流変電所での実習とﾒｰｶｰ見学も行った。
　　　　　　　　　　　　　　 (*)へ続く。
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 57～60  結論／勧告

和
アクパン・イトゴン地熱開発計画調査

実績額（累計） 519,294 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：現在の調査段階では、ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘ
ﾃｨｰは確認されていない。当地域の浅部は、調査
井を掘削した結果、連続噴気させるに十分でない
ことが判明した。但し、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの結果その下部
に高温帯が広がっていると予想される。従って追
加調査井の掘削を勧告した。

案　件　名 英 The Feasibility Study for Acupan-Itogon Geothermal
Development Project in the Republic of the
Philippines

調 査 延 人 月 数 83.38 人月 （内現地42.44人月）

調査の種類／分野 F/S／新・再生エネルギー

最終報告書作成年月 1985.10

コンサルタント名 三菱マテリアル資源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 坂井　定倫

所属 大手開発(株) 相手国側担当機関名 エネルギー開発局:B.E.D. (Bureau of
Energy Development)
Mr. Wenceslao R. de la Paz. (Director)調 査 団 員 数 9,15,15,11,7 担当者（職位）

現地調査期間 82.8.8～12.5／83.9.28～12.23／
84.1.22～2.15／84.6.12～85.3.15／
85.6.18～6.23

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　Office of Energy Affairs-PNOC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Benguet州のAcupan-Itogon地域

総事業費
　産出せず地熱の賦存状況につき各種調査を実施。本調査の段
階では具体的な開発規模・実施内容は提示していない。

実施経過
　ﾊﾞｷﾞｵ市の東方約5kmにあり、稼働中の鉱山地域であり、電力
の需要が逼迫している。周辺にはﾀﾞｸﾗﾝ地区に高温岩体が確認
されており、地熱開発のﾎﾟﾃﾝｼｱﾙは高いが、深部掘削が要求さ
れる。従って、調査井（2,000ｍ）1本だけでは真の地熱構造を
解明することは出来ず中断している（1994年3月現在）。

　本件は調査井1本を掘って終了した。先方の理解では調査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは中断してい
るのではなく、調査井1本だけではﾃﾞｰﾀ解析に不十分であるが、完成したものと
なっている。ﾏﾙｺｽ体制の崩壊による政変があり、結局のところ以後は本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
が新たに展開されることはなかった。　（1995年11月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　各種地表調査の結果とそれらに基づく調査井の掘削により、地熱構造が解析さ
れ、相手国には感謝されているが、JICAの協力ｽｷｰﾑの限界により調査井1本で中断
している。追加調査井の資金不足が障害となっている（1994年3月現在）。

 その他の状況
　ｱｷﾉの政権誕生後、BEDは組織変更され、Energy Development Services, Office
of Energy Affairsとなった。OEAは1990年、隣接するDaklan地区の評価・開発ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄをJICAに要請している（US$5.5M）。



個別プロジェクト要約表 ＰＨＩ 015

2001年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 58～60  結論／勧告

和
活性炭工業振興開発計画調査

実績額（累計） 150,838 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.58％、FIRR=21.26％

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Establishment of the
Powderted Activated Carbon Plants in the Republic
of the Philippines

調 査 延 人 月 数 18.82 人月 （内現地7.12人月）

調査の種類／分野 F/S／その他工業

最終報告書作成年月 1985.7

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 安達昭一／石橋一二／植木茂夫

所属 北越炭素工業／通産省工業技術院／日本ﾌﾟﾗﾝﾄ協会 相手国側担当機関名 科学技術研究所:National Institute
Science and Tecnology
Dr. Filemon A Vriarte (Dirctor)
Mrs. Violeta P. Arida (Program
Coordinatator)

調 査 団 員 数 2,4,12,4,9,4,3,7 担当者（職位）

現地調査期間 83.1.6～11.10／84.1.5～3.6／84.2.6～3.6
84.5.22～6.22／84.6.19～9.8／84.9.4～9.28
84.11.19～11.23／84.10.10～12.14

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀﾞﾊﾞｵ市

総事業費
　　　計　　　1,823,548USﾄﾞﾙ
　うち外貨分　1,316,481USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=245円=18ﾍﾟｿ）

実施内容
　製材による未利用資源としてのおがくずを利用し活性炭を生
産する。
　ﾌﾟﾗﾝﾄ規模年産480t

実施計画
　1986.4　計画開始
　1987.3　計画完了

　ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄが1983年に1.7億ﾄﾞﾙの無償資金協力により建設された。そのﾌﾟﾗﾝﾄは
現在食品加工研究施設の脇に建てられており、同施設への影響を避けるため、敷地
内の他の場所に移転する計画である。建設以後は、民間会社の訓練用などにも利用
された。
（1995年11月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　ﾌｨﾘﾋﾟﾝでは1989年に森林の伐採が禁止されたことから、原料のおがくずが十分に
供給されなくなり、計画自体は消滅した。（1995年11月現地調査結果）

 その他の状況
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国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 61  結論／勧告

和
カリラヤダム修復計画

実績額（累計） 10,818 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=26％
3.ｶﾘﾗﾔﾀﾞﾑは建設後、約40年を経ており、主ﾀﾞﾑの
上下流面の損傷が著しく、おのまま放置した場
合、大被害に進展する可能性があり、対策が急が
れる。なお、現在のﾄﾝﾈﾙ洪水吐は巻立てｺﾝｸﾘｰﾄが
劣化し、多量の漏水（200l／秒と推定される）が
生じており、その処理能力が必要であるのみなら
ず、洪水処理能力が不足しているので、新しく別
の洪水吐を新設する必要がある。全般に保守管理
が疎かになっており、今後改善していかねばなら
ない。

案　件　名 英 The Study for Caliraya Dam Rehabilitation Project
in the Republic of the Philippnes.

調 査 延 人 月 数 13.99 人月 （内現地6.49人月）

調査の種類／分野 F/S／その他

最終報告書作成年月 1986.9

コンサルタント名 (株)ニュージェック

調
　
査
　
団

団長 氏名 松井　豊 (株)三祐コンサルタンツ

所属 (株)ニュージェック 海外設計部部長 相手国側担当機関名 The National Power Corporation
（フィリピン電力公社）
M.C.Avendano
(Manager, Hydro Power Projects Dept.)

調 査 団 員 数 4 担当者（職位）

現地調査期間 85.10.8～11.6

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延･中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島南部ﾗｸﾞﾅ集ｶﾘﾗﾔﾀﾞﾑ

総事業費
　9,542,990USﾄﾞﾙ、うち外貨分4,561,000USﾄﾞﾙ
　　　　　（1USﾄﾞﾙ=154円）

実施内容
　・主ﾀﾞﾑ上流法面保護用ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞのｸﾗｯｸの修理
　・主ﾀﾞﾑ上流法面の地表水（雨）による浸蝕部修理と再発防
止対策
　・既設ﾄﾝﾈﾙ洪水吐の漏水部修理
　・洪水修理能力のため、上記洪水吐とは別に、新たに洪水吐
を新設
　・副ﾀﾞﾑ（ﾀﾞｲｸ）基礎地山の地すべりの修復と安定化

　・既設ﾄﾝﾈﾙ洪水吐の漏水部修理

 Rehabilitate-Operate-Transferｽｷｰﾑの入札が1996年11月25日に締め切られる。一
方NPCはSoruice Spillwayのrehabititationの再入札を近々行う予定。（1996年10
月現地調査結果）
1999.11現在：その後の詳細不明

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
・現地ｾﾐﾅｰ（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社技術者及び政府関係部局技術者）
・日本での研修
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2003年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 59～62  結論／勧告

和 ルソン島包蔵水力調査 実績額（累計） 20,103 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　ﾙｿﾝ島全域で調査の対象となった水力地点は約150地点
で、その中で開発が有望であると目される水力地点は45
地点である。西暦2005年までの20年間の電力投入計画を
立案し、その中に組み込まれるべき水力地点について今
後の実施計画（F/S,D/D & Construction）を提言してい
る。

案　件　名 英 Study on the Hydro Power Potential in Luzon the
Philippines

調 査 延 人 月 数 96.50 人月 （内現地76.50人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1987.6

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 沢谷　一夫

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社
J.T.Rauas (Vice President for
Engineering)
Marciano Avendano
(Manager for Hydro Projects)

調 査 団 員 数 8 担当者（職位）

現地調査期間 85.7.1～86.3.18／
86.6.2～87.1.27／
87.6

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島全域

総事業費
　6,189百万ﾄﾞﾙ（1985年現在）

実施内容
　ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝﾚﾍﾞﾙのﾙｿﾝ島全域の包蔵水力調査である為、個々のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の総事業費、経済的妥当性等は一覧表としてまとめられており、特定の
開発案について深く検討したものではない。

　NEDAが種々ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの優先順位付けを行っているが、本調査の成果が参考にされている。世
銀融資により、65地点の小水力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについて1992年からF/Sを実施。
　世銀の資金により、ﾙｿﾝ島小水力発電計画調査（F/S）が1993年2月に実施され、本調査にて2
次ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞをﾊﾟｽした有望地点（ﾀﾞﾑ式26ヶ所、流れ込み式19ヶ所）の内、下記projectのF/S調
査が実施された。－ﾀﾞﾑ式：Kanan、流れ込み式：Ambrayan、Bakum
　Kananを1993年度以降のOECF案件に取り上げを申請してきたが、環境評価が不十分との指摘
があり、いまだ採択に至っていない。一方、BOT方式にて実施する案も検討されている。
（1998年現在）
1999.11現在：特に新情報なし
2003.3現在：情報なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
　1990年代前半、ﾙｿﾝ島は電力不足に悩まされたが、BOT法案を整備しBOTによる火力発電所を
建設し、克服している（1996年10月現在）。
　ﾌ国電力公社（NPC）はBOT方式で水力案件を実施に移そうとしている。
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2003年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 60～62  結論／勧告

和 アンブクラオダム修復計画調査 実績額（累計） 30,083 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　ｱﾝﾌﾞｸﾗ発電所は現状のまま運転が継続される
と、1996年以降は貯水池内の堆砂のため、運転が
不能になることが予想される。しかし適当な修復
工事と良好な保守を行っていけば、貯水池が堆砂
に埋まるまで今後40年にわたって発電の機能は現
状に近い能力を維持することが判明した。しかし
発電所の取水に既にｼﾙﾄや砂の混入が見受けられ
るので、緊急に取水塔周辺の浚渫を行いながら修
復工事を施工するなど一刻の猶予も許されない。

案　件　名 英 Study on the Ambuklao Dam Rehabilitation
Project

調 査 延 人 月 数 22.41 人月 （内現地10.18人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1988.2

コンサルタント名 (株)ニュージェック

調
　
査
　
団

団長 氏名 山田　直明 (株)三祐コンサルタンツ

所属 (株)ニュージェック 常務取締役海外工事部長 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社
F.T.Delgado (Senior Vice President,
Engineering)
M.C. Avendano (Vice President, Engineer-
ing)

調 査 団 員 数 8 担当者（職位）

現地調査期間 87.7.1～7.14
87.11.1～11.14

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社（NPC）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｱﾝﾌﾞｸﾗｵﾀﾞﾑ・貯水池周辺
　（中央ﾙｿﾝ･ﾊﾞﾝｹﾞｯﾄ州）

総事業費
　42.436百万USﾄﾞﾙ
うち外貨分23.497百万USﾄﾞﾙ
　（1.00Usdoru=150円，1.00USﾄﾞﾙ=21P）

実施内容
　1.修復工事
　　a)取水塔改造
　　b)水車入口弁改造
　　c)放水路付近河床整理
　　d)取水塔周辺浚渫工事
　　e)ﾀﾞﾑ上流面修復工事
　2.調査
　　a)ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ
　　b)物理探査
　　c)測量
　　d)諸試験

実施経過
　1989年　　計画開始
　1996年　　計画完了
　取水塔周辺浚渫工事及び取水塔改造工事が特に急がれるため、この2
つは最優先して、今すぐにでも実施されるべきである。

　1992～1997年　ROL（Rehabilitation-Operation-Lease）のｽ
ｷｰﾑでﾛｰｶﾙｺﾝｿｰｼｱﾑによって実施されている。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、建
設期間、供給機器、投資金額・費用等が大幅に変更になり当初
のJICA STUDYの提案内容と全く異なるものになっている。
（1995年11月現地調査結果）

　以前は漠然と発電所運転がそのうちに不能になるのではと危惧されている程度にすぎなかっ
たが、本報告書の具体的ﾃﾞｰﾀにより現状のままでいくと1996年には堆砂のため発電不能になる
ことをNPCにわかってもらった。
　1989年6月20日NPC役員で、修復工事のうち　a)取水塔改造（新しい取水口の建設）及び　b)
既存取水塔周辺の浚渫工事の実施とその為の必要外貨資金調達を行うことが決定された。
　1989年7月、台風の影響でintakeに砂が入り、運転ｽﾄｯﾌﾟとなり、NPCは浚渫工事を早急に実
施する必要に迫られており、現在資金調達も含めて検討中である。とりあえずDredger購入の
入札を準備中であるが、未だ実施されていない。
　1992～1997年　ROL（Rehabilitation-Operation-Lease）のｽｷｰﾑでﾛｰｶﾙｺﾝｿｰｼｱﾑによって実施
されている。　　(*)へ続く

プロジェクトの現況に至る理由

(*)より
現在MIESCOR社より上記の5年契約を15年にしてほしいとの要求がNPCに出されている。
（1996年10月現地調査結果）
1998.10現在：MIESCO社によるRehabilitationはうまく進捗していない模様

2003.3現在：2001年度JETRO資金によるF/S調査を実施したが、その後具体的な進展はない。
(本水力発電所と直下流のビンガ水力発電所と併せた修復計画があるが、NPCの民営化を控えて
おり、修復計画の具体的実施は民営化後と聞いている)

 その他の状況
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2003年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 61～62  結論／勧告

和
カラカ石炭火力発電所第一号機改善計画調査

実績額（累計） 101,804 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=19％
　FIRR=13.54％
3.1984年9月ﾌｨﾘﾋﾟﾝにおける 初の大型石炭火力として運
開したが、主として計画時に決定された燃料用ｾﾐﾗﾗ炭の
炭質が実際には異なっており、構内への揚運炭、ﾐﾙ設備
さらにﾎﾞｲﾗｰの燃焼に大きな問題を起こし、発電に対する
信頼性が得られなくなった。JICA調査は、1986年1月～
1987年8月に行われ、ｾﾐﾗﾗ炭の品質と量産とから、輸入炭
（50％～40％）との混炭により、安定した燃料供給が必
要で、ﾌﾟﾗﾝﾄとしては、ｻｲﾛ改造、給炭機取替、ﾊﾞｰﾅｰの
ABC改造、混炭設備の設置、管理ｼｽﾃﾑの整備などの改善が
急務である。
　これらに要する費用は約30億円（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ料とし予備費
を含む）で工期は定修、保修停止時期を主に利用し、準
備期間とも24ヵ月間内の完成を見込んでいる。
　これらの改善に加えて、運転、保守要員の充分なる訓
練が必要である。

案　件　名 英 Study for the Calaca Coal-Fired Thermal Plant(I)
Upgrading Project

調 査 延 人 月 数 39.72 人月 （内現地18.91人月）

調査の種類／分野 F/S／火力発電

終報告書作成年月 1987.12

コンサルタント名 西日本技術開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大賀　利雄

所属 西日本技術開発(株) 火力本部 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社（NPC）
Josue D. Polintan（副総裁）
Guiberto A Pastoral（本店火力部長）調 査 団 員 数 12 担当者（職位）

現地調査期間 7.7.5～8.29
87.10.5～10.13

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　国家電力公社（NAPOCOR）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾞﾀﾝｶﾞｽ州、ｻﾝﾗﾌｧｴﾙｶﾗｶ

総事業費
　6,470百万ﾍﾟｿ
　（1ﾄﾞﾙ=140円=21ﾍﾟｿ）

実施内容
　既設ｶﾗｶ　300MW石炭火力発電所のうち。
・揚運炭、貯炭設備、給炭設備、ﾎﾞｲﾗ設備
　これらに関する付帯設備の取替及び改善工事
・品質管理設備、装置の改善工事
・運転、保守要員の訓練

実施経過
　1989.　　計画開始
　1991.　　計画完了
　改善工事は主として各年の定修、計画保修時に集中して実施するよう
に努める。

1)石炭ｻｲﾛ、給炭機改造。
2)ABC改造、ｽｰﾄﾌﾞﾛｱおよび覗き窓増設。
3)ｱﾝﾛｰﾀﾞ、ﾎｯﾊﾟのｼｭｰﾄ改造。

　現地調査時の混炭方法、供炭－燃焼の指導で取敢えず部分負荷運転を行った。
　NPCは1989年5月、三井物産と工事契約を結び、報告書の勧告をﾍﾞｰｽに左記の改善工事を実施
した（1990年10月23日着工、12月18日完了）。
1989年　輸銀ﾛｰﾝ691百万円及び150百万ﾄﾞﾙ締結。
1993.3.31 環境改善の設備設置、修復、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ機器調達費用に対して円借（L/A）締結
（61.12億円）「カラカ石炭火力発電所１号機環境改善事業」
1999.10現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2001年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 62～63  結論／勧告

和
アンガットダム修復計画調査

実績額（累計） 67,666 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.問題点の調査と修復案の策定を行ったが、内部
収益率の計算は行っていない。
　主ﾀﾞﾑ･ﾀﾞｲｸの安定性、洪水吐の安定性について
は常時問題はないが、近辺旧ﾊﾞﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾄの地すべ
り対策、ﾀﾞｲｸより漏水の継続調査及び最大の問題
点である管路からの漏水について早い機会に水抜
き内部点検調査を実施するように勧告。

案　件　名 英 Angat Dam Rehabilitation Project in the Republic of
the Philippines

調 査 延 人 月 数 15.54 人月 （内現地10.24人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1989.3

コンサルタント名 (株)ニュージェック

調
　
査
　
団

団長 氏名 神月　隆一 (株)三祐コンサルタンツ

所属 (株)ニュージェック 海外事業副本部長 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社（NAPOCOR）

調 査 団 員 数 6 担当者（職位）

現地調査期間 88.8.23～9.6
88.12.1～12.15

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島ﾌﾞﾗｶﾝ州ｱﾝｶﾞｯﾄﾀﾞﾑ

総事業費
　115百万円
　　　うち内貨　70.2百万円
　　　うち外貨　44.8百万円
　　（但し、鉄管漏水対策を除く）

実施内容
　　・旧ﾊﾞｯﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾄの跡地の池辷安定化
　　・ﾀﾞｲｸからの漏水ﾁｪｯｸ
　　・ﾀﾞﾑ安定性のﾁｪｯｸ
　　・洪水吐設備の放流能力のﾁｪｯｸ
　（・鉄管路からの漏水対策）

実施経過
　調査当時ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力事情の悪化のためｱﾝｶﾞｯﾄ発電所の運転停
止が出来ず、ｱﾝｶﾞｯﾄﾀﾞﾑで、最大の問題点である鉄管路の漏水
対策の策定に不可欠な鉄管の内部調査が後年に延ばさざるを得
なくなった。従って、鉄管路漏水対策の検討は未了。

　1996年に排水溝工事のためのFSについて、ﾀｰﾝｷｰﾍﾞｰｽによる入札が行われる予定
であったが、現在のところ一時中断されている。（1996年10月現地調査結果）
1999.11現在：その後の詳細不明

プロジェクトの現況に至る理由

　ｱﾝｶﾞｯﾄﾀﾞﾑ修復工事の大半を占めると思われる鉄管路漏水対策が策定されていな
い。
　鉄管漏水対策以外の項目については、その修復費用が比較的小さく、かつ緊急性
も薄いので、電力公社が独自で対策を進めるものと考えられる。

 その他の状況
・技術移転ｾﾐﾅｰ（現地）
・日本での研修
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2001年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 62～63  結論／勧告

和
ビンガダム修復計画調査

実績額（累計） 66,739 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.B/C=1.66

　条件
　ﾍﾞﾈﾌｨｯﾄはﾋﾞﾝｶﾞﾀﾞﾑ修復工事実施による安全性
向上を金額ﾀｰﾑに換算した値。ｺｽﾄは修復工事実施
に伴う費用であり、工事費と工事期間中の発生電
力量減の損失費用を含む。

案　件　名 英 Binga Dam Rehabilitation Project in the Republic of
the Philippines

調 査 延 人 月 数 17.00 人月 （内現地9.00人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1989.2

コンサルタント名 (株)ニュージェック

調
　
査
　
団

団長 氏名 土居　元之

所属 (株)ニュージェック 海外設計部部長 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社

調 査 団 員 数 7 担当者（職位）

現地調査期間 88.6.16～6.30
88.10.1～10.15

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社（NAPOCOR）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島ﾍﾞﾝｹﾞｯﾄ県ｲﾄｶﾞﾝ　ﾌﾞﾝｶﾞﾀﾞﾑ地点

総事業費
　　518百万円　（3.7百万ﾄﾞﾙ、1ﾄﾞﾙ=140円）
　うち内貨　487百万円
　うち外貨　 31百万円

実施内容
　ﾋﾞﾝｶﾞﾀﾞﾑ近傍の修復工事
　　1) ﾀﾞﾑ上流面ﾛｯｸ盛立工事
　　2) ﾀﾞﾑ下流端ﾛｯｸﾀﾞｲｸ修復工事
　　3) ﾀﾞﾑ左岸掘削法面保護工事

　1993年から15年間のROLで中国の企業によって実施されてい
る。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、建設期間、供給機器、投資期間額・費用等
が大幅に変更になり当初のJICA　STUDYの提案内容と全く異な
るものになっている。
（1995年11月現地調査結果）
　1998.10現在：中国企業によるRehabilitationはうまく進捗
していない。

　1993年から15年間のROLで中国の企業によって実施されている。（1995年11月現
地調査結果）
　1993年7月にChina Chiang Jiang Energy CorpとNPCの間でROL契約が締結され
た。（1996年10月現地調査結果）
　1999.11現在：その後の詳細不明

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2001年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 63～1  結論／勧告

和
石炭火力発電開発計画調査

実績額（累計） 165,010 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=3.37％
　EIRR=11.0％
　　条件
　　代替ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは石油火力発電所とする。
　　　重油価格　　137USﾄﾞﾙ
　　　設備利用率　70％
　　　石炭価格　　47.68USﾄﾞﾙ
　　　金利（外貨分）　2.9％
　　　〃　（内貨分）　17％

案　件　名 英 Coal-fired Thermal Eelctric Power Development
Project in the Luzon Island

調 査 延 人 月 数 51.74 人月 （内現地27.34人月）

調査の種類／分野 F/S／火力発電

終報告書作成年月 1990.3

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 伊坂　弘

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社（NAPOCOR）
M.C. Avendano
Vice-President
National Power Corporation

調 査 団 員 数 12 担当者（職位）

現地調査期間 89.3.9～3.30／89.6.1～7.25
89.11.7～11.21／89.12.9～12.3
90.1.10～1.24／90.2.13～2.27

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社（NAPOCOR）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻﾝﾊﾞﾚｽ州　ﾏｼﾝﾛｯｸ町

総事業費
　752百万ﾄﾞﾙ
　うち内貨　214百万ﾄﾞﾙ
　うち外貨　538百万ﾄﾞﾙ
　（1989年9月時点、1USﾄﾞﾙ=140円）

実施内容
　設備出力600MW（300MW×2基）の石炭火力発電所および関連
設備を建設する。

建設工程
　1991.1　　融資承認
　1993.4　　工事着工
　1996.5　　1号機運転開始
　1996.11　 2号機運転開始

1995.7　　工事着工

1998.5　　1号機運転開始

1998.11　 2号機運転開始

1990.4　　電源開発(株)が、入札書類作成業務実施（7ヵ月間）
1990.12　 入札実施（対ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ）
1991.8　　地元の反対により、入札中断
1993.10　 入札締切
1993.10　 三菱ｸﾞﾙｰﾌﾟが受注

* ADBと日本輸出入銀行の協調融資
　StageⅠ（1号機+共通部分）について　ADB 200百万$、EXIMJ 150百万$　ｺﾐｯﾄ済。

プロジェクトの現況に至る理由

石炭火力発電所の建設に伴う環境問題に関して、地元住民の理解、同意を得るため
に時間がかかり、建設の開始は遅れたが、地元住民との協議が積み重ねられた結
果、 終的な同意をとりつけて、1995年7月に1期工事が着手された。1号機は1998
年5月営業運転に入り、2号機は同年11月に各々営業運転を開始した。
資金調達に関して、1期工事分（1号機分+共通部分）については、ADB（2億米ﾄﾞﾙ）
と日本輸出入銀行（1.5億米ﾄﾞﾙ）の協調融資が行われた。2期工事分（2号機分+1期
工事の不足分）については、それぞれの機関が2.5億米ﾄﾞﾙずつ融資をする計画であ
る（1995年11月現地調査結果）。

 その他の状況
入札評価、施工管理、運転保守に係わるｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務を電源開発(株)が受注。
1999年9月に全業務終了。
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2003年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 5～6  結論／勧告

和 マラヤ発電所信頼度向上計画調査 実績額（累計） 133,423 千円
1.ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.EIRR=33.06％，FIRR=29.74％
3.ﾙｿﾝ島の電力安定供給のため発電設備のﾘﾊﾋﾞﾘ（ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
Ⅰ）と同時にｿﾌﾄ（運転・保守方法）の改善（ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅡ
及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅢ）の実施が不可欠である。

案　件　名 英 Feasibility Study on Malaya Power Plant Reliability
Improvement Project

調 査 延 人 月 数 31.00 人月

調査の種類／分野 F/S／火力発電

最終報告書作成年月 1995.3

コンサルタント名 西日本技術開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 小川　晃正

所属 西日本技術開発株式会社　火力本部 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社（NPC）
Mr. M. E. MANO
Vice President, MMRC調 査 団 員 数 10 担当者（職位）

現地調査期間 第1次　94.8.31～9.30
第2次　94.11.30～12.14
第3次　95.1.10～2.20

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関：National Power Corporation (NPC)
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾙｿﾝ島ﾘｻｰﾙ州ﾋﾟﾘﾘｱ
　　　　　　 ﾏﾗﾔ火力発電所1･2号機

総事業費：約 US$145Million
　　　　　　（発電設備ﾘﾊﾋﾞﾘ）

実施内容：
　　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅠ：発電設備のﾘﾊﾋﾞﾘ
　　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅡ：保守（定修）・運転方法改善のF/S
　　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑⅢ：教育・訓練方法の改善

実施機関：
　　　1995.M　　計画開始
　　　1995.12　 計画終了

　韓国電力が1995年にROM（Rehabilitate Operate and Maintain）の
契約業者となり、同社の手により発電設備の改善計画（ﾒｲﾝﾃﾅﾝｽ）が実
施（20年契約）されている。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、建設期間、供給機器、投資
金額・費用等が大幅に変更になり当初のJICA STUDYの提案内容と全く異
なるものになっている。（1995年11月現地調査結果）

　NPCは現在民営化の方向で分社化を進めようとしており、その中の一環としてﾏﾗﾔ発電所は
ROM契約に基づき韓国電力により運営されることになった。

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2003年 3月改訂

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 8～9  結論／勧告

和 送電線運営管理移転計画 実績額（累計） 170,400 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
　現在、同設備の管理運営を実施している。NPCのO&Mｺｽﾄ
と設備移管受け入れ機関のO&Mｺｽﾄが2006年に同じとな
り、以降安くなる。
2.69kv送電線の運営管理を行う新送電協同組合を2001年
までに設立するが、設立に要する出資は既存の11EC（11
の協同組合）を主とするが、他企業の出資も受けいれ
る。
3.送電運営ｺｽﾄについては、現在の運営公社（NPC）より
新送電組合によるｺｽﾄの方が2007年以降有利になる。

案　件　名 英 Feasibility Study on the Transfer of Facilities and
Management of the 69kv Transmission Lines and
systemes from the NPC to the Private Distribution
Utilities in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 42.70 人月（内現地20.20人月）

調査の種類／分野 F/S／送配電

最終報告書作成年月 1998.3

コンサルタント名 東電設計(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 村田　孝久

所属 東電建設(株) 相手国側担当機関名 Edgardo N. Bangit
Department Manager-B
Foreign Assisted Projects Office,
National Eelctrification Administration
(NEA)

調 査 団 員 数 5 担当者（職位）

現地調査期間 96.12.13～97.3.31
97.6.2～98.3.31

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関：NEA（国家電化庁）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾌｨﾘﾋﾟﾝ国
　　　　　　 ﾚｲﾃ･ｻﾏｰﾙ島
総事業費（2010年まで）：1,080百万万ﾍﾟｿ
　　　　　　　　　　　（1ﾍﾟｿ≒3.5～4円）
実施内容：
　送電線：69kv，702km

勧告に基づいて新送電協同組合を設立するにあたっては、既存の11ECS（配電協同組合）の技
術、財務、会計部門の合理化・効率化が必要不可欠であるため、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ側ｴﾈﾙｷﾞｰ省（DOE）の
強力な支援のもと、配電協同組合の合理化・効率化調査をﾌｨﾘﾋﾟﾝ側窓口（NEDA）から日本側へ
要請済みである。

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2001年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 49～50  結論／勧告

和
バンコク首都圏都市ガス計画調査

実績額（累計） 60,638 千円
　将来、増大が見込まれるｶﾞｽ需要に対するた
め、1974年にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰｽﾀﾃﾞｨｰが行われ、次の
結果を得た。
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.売上高利益率=4％
　条件　(1)国民的ｺﾝｾﾝｻｽの確立
　　　　(2)ﾀｲ国内のｶﾞｽ事業体制の確立
　　　　(3)LPG小売業者との共存
3.期待される開発効果
　(1)雇用促進効果
　(2)工業化促進効果
　(3)技術水準の向上
　(4)民生用ｴﾈﾙｷﾞｰの地域再配分
　(5)ｴﾈﾙｷﾞｰの安定供給、安全性向上による国民
生活の安定

案　件　名 英 Feasibility Study on Dirstribution System of Town
Gas in Bangkok

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1975.12

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 田辺　常治

所属 東京ガスエンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 National Energy Administration
（NEA，国家エネルギー庁）

調 査 団 員 数 12 担当者（職位）

現地調査期間 74.9.20～12.24

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延･中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　NEA

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　未定

総事業費
　2,000百万ﾊﾞｰﾂ（28,670百万円）
　（10年間、1974年価格）
　（1USﾄﾞﾙ=20.375ﾊﾞｰﾂ=292.08円）
　政府出資　330百万ﾊﾞｰﾂ　1974年度価格
　その他外国および国内金融機関より借入

実施内容
　ﾊﾞﾝｺｸ首都圏中心部の110平方kmの地域において、12年間に約20万件の
需要家に対して年間約187百万立方ｍのｶﾞｽを供給
（家庭での普及率 70％）
　都市ｶﾞｽ製造ｼｽﾃﾑ（製造装置、ｶﾞｽ圧縮機、ｶﾞｽ冷却機、冷水塔、深井
戸、ﾅﾌｻﾀﾝｸ、ｵﾌｶﾞｽﾌｫﾙﾀﾞｰ、ﾘﾘｰﾌﾎﾙﾀﾞｰ、水ﾀﾝｸ、受電設備）
　都市ｶﾞｽ供給ｼｽﾃﾑ（高中圧管、低圧本支管、供給管、内管、ｶﾞｽﾎﾙ
ﾀﾞｰ、ｶﾞｽﾊﾞｰﾅｰ他）
　ｶﾞｽ器具調整

実施経過
　1976年     　 詳細設計
　1977～1978年　事業化のための具体的準備
　1979年　　　　供給開始

　1973年にｼｬﾑ湾で天然ｶﾞｽが発見され、1981年には天然ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝが敷設された
ことで都市ｶﾞｽ計画のﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨは下がった。この計画の管轄はNEAを離れ、首相府の
NEPO（ｴﾈﾙｷﾞｰ政策局）と石油化学公社（PTT）に移っているが積極的に推進してい
こうという動きは見られない。また、ﾊﾞﾝｺｸ市内は地盤沈下問題が深刻化してお
り、都市ｶﾞｽ計画が具体化されたとしても地下配管には多くの問題が出てくると予
想されている。（1996年10月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
　1996年10月時点では、中止に近い遅延であるが、近年になって天然ｶﾞｽも有限で
あるという認識が広まってきたので、将来、都市ｶﾞｽ計画が再検討される可能性も
皆無ではない。（1996年10月現地調査結果）
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2001年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 50～51  結論／勧告

和
クワイヤイ河下流調整池計画調査

実績額（累計） 59,637 千円
1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. B/=1.32

案　件　名 英 Feasibility Study on Lower Quae Yai Regulating Dam
Project

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1976.10

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 西田　孜／野尻慎一

所属 電源開発 新豊根建設所／電源開発 海外技術協力部 相手国側担当機関名 Electricity Generating Authority of
Thailand（EGAT，タイ電力公社）

調 査 団 員 数 6 担当者（職位）

現地調査期間 75.11.12～12.26

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
　ｸﾜｲﾔｲ河は、水力発電開発に適したﾀｲ国の代表的河川として、EGATに
より開発が進められた。
実施機関
　EGAT

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｸﾜｲﾔｲ河下流域
　Ban Tha Thung Na

総事業費
　847百万ﾊﾞｰﾂ（8,765万円）（1USﾄﾞﾙ=20.336ﾊﾞｰﾂ=210.44円）
　　外　貨　486百万ﾊﾞｰﾂ
　　内　貨　361百万ﾊﾞｰﾂ

実施内容
　調整池　 27.7百万平方ｍ
　　Ｌ　　 Ｈ
　ﾀﾞﾑ　　　860ｍ×30ｍ
　発電出力 37,000kw（最大）
　　　　　 155百万kwh（年間）
　送電線　 2.5km
（115kv）
　通信設備

実施経過
　1977.12　　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始
　1980.10　　運転開始

同　　左

同　　左

1,060百万ﾊﾞｰﾂ
外貨　451百万ﾊﾞｰﾂ
内貨　609百万ﾊﾞｰﾂ

設備能力　　39,000kw
有効容量　　28.8MCM
堤　長（全ｽﾋﾟﾙｳｪｰ及び取水口）880ｍ
発電設備　39,000kw
発生電力量　171.4百万kwh

1978.3 　　　　建設開始
1981.12　No.1　運転開始
1982.2 　No.2　運転開始

　この調査結果を受け、EGATでは1978年3月から建設を始め、1981年11月ﾀﾞﾑが満水になり、
1981年12月から運転を開始した。多少のｽｹｼﾞｭｰﾙの遅れはあったがｽﾑｰｽﾞにﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは進行し
た。実際にかかった総事業費は1,060百万ﾊﾞｰﾂで、実現された発電能力は171.4百万kwhであ
る。円借款94.42億円が（L/A77.9.22）が供与されている。
　運転開始後は順調に運転されており、さらに現在、EGATによって、当発電所の増設の検討が
行われている模様だが、詳細は明らかになっていない。（1996年10月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

報告書と実現されたものの差異
建設予定地…名称変更ありLower Quae Yai Regulting Dam Project
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算、資金計画、設備能力、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲…詳細設計による見直し結果
建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ…EGAT全体の資金調達ｽｹｼﾞｭｰﾙ及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ建設ｽｹｼﾞｭｰﾙによる見直し結果

 その他の状況
　建設に当たってﾀｲ側は当初一括契約ﾍﾞｰｽを考えていたのがその後ﾊﾟｯｹｰｼﾞごとの分割発注と
なった。
　運開後は順調に運転されており、さらに1994年現在、EGATによって、当発電所の増設の検討
が行われている。
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 52～53  結論／勧告

和 メーモ肥料工場修復計画調査 実績額（累計） 60,691 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.期待される開発効果
(1)ﾒｰﾓ工場で維持される高水準の技術はﾀｲの化学工業に
寄与する。
(2)操業率70％で利益が計上でき、国内資源の有効利用が
できる。
(3)同規模の工場を新規建設すると150億円が必要と推定
され、4億円で再建するなら、ﾀｲ国に利益をもたらすもの
である。
(4)生産物である液安、硫酸は化学産業の基礎的化学品で
あり特に硫酸は水処理に私用されるなど、日常生活上も
必要なものである。

案　件　名 英 The Japanese Survey on Rehabilitation of Mae Moh
Fertilizer Plant in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／化学工業

最終報告書作成年月 1979.3

コンサルタント名 三井化学(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 神代　等

所属 三井東圧化学(株) 技術輸出室主務 相手国側担当機関名 Ministry of Industry
（MOI，工業省）

調 査 団 員 数 9,8 担当者（職位）

現地調査期間 78.6.25～9.24／
78.2.19～3.18

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ

総事業費
　400百万円
　（機械補修　　　　　 302百万円
　　専門家の技術指導料　44百万円）
　（1USﾄﾞﾙ=200円，1ﾊﾞｰﾂ=10円）

実施内容
　ｱﾝﾓﾆｱ
　1st step 14,700t/年 （現状の50％up）
　2nd step 20,000t/年 （現状の 　2倍）

　専門家による技術指導、教育
　機器補修（改造・更新）

実施経過
　1979～1982年　1st step
　1983～1985年　2nd step

　18年を経過した現在まで、提言が実施されたという情報はない。現在は担当者も確認でき
ず、詳細を追跡するのも困難な状況であるといえる。（1996年10月現地調査結果）
　1999.11現在：その後の詳細不明
　メーモ肥料工場の修復・改修は実施されず、工場自体も機器の故障から閉鎖された。現在は
肥料のMixingを行う施設があるのみとのことである。(2003年2月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 53～54  結論／勧告

和 一貫製鉄所設計計画調査 実績額（累計） 141,114 千円
1970年代の2度のｵｲﾙｼｮｯｸにより、ﾀｲ国は貿易赤字と財政赤字
の「双子の赤字」を抱えていた。このような背景のもと、本
計画調査は自国領土内のﾀｲ湾沖で発見されていた天然ｶﾞｽを
有効利用することにより、当時輸入に頼っていた鋼板類の国
内生産化をはかることを目的として実施された。
1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. ROI=6.25％
条件(1)金利9％
　　　(2)税制免、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ価格等各種ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを付与
         すること。
　　　(3)各種ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
　　　(4)優秀なスタッフ労働力の確保
3. 期待される開発効果
(1)雇用促進（家族を含め100,000人の雇用を生む）
(2)輸入代替効果による年間42,500,000ﾄﾞﾙの外貨節約。
　　この他、前方、後方関連効果は大きい。
1999.12　「中止・とりやめ」or「遅延中断」となったもの
であり、以後の動向を把握することが事実上困難である。
2003年2月現地調査：中止ということで変更点なし

案　件　名 英 Feasibility Study on the Construction of Integrated
Steel Mill in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／鉄鋼・非鉄金属

終報告書作成年月 1979.12

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

団長 氏名 羽鳥　幸男

所属 日本鋼管(株) 製鉄エンジニアリング部長 相手国側担当機関名 Board of Investment
BOI, タイ国政府投資委員会
Mr. Chira Panupong
(Deputy Secretary General)

調 査 団 員 数 13 担当者（職位）

現地調査期間 79.2.18～3.10

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Laem Chabang

総事業費
　1,490.5百万USﾄﾞﾙ
　第1期　1,144.8百万USﾄﾞﾙ
　第2期　　345.7百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=20.465ﾊﾞｰﾂ、79.4時点）
　建設所要資金悪 1,401百万USﾄﾞﾙ
　資本金（ﾀｲ国内調達分） 312百万USﾄﾞﾙ（25％）
　長期借入金　　　1,095百万USﾄﾞﾙ

実施内容
　粗鋼年産　第1期　1,300,000ﾄﾝ
　　　　　　第2期　2,000,000ﾄﾝ
　製鉄所（直接還元炉、電気炉、連続鋳造機、ﾎｯﾄ･ｽﾄﾘｯﾌﾟ､ﾐﾙ、ｺｰﾙﾄﾞ･ｽ
ﾄﾘｯﾌﾟ･ﾐﾙ）
　ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ（原料受入ｼｰﾊﾞｰｽ、製品、岸壁、用地造成、取り付け道
路）

実施経過
　1984.10　第1期　操業開始　（建設期間 54ヶ月）
　1989.7　 第2期　操業開始　（建設期間 36ヶ月）

　 終報告書提出後、本件のｴﾈﾙｷﾞｰ源と予定した天然ｶﾞｽは電力開発へと優先的に供給するという
方針転換であり、本計画は中断された。その後、工業省が本計画調査をもとに“WESTERN COAST”
でのSITE選定を含めたF/Sを再び計画し、その調査実施受託についてｵﾗﾝﾀﾞとｱﾒﾘｶの企業が争ったと
のことであるが、その後の状況は不明。
現在までのところ、ﾀｲ国内では一貫製鉄所は存在せず、また今後その計画はないとのことである。
現在は一貫ではなく、各段階で民間企業がそれぞれ独自に前段階製品を調達して 終的に鋼板類が
生産される市場状況になっている。この市場状況にも関わらず国内外民間資本による一貫製鉄所の
建設投資の申請があれば、本ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄのBOIとしては妨げるものではないが、政府計画として政府
が出資して建設することはないとのことである。（1996年10月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

1. 他の優先のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの出現
2. 環境問題

 その他の状況
工業省によると、鉄鋼業界の現状からして将来的にもタイでの一貫製鉄所の建設はないのではない
かとのことであった。またタイ湾沖で発見された天然ガスは現在発電に使われている。（2003年3
月現地調査結果）
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2001年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 53～55  結論／勧告

和
クワイヤイ河上流水力発電開発計画調査

実績額（累計） 120,727 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.IRR=15.2％
　条件 (1)割引率10％
　　　 (2)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
3.期待される開発効果
(1)増大する電力需要に適応する
(2)石油の輸入量を抑制

案　件　名 英 Feasibility Study for the Upper Quae Yai River
Hydro Electric Development Project in the Kingdom
of Thailand

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1978. 1980

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 城所　宏治

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 Electricity Generating Authority of
Thailand
(E G A T, タイ電力公社）
Srid Aphaiphumlnart
(Director, Planning Department)

調 査 団 員 数 7,11 担当者（職位）

現地調査期間 79.3.6～3.29
79.7.2～7.31

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　EGAT

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Nam Chon発電所　　　　：Thi khong発電所
　570.4百万USﾄﾞﾙ　　　　：56.4百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨225.6百万USﾄﾞﾙ　24.7百万USﾄﾞﾙ
　（1980年時点1USﾄﾞﾙ=226.75円）

実施内容
　最大出力 580,000kw　　：　〃　　51,000kw
　　年間発生電力量
　　　　1,095百万KWH　　：93百万KWH
　　総貯水容量　　　　　：総調整池容量
　　　　5,975百万立方ｍ ：　10百万立方ｍ

　　ﾀﾞﾑ形式：
　　　土質しゃ水壁型　　：　ﾀﾞﾑ ｺﾝｸﾘｰﾄ重力
　　　ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ　　　　 ：　ﾀﾞﾑ
　　高さ　　185ｍ　　　 ：　　32ｍ
　　体積 12,700千立方ｍ ：　46千立方ｍ
　　水車 145,000KW×4台 ：　25,500KW×2台

　　送電線　ｱｯﾊﾟｰｸ：
　　　ﾜｲﾔｲからｻｲﾉｲ変電所227km延長

実施経過
　1987年　運転開始

詳細設計を実施
EGAT

Nam Chon　　　　　　　：　　Thi Khong
727百万USﾄﾞﾙ　　　　　：　　159.6百万USﾄﾞﾙ
円借　975百万円

580,000kw　　　　　　 ：　　87,000kw

1,095百万KWH　　　　　：　　154百万KWH

5,950百万立方ｍ　　　 ：　　60百万立方ｍ

　　　187ｍ　　　　　 ：　　38ｍ
　　　12,400千立方ｍ　：　　60千立方ｍ
　　　　　　　　　　　：　　43,500×2台

1980.7　円借　L/A締結（E/S）
1980.末 詳細設計終了（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ・電源開発）
1988.　 計画の棚上げをﾀｲ政府が決定
1999.11現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

報告書と具体化された内容との差異
　詳細設計の時点ではJICA F/Sﾚﾎﾟｰﾄからの大きな変更はない。

 その他の状況
　Nam Chon野生動物保護区の一部が水没することで、ﾀｲ国内外の環境団体の反対運
動が起こり、1988年ﾀｲ政府が計画の実施を凍結。
　環境問題がﾀﾞﾑ計画の中止に結びついた代表的事例で、これをきっかけにﾀｲ国内
では、事実上大規模水力発電は難しくなった。（1996年10月現地調査結果）
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 54～55  結論／勧告

和 サムサコン工業団地計画調査 実績額（累計） 55,482 千円
　1960年代初頭からの工業化により､ﾀｲ国は持続的な高度
経済成長を実現してきたが、その半面､工場はﾊﾞﾝｺｸへ一
極集中し､公害・交通渋滞･地下上昇等の弊害を引き起こ
していた｡この状況を受けて内務省では衛星都市建設を提
唱していたが､IAETもこれに呼応して地方工業団地／衛星
工業団地構想を打ち出した｡本工業団地はその一環として
計画され､第4次5ヵ年計画でも取り上げられた｡
（1996年10月現地調査結果）
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=10.3％（1980年実質価格ﾍﾞｰｽ）
　EIRR=23.0％（1980年～1999年）
　条件　外貨の長期借入金5年据置、15年返済、
　　　　金利3.5～8.0％
3.期待される開発効果
 (1)工業開発の促進
 (2)外貨の節約
 (3)ｻﾑｻｺﾝ地域のｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
 (4)非熟練労働者の雇用機会の増大
 (5)約4万人弱の人口増加による事業機械の増大
 (6)GBA内の都市環境の改善
1999.11現在：変更点なし

案　件　名 英 Feasibility Study for Samut Sakkon Industrial
Estate Project in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 29.28 人月

調査の種類／分野 F/S／工業一般

最終報告書作成年月 1980.9

コンサルタント名 (株)地域計画連合

調
　
査
　
団

団長 氏名 西多　英治

所属 (株)地域計画連合 相手国側担当機関名 Industrial Estate Authority of Thailand
(IEAT)
Prateeb Chuntaketa
(Director of Project Planning Dept.)
後年総裁に昇格

調 査 団 員 数 10 担当者（職位）

現地調査期間 80.6.30～7.6

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　IEAT
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Amphoe Muaang Samut Sakkon (Site No.5)
総事業費
　666百万ﾊﾞｰﾂ（7,375百万円）（1980年価格）
　　内貨　389.4百万ﾊﾞｰﾂ
　　外貨　276.6百万ﾊﾞｰﾂ
　　（1USﾄﾞﾙ=20.476ﾊﾞｰﾂ=226.75円）
　外貨の長期借入金　44.3％
　ﾀｲ国政府出資金　 8.6％
　内部発生出資金　47.1％
実施内容
　・Area Industrial Area 291.15ha
　　　　Residential Area  42.39ha
             Total       333.54ha
　・工業団地に必要とされる労働者数 16,500人
　・Residential Areaの住民の予定数 18,150人
　・土地造成
　・道路（40ｍ，20ｍ，10ｍ，ｱｽﾌｧﾙﾄ）
　・給水設備 21,700CMD
　・汚水処理設備（処理量　19,000CMD）
　・給電設備（64MW）
　・通信（PBX 500回線）
　・廃棄物処理（323,800T/Y）
実施経過
　1985年　　操業開始

同　左（民間との共同事業）

Site No.9（報告書としては、Site No.5を最適地として報告）

国内金融機関より調達

規模200ha　土地利用
　工場用地　　62％
　住宅地　　　13％
　商業地　　　 4％
　公共用地　　21％

1991年　操業開始

　本工業団地の工場入居率は既に75％以上に達している。業種はﾃｷｽﾀｲ
ﾙ、食品加工、金属加工、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、化学等で、中小企業が多い。資
本面で見ると、ﾀｲ地元資本が多いが、台湾、ﾏﾚｰｼｱ、日本等の外資との
合弁も見られる。ちなみにﾀｲ地元資本系の多くは大ﾊﾞﾝｺｸ圏（通商GBA）
からの移転組であると推定されている。
　本工業団地は無論、輸出を行う企業も多いが、基本的には接続の良さ
を生かして大消費地ﾊﾞﾝｺｸをﾀｰｹﾞｯﾄにしている。（1996年10月現地調査
結果）

　本調査においてｻﾑｻｺﾝ内のいくつかの候補地が検討されたが、1980年9月の最終報告書では
No.5が最適地として提言されたことを受けてIEATは用地取得活動を開始したが、この計画の発
表により地価は高騰していった。IEATの買い取り価格は政府の規制を受けており用地取得は事
実上困難な情勢となった。これを受けて1984年1月、IEATは土地収用法適用の議会上程につき
閣議の承認を受けたが、その後議会での承認が得られなかった。
　1987年5月IEATは、日本のECFAの協力を得て、Site No.9を再調査し基本計画案（土地利用）
を作成した。今度は民間開発会社とのｼﾞｮｲﾝﾄ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとし、IEATが行政面を担当し、当該民
間開発会社が市場価格での用地買収に担当する、という戦略を採ったという。その後用地取得
は順調に進み、1989年造成工事に入り、1991年から本工業団地は操業を開始した。（1996年10
月現地調査結果）　(*)へ続く

プロジェクトの現況に至る理由

(*)より
金融危機以来新規立地は進んでいない。まだ20区画程度の未売却地の他に立地済みで企業倒産
により操業がとまっている工場もある。当団地はﾊﾞﾝｺｸ首都圏内であるため投資委員会の投資ｼ
ﾝｾﾝﾃｨﾌﾞのｿﾞｰﾆﾝｸﾞでは抑制地域ｿﾞｰﾝ(1)になっており、地価、労賃もｿﾞｰﾝ(2)、ｿﾞｰﾝ(3)に比べ
高く、かつ財政金融のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが少ないﾊﾝﾃﾞｨｷｬｯﾌﾟもあり、近くにｴｶﾁﾛｲ地区にｺﾝﾃﾅｰの内陸保
税輸送施設が出来たこと、またﾄﾞﾝﾑｱﾝ国際空港にﾊﾞﾝｺｸを経由せず直接連絡する外環状道路及
び南部幹線道路4号線の拡幅工事が進行中で、交通条件に恵まれ、且つ工業用水が十分確保さ
れ、汚水処理場の完備もあることから、経済状況の安定の兆候を確認できれば、再び投資は活
発化するであろう。

2003年、IEATによるとサムサコン工業団地のほぼ全ての区画は売却済み。同工業団地は成功例
の1つとしている。（2003年2月現地調査結果）

 その他の状況
　今後のﾀｲ国における工業団地開発の基本方針は、公有地の活用が出来る場合を除き、原則的
には民間主導で進めることになった。私有地前提の計画はIEATに収用権があっても、なかなか
実施が困難であることを経験した。

　IEATによると、政府の方針でIEATは政策・指導面で工業団地開発を支援しすることとなっ
た。そして過去にIEATにより開発された工業団地の共有施設（Utility等）の運営以外、新規
工業団地の開発・運営は民間主導で実施する方針である。（2003年2月現地調査結果）



)
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 54～56  結論／勧告

和 ASEANﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ岩塩・ｿｰﾀﾞ灰工場設立計画評価調査 実績額（累計） 124,827 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（税引前）=9.07～10.02％、FIRR（税引後）=8.04～
8.94％
条件
(1)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備（港湾、輸送、用船、電力）
(2)PTTより炭酸ｶﾞｽ供給及び天然ｶﾞｽ供給が低価格で保証さ
れること。
(3)国際価格又はそれ以下で原料供給源が確保されること。

1999.11現在：変更なし
2003.2現在：変更なし

案　件　名 英 Evaluation Study for the New Plant Site of the Soda
Ash Plant of the ASEAN Rock Salt-Soda Ash Project
in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／化学工業

終報告書作成年月 1982.3

コンサルタント名 日鉄鉱業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大房　穆／坂梨晶保／小泉純作／三上良悌 ユニコ　インターナショナル(株)

所属 日鉄鉱業(株)／ユニコ(株)／JICA／ユニコ(株 相手国側担当機関名 工業省鉱山局
 Dr. Anant Suwanapal

調 査 団 員 数 4,14,2,4 担当者（職位）

現地調査期間 79.7.3～8.5／79.10.25～11.13
80.9.10～10.2／81.11.19～12.2

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
                岩塩鉱山      ：ｿｰﾀﾞ灰工場
実施機関      工業省鉱山局    ：同　左

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ   Bamnet Narong   ：1.Ban Mab Chalood
                              ：2.Ban Long Yai
総事業費　　311.1 401.7百万USﾄﾞﾙ（うち外貨分261.7 289.1百万USﾄﾞ
ﾙ）
　　　　　　（1980年9月末価格）
　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=210円=20.5ﾊﾞｰﾂ）

実施内容　　　1.8百万t/年　　ｿｰﾀﾞ灰 400,000t/年
                             ：副生塩安 400,000t/年
                             ：岩塩貯蔵場
                             ：炭酸ｶﾞｽ圧縮機
                             ：ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ
                             ：ｱﾝﾓﾆｱ貯蔵設備
                             ：取水・送水設備
                             ：鉄道関連施設

実施経過　　1985年中期　操業開始

　1982年3月に本調査 終報告書が提出された後、同年6月のASEAN会議にて、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施協
定が調印された。しかしその後、ﾀｲ政府としてﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中止を決定したとのことである。その
主な理由は、経済性が低いこと（ASEAN内で容認されている、 低ﾗｲﾝであるIRR 8％を上回ったも
のの、ﾀｲ政府は満足できなかった。）と、資金調達難であったとされている。
　この岩塩・ｿｰﾀﾞ灰工場設立ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ中止後、ｿｰﾀﾞ灰資源としてではなくｶﾘ肥料資源として、岩
塩鉱床が再評価され、岩塩中のｶｰﾅﾗｲﾄを対象として1992年工業省鉱山局（DMR）によりSEANｶﾘ肥料
製造工場建設計画ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨが行われた。その後APMC(ASEAN POTASH MINING COMPANY)が設
立され、岩塩鉱床を利用したｶﾘ肥料製造調査は続行された。(*)へ続く

プロジェクトの現況に至る理由

1.経済性が低いこと（ASEAN内で承認されている、 低ﾗｲﾝであるIRR 8％を上回ったものの、ﾀｲ政
府は満足できなかった。）
2.資金調達難

 その他の状況
(*)より
ちなみにPMCの株主比率はﾀｲ 71％、ﾏﾚｰｼｱ 13％、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 13％、ﾌﾞﾙﾈｲ 1％、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 1％、ｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙ 1％であった。その後の1994年9月から半年に渡って、ｶﾘ肥料精製工程より排出される塩水
(brine)の地下圧入ﾃｽﾄ(Brine Injection Test)を実施したが、否定的な結果が得られたため、ｶﾘ
肥料製造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは中断されたとのことである。圧入ﾃｽﾄ後、APMCは岩塩処理法の代替案を検討中
とのことである。（1996年10月現在調査結果）
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 55～56  結論／勧告

和 石油化学プラント設立計画調査 実績額（累計） 52,691 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄ：FIRR（税引前）=17.3％，EIRR=18.1％
　VCMﾌﾟﾗﾝﾄ ：FIRR（税引前）=13.1％，EIRR=13.8％
　条件 （FIRR）ｴﾁﾚﾝ販売価格=700USﾄﾞﾙ/t
　　　 （FIRR）ｴﾁﾚﾝ評価価格=500USﾄﾞﾙ/t
　　　　(1)誘導品の生産ﾌﾟﾗﾝﾄの設立
　　　　(2)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
2.期待される開発効果
　天然ｶﾞｽを利用して、ｴﾁﾚﾝとVCMを生産し国内の誘導品ﾒｰ
ｶｰに供給する。

案　件　名 英 Feasibility Study for Ethylene and Vinyl Chloride
Monomer Plants int eh Kingodm of Thailand

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／化学工業

最終報告書作成年月 1981.4

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 千野　武司

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 工業省石油公社

調 査 団 員 数 18 担当者（職位）

現地調査期間 80.10.6～11.2

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　工業省石油公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Rayong

総事業費
　（総所要額）359.8百万USﾄﾞﾙ（1980年価格）
　　内貨　115.4百万USﾄﾞﾙ
　　外貨　244.4百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=215円=20.5ﾊﾞｰﾂ）

実施内容
　ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄ      230,000t/年
　VCMﾌﾟﾗﾝﾄ        80,000
　工業塩電解ﾌﾟﾗﾝﾄ 48,000（塩素）
                  51,600（100％苛性ｿｰﾀﾞ）

実施経過
　1985年中期　生産開始

同　左

同　左

ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄ
ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ
ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ
現在稼働中の石化ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ
操業開始　製品名　　生産量（T/年）
1989.4    ｴﾁﾚﾝ       315,000
1989.4    ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ    105,000
1989.9    LDPE        65,000
1989.9    HDPE/LLDPE  60,000
1989.9    HDPE        67,500
1989.9    LLDPE       67,500
1989.6    PVC         60,000
1989.6    VCM        140,000
　　　　塩電解
1989.6    苛性ｿｰﾀﾞ    26,000
1989.6    塩素        26,000
1986.9    ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ 100,000

　IFSによるE/S資金が提供された後、本石油化学プラント建設について1985年末に入札が行わ
れ、1987年1月に建設請負契約が締結された。その後、順調に建設は進み1989年に本石油化学ﾌﾟﾗ
ﾝﾄは操業を開始した。ただし本F/S調査終了後に実施された、F/Sの見直しにより(1)ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄを
23万ﾄﾝ/年ﾍﾞｰｽから30万ﾄﾝ/年ﾍﾞｰｽへの能力ｱｯﾌﾟ、(2)JICA Studyでは調査範囲外であったﾌﾟﾛﾊﾟﾝ
脱水素法によるﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ生産及びﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝﾌﾟﾗﾝﾄ（7万ﾄﾝ/年）が追加された。操業開始後は、順
調に運営されている。（1996年10月現地調査結果）

1999.11現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし。プラントは順調に運営されている。

プロジェクトの現況に至る理由

　本石油化学ﾌﾟﾗﾝﾄ設立が順調に具体化した要因としては、本F/S調査で本計画がﾌｨｰｼﾌﾞﾙである
と確認されたということの他に、Rayong地域に於けるｶﾞｽ処理ﾌﾟﾗﾝﾄの完成により原料供給の体制
が整備されたことと、ﾀｲ国内市場が着実に拡大してかなりの規模になったということが考えられ
る。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
　ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ脱水素法によるﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ生産を除き、すべて順調。
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2001年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 57～58  結論／勧告

和
ナムヤム水力発電開発計画調査

実績額（累計） 139,841 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=9.95％、EIRR=11.4％
(1)本計画はﾀｲ西北部ｻﾙｳｨﾝ川支流のﾕｱﾑ川最下流
に計画されたものであり、ﾁｪﾝﾏｲの西南170kmのﾋﾞ
ﾙﾏ国境に位置する。
(2)設備出力162MW、年間発生電力量565GWHでﾀｰｸ
経由でﾊﾞﾝｺｸに送電される。
(3)総事業費は57億4,800万Baht`であり、経済
的・技術的に可能性があり、1990年代の早い時期
に開発されることが望ましい。
(4)なお、水没家屋の移転を含め環境問題への影
響を調査することが重要である。

案　件　名 英 The Feasibility Study for the Num Yuam Hydro-
electric Power Development in the Kingdom of
Thailand

調 査 延 人 月 数 98.40 人月 （内現地38.90人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1984.3

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 小南　勇

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 NEA：National Energy Administration
（国家エネルギー庁）
Mr. Suvat Saguanwongse
(Director, Investigation and Planning
Div.)
Mr. Winya Sinchermsiri
(Head, Investingation Branch)

調 査 団 員 数 17,3,1 担当者（職位）

現地調査期間 82.8.16～83.3.25／
83.6.12～6.23／
83.11.7～11.30

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　計画規模から見てﾀｲ王国発電電力公社（Electricity Generating
Authority of Thailand=EGAT）が担当することになると考えられる。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀｲ国西北部　ﾒ･ﾎﾝｿﾝ県　ﾒ･ｻﾘｱﾝ郡
　ﾀﾞﾑｻｲﾄはﾕｱﾑ川本流最下流部でﾓｴｲ川との合流点より約7km上流地点

総事業費
　　　　　　　5,748百万ﾊﾞｰﾂ（57,480百万円）
　うち外貨分 2,130.3百万ﾊﾞｰﾂ
　　　　　（23ﾊﾞｰﾂ=1USﾄﾞﾙ、1982年12月時点）

実施内容
　Nam Yuam発電所
　最大出力　　　　162MW
　年間発生電力量　565GWH
　常時満水位　　　170ｍ
　総貯水量　　　　444,000,000立方ｍ
　ﾀﾞﾑ型式　　　 中央しゃ水壁型ﾛｯｸﾌｨﾙ
　　 高さ　　　　 120ｍ
　 堤体積　　　　 4,650.000立方ｍ
　水車　　　　　　立軸ﾌﾗﾝｼｽ水車　　 2台
　　発電機　　　　3相交流同期発電機 2台
　　送電線　　　　ﾕｱﾑ発電所からﾀｰｸ変電所まで
　　　　　　　　　230KV，185km

実施経過
　　全工事期間　着工から運転開始まで5.5年

本計画のF/SﾚﾎﾟｰﾄをNEAへ提出後の1984年7月、EGATが本ﾕｱﾑ川の支流を含めた全体
開発計画を立案し、再度我国へﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成の技術協力要請を行った。これにより
「ﾅﾑﾕｱﾑ川上流域水力発電計画調査」というﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査が実施され、1987年3月に
そのﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ最終報告書が提出された（詳細についてはTHA106を参照）。本F/S調
査（THA009）はこのEGATのﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに吸収されたことになる。その後1988年12月か
らF/S調査「ﾅﾑﾕｱﾑ川水力発電統合開発計画調査」が実施され、1990年3月に最終報
告書が提出された（詳細についてはTHA014を参照）。　(*)へ続く

プロジェクトの現況に至る理由

(*)より
その後、ﾀｲ国の法律で義務づけられた環境影響評価調査を実施中に、ﾀｲ政府が環境
保護のため北部での水資源開発を事実上凍結するとの方針が内々に伝えられたた
め、本計画の実現は断念されるに至った。ﾀｲ国政府は1995年に正式にこの方針を閣
議決定した。（1996年10月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＴＨＡ 010

2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 57～58  結論／勧告

和 MAE-SOT地区産ｵｲﾙｼｪｰﾙ利用セメント工場建設計画調査 実績額（累計） 61,617 千円
　1973年に始まった第1次石油危機及び1979年に発生した第
2次石油危機によりﾀｲ王国は自国産天然ｴﾈﾙｷﾞｰ開発に取組ん
でいた。1980年工業大臣を議長とするｵｲﾙｼｪｰﾙ委員会が設立
され、ﾒｿｯﾄ地区ｵｲﾙｼｪｰﾙ鉱床（ｵｲﾙｼｪｰﾙ187億ﾄﾝ、平均含有量
5％）の調査、開発検討がなされていたが、その後の石油需
給緩和情勢下でｵｲﾙｼｪｰﾙを有効に利用するには、ｵｲﾙｼｪｰﾙ利
用ｾﾒﾝﾄ工場建設が有望と考え、F/S実施を日本政府に要請
し、これを受けて国際協力偉業団がF/Sを実施した。
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=21.4％、EIRR=15.0％
　ﾒｿｯﾄ地区のﾊﾞﾝﾌｫｲｶﾛｸに賦存するｵｲﾙｼｪｰﾙは、発電用流動
床ﾎﾞｲﾗｰ、ｾﾒﾝﾄｷﾙﾝﾌﾞﾚｶﾙｻｲﾅｰ用燃料及びｾﾒﾝﾄ用粘土原料の代
替として適する。また、流動床ﾎﾞｲﾗｰから出る灰ｼｪｰﾙは、混
合ｾﾒﾝﾄ用混合材として使用できる。このｵｲﾙｼｪｰﾙと近くにあ
るﾄﾞｲﾃﾞｲﾝｷ石灰鉱床を主原料、けい砂・鉄鉱石・粘土を副
原料として普通ｾﾒﾝﾄ・混合ｾﾒﾝﾄを年産808,500ﾄﾝ生産する場
合のF/Sの結果はﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。ﾌﾟﾛｾｽは流動床ﾎﾞｲﾗｰによ
る発電及び乾式NSPｷﾙﾝによるｾﾒﾝﾄ製造を前提とした。
（1996年10月現地調査結果）

案　件　名 英 The Feasibility Study on Establishment of
Integrated Power & Cement Factory Using Oil Shale
in Mae-Sot Area in the Kindom of Thailand

調 査 延 人 月 数 22.10 人月 （内現地7.90人月）

調査の種類／分野 F/S／窯業

終報告書作成年月 1983.10

コンサルタント名 小野田エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 鳥谷部　良 テクノコンサルタンツ(株)

所属 小野田エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 工業省鉱物資源局鉱物燃料課
Drakong Polahan（課長、当時）
Ard Chana（石油技師、当時）調 査 団 員 数 9 担当者（職位）

現地調査期間 82.11.21～12.25

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　工業省鉱物資源局鉱物燃料課

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀｰｸ県ﾒｿｯﾄ地区

総事業費
　3,202百万ﾊﾞｰﾂ（33,412百万円）
　うち外貨分1,937百万ﾊﾞｰﾂ
　　（1USﾄﾞﾙ=240円=23ﾊﾞｰﾂ）

実施内容
　・石灰石鉱床、ｵｲﾙ ｼｪｰﾙ鉱床その他原料の開発工事
　・鉱山機械
　・原燃料受入設備からｾﾒﾝﾄ出荷設備までのｾﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄ一式（ｷﾙﾝはNSPｷ
ﾙﾝ）
　・住宅、倉庫、事務所、ｶﾞﾚｰｼﾞ等の建築物
　・工場用地、原燃料鉱床への取付道路
　・土木・建築、据付工事
　・流動ﾎﾞｲﾗｰ

実施経過
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定期間　　 ：約9ヶ月
　建設請負業社選定期間：約1年3ヶ月
　建設工事期間　　　　：約3年
　合　　計　　　　　　：約5年

　報告書提出後のｴﾈﾙｷﾞｰ事情等により、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは凍結されている。また、ﾀｲ王国での 大手ｾﾒﾝ
ﾄﾒｰｶｰであるｻｲｱﾑｾﾒﾝﾄの動向もﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ凍結との関係がある模様であるが、少なくとも現在の石油
需要緩和基調が続くかぎり本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの復活が検討される可能性は非常に低いと思われる。
（1996年10月現地調査結果）
1999.10現在：その後の進展なし
2003年3月現在：その後の進展なし

プロジェクトの現況に至る理由

工業省によると、前提条件であるオイルシェール層の含油量が低く（層が薄い）、現在でもオイ
ルシェール鉱床の開発の事業採算がとれない。（2003年2月現地調査結果）

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＴＨＡ 011

2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 58～59  結論／勧告

和 潤滑油製造プラント建設計画調査 実績額（累計） 62,941 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=18～23％、EIRR=16～20％
　潤滑油ﾌﾟﾗﾝﾄの新設置として、Bangchak製油所の拡張の
形で実施されるのが望ましいが、原料／副原料の観点か
らはﾀｲ王国の三製油所の増設計画と合わせて考慮される
べきである。
　潤滑油の製造に適した原油の輸入が必要。

案　件　名 英 The Feasibility Study on establishment of
Lubricating Oil Refinery in the Kindom of Thailand

調 査 延 人 月 数 24.00 人月 （内現地5.60人月）

調査の種類／分野 F/S／化学工業

最終報告書作成年月 1984.12

コンサルタント名 千代田化工建設株

調
　
査
　
団

団長 氏名 三上　良悌 ユニコ　インターナショナル(株)

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 NEA:National Enargy Administration
（国家エネルギー庁）
Thammachart Sirivadhankakul
（Deputy Secretary General当時）

調 査 団 員 数 7 担当者（職位）

現地調査期間 84.2.19～3.17

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　F/Sﾚﾎﾟｰﾄによれば最も好ましい運営形態は現Bangchak Refineryの
Exapansionである。次いでBangchak Refineryに新会社を新設して運営
に当たる方法。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Bangchak地区又はSiracha地区
　（好ましくはBangchak地区）

総事業費
　　　　　　　330百万USﾄﾞﾙ（75,900百万円）
　うち外貨分　173百万USﾄﾞﾙ
　　　（1USﾄﾞﾙ=230=23ﾊﾞｰﾂ）

実施内容
　潤滑油（基油）製造ﾌﾟﾗﾝﾄ一式
　能力：基油　250,000 Kl/年
　　　　ｱｽﾌｧﾙﾄ　55,600 Kl/年
　　　　硫黄　2,600t/年
　設備：基油　　ﾌﾟﾛｾｽﾌﾟﾗﾝﾄ
　　　　原料　　ﾀﾝｸ
　　　　中間体　ﾀﾝｸ
　　　　製品　　ﾀﾝｸ

実施経過

実施機関
○Thai Lube Base Company Limted
　　Thai Oil　 38％
　　PTT        30％
　　三菱石油   22％
　　BP Thai    10％

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Suracha地区（Thai Oil製油所内）

実施内容
　Lube Base Oil   300,000kl/y

実施計画
　1994年Jan.10　　Bid Due　　実施済
　1994年July      Award      実施済
　1997年2nd Q     Completion

　大量に輸入していた潤滑油の自給を目指したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。1984年のF/Sの結果、経済性
有りと評価されBanchak地区を第一候補地に、Siracha地区を第二候補地として建設が提言され
たが、Banchak地区の環境影響調査の結果、環境に対する負荷が大きいと判断され、旧NEAは
1989年に計画を凍結した。その後、政府内の組織変更でこの案件は旧NEAの手を離れた。
　しかし、1980年代後半から潤滑油に対する需要が急増したので、潤滑油製造ﾌﾟﾗﾝﾄ建設計画
は形を変えてThai Oilを中心とするThai Lube Base Company Limitedに引き継がれることに
なった。SirachaのThai Oil Co.敷地内に潤滑基油ﾌﾟﾗﾝﾄ（3,000kl/y）を実現すべくPTT、Thai
Oil Co.、三菱石油、BPがF/S実施。
1994年7月に建設開始。1997年6月に操業開始予定。（1996年10月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

　石油情勢の変化、借入外貨の増加、東部臨海工業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの優先性などの理由もあるが、最
も支配的と考えられるのは以下の通りである。
　1.ﾀｲ王国3製油所で現在燃料油増産を目指した増産計画が完了したこと。
　2.上記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに目途がたち資金的にも、人的資源にも可能になったこと。

 その他の状況
本件、日揮(株)にて実施済

実施済みということで変更なし。（2003年2月現地調査）
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2001年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 60～61  結論／勧告

和
配電指令センター開発計画調査

実績額（累計） 51,536 千円
　ﾀｲ国では、主にEGATが電力開発を担当しそのEGATから
電力供給を受けて、ﾊﾞﾝｺｸ市とその周辺ではMEA（首都圏
配電公社）が、またそれ以外の地域ではPEA（地方配電公
社）がそれぞれ配電を受け持っている。1981年にIEATが
設立されて以来の工業団地地方分散化方針に伴い、PEA
（地方配電公社）の配電においても高い供給信頼度を要
求される工業用電力需要の比率も増加の一途を辿ってい
る。またそれに伴う配電設備のますますの増加・複雑化
も予測されている。これに対処するため、近代的配電指
令ｼｽﾃﾑを導入して「配電指令業務の自動化」を推進する
ことがぜひとも必要であると認識されていた。
　このような背景のもと本計画調査は実施された。1987
年2月の最終報告書ではまず、自動配電指令ｼｽﾃﾑがPEAに
とって最初の試みであるため、本格実施に先立ちｼｽﾃﾑの
検証・運転技術の修得・技術者のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ等を目的とした
ﾊﾟｲﾛｯﾄ配電指令ｾﾝﾀｰの設置を提言している。そしてさら
にPEAの全供給ｴﾘｱにわたる配電指令ｾﾝﾀｰ13ヶ所の設置と
通信系統の改善を詳細に計画し提言している。

案　件　名 英 The Feasibility Study on Distribution System
Dipatching Center Project

調 査 延 人 月 数 20.23 人月 （内現地7.03人月）

調査の種類／分野 F/S／送配電

最終報告書作成年月 1987.2

コンサルタント名 西日本技術開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　文紀

所属 西日本技術開発(株) 電気部海外担当部長 相手国側担当機関名 Provincial Electricity Authority
（地方配電公社）
Sakol Wongbuddha
(Director, Planning and Civil Works
Dept)

調 査 団 員 数 10 担当者（職位）

現地調査期間 86.6.25～8.8

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化進行中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　地方配電公社

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体　PEAの全供給ｴﾘｱ
　・ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　Central Region 3
　　　　　　（ﾅｺﾝﾊﾟﾄﾝ）

総事業費
　98,212,000USﾄﾞﾙ
　（ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ再計　12,099,000）
　うち外貨分66,587,000USﾄﾞﾙ（同上8,293,000）
　　（1USﾄﾞﾙ=153.80円）

実施内容
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体　　　　　・ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　配電指令ｾﾝﾀｰ 13ヵ所　　 同左     1ヵ所
　無線中継局   24ヵ所　　 同左     1局
　変　電　所  150ヵ所　　 同左    12ヵ所
　自動開閉器  871台       同左   127台
　ﾘｸﾛｰｻﾞｰ     420台       同左    19台
　ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ  一式       同左    一式

実施計画
　87～89年　第一段階　　1ヵ所
　90～92年　第二段階　　7ヵ所
　93～94年　第三段階　　5ヵ所

　1992年6月から1997年6月の5ヶ年の予定でﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「地
方配電自動化技術者養成協力事業」が実施されており、5年間で専門家
派遣30人、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修20人、器材供与総額140百万ﾊﾞｰﾂが予定されて
いる（1996年度までの実績が専門家派遣30名、受入19名、機材供与
458630千円）。またこのﾌﾟﾛ技の後半部分において、「Disturibution
Automation System (DAS)」を備えたﾊﾟｲﾛｯﾄ配電指令ｾﾝﾀｰがﾅﾜﾝｺﾝ工業
団地を対象地域として業務を開始（1995年8月）する予定になってお
り、ここでﾀｲ側のEngineer200人およびTechnician200人が自動化された
配電指令業務について研修を受けることになっている。
　本格実施については2 Phaseに分けて実施することとし、4県をｶﾊﾞｰす
るPhase 1は既に詳細調査を終了し、現在Contractorを選定中である。
また残りの範囲をｶﾊﾞｰするPhase 2では、本年10月末に詳細調査が終了
する予定。ｽｹｼﾞｭｰﾙに若干の遅れは見られたが提言に沿って順調に実現
化していると言える。（1996年10月現地調査結果）

1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 56～62  結論／勧告

和
サンカンペン地熱開発計画調査

実績額（累計） 563,107 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　ｻﾝｶﾝﾍﾟﾝ地域の地熱貯留層からは約1,000t/hの熱水の生
産が可能で、これを用いてﾊﾞｲﾅﾘｰｻｰｸﾙ方式による5MW程度
の発電の見通しが立つ。しかし、経済性の問題から、本
格的開発調査は延期せざるをえないでいる。ただし政策
的観点から、調査結果を生かすとすれば、調査井から噴
出する熱水を利用し、200～300kwのﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝﾌﾟﾗﾝﾄを
設置することが望ましい。

案　件　名 英 Pre-Feasibility Study for the San Kampaeng
Geothermal Development Project

調 査 延 人 月 数 157.09 人月 （内現地97.98人月）

調査の種類／分野 F/S／新・再生エネルギー

最終報告書作成年月 1988.3

コンサルタント名 日本重化学工業(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 中村　久由 三井金属資源開発(株)

所属 日本重化学工業(株) 地熱事業部副本部長 相手国側担当機関名 タイ王国電力公社
Khien Vongsuriya (Director Thermal Power
Engineering Dpt.)
Chaya jivacate (Assistant Director,
Thermal Power Engneering Dpt.)

調 査 団 員 数 29 担当者（職位）

現地調査期間 82.7.0～87.12.0

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延･中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾀｲ王国電力公社（EGAT）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻﾝｶﾝﾍﾟﾝ地域

総事業費

実施内容
　・地質調査
　・地化学調査
　・物理探査
　・熱流量調査
　・調査井掘削
　・貯留層解析

実施経過
　1982.7　　計画開始
　1988.3　　計画完了

　・調査井2本の掘削（1,500ｍ級）
　・上記井の坑井試験および地質調査

2001.11現在：現地調査の結果、進展なし
(*)2001.11現在：サンカンペン地域においては、進展なし。さらに僻地
のメホンソン県北部山岳地帯での電化のため、EGATにより地熱の利用が
検討されており、日本への技術援助の要請が行われている。
(**)（2001年11月現地調査結果）ミャンマー国境付近のメホンソン県北
部山岳地帯では、電源の不足による給配不安定が著しく、民生向上の妨
げになっている。この地域の電化安定化をEGATは強く要請されている。
同地域は地熱が豊富なため、これを発電と農産品加工用熱源として利用
し、民生向上を図る計画があり、EGATから日本の技術援助の要請が出さ
れている。
2003.3現在：情報なし

　JICA報告書はﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ有りとあるが、種々の困難点も指摘している。ただし地熱発電開
発自体を断念したわけではなく、同じﾁｪﾝﾏｲ県のﾌｧﾝ地区ではﾌﾗﾝｽの技術で小規模な発電をして
いる。1996年度現地調査によると、ｻﾝｶﾝﾍﾟﾝ地区の方がﾌｧﾝ地区よりも地熱発電の可能性は高
かったと今でも考えているが、本計画調査で経済性が低いとの結論が出されたため、中断せざ
るを得なかったという。ちなみにﾌﾗﾝｽ調査団はﾌｧﾝ地区での調査のあと、地熱開発を続行すべ
しと提言しそれがその後ﾌｧﾝ地区で研究開発が続けられる主因になったとのことであるが、そ
の調査結果の内容、前提条件、積算方法等は不明である。（1996年10月現地調査結果）
1998.10現在：新情報は特になし(*)

プロジェクトの現況に至る理由

2001.11現在：
1)サンカンペン地域は、発電用冷却水の確保が困難で、空冷では経済性に問題があった。
2)サンカンペン及びその周辺が、全国電力グリッド網に組み入れられたため、小規模ローカル
電源の必要性が薄れた。

 その他の状況
（1996年10月現地調査結果）ｻﾝｶﾝﾍﾟﾝ地区では温泉が出ることが確認されたことから、ﾎﾃﾙ等が
建設され観光地・保養地として開発されている。しかしこの開発により地価が上昇し、当地で
の地熱発電計画の経済性はますます低くなった。
　最近の環境保護に関する規制強化を受けて北部での水力発電が困難になっている傾向に加
え、ｼｬﾑ湾沖の天然ｶﾞｽは確認埋蔵量の60％が消費されたとの方向もあることから、EGATでは今
後とも新ｴﾈﾙｷﾞｰ源開発を進める意図を有している。(**)
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2001年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 62～1  結論／勧告

和
ナムユアム川水力発電統合開発計画調査

実績額（累計） 235,188 千円
　本調査の上位計画となる「ﾅﾑﾕｱﾑ川流域水力発
電開発計画調査（M/P）」が1985年に実施された
が、この中でNam Ngao（14MW）、Mae Lama Luan
（240MW）の2つの発電所の統合開発計画が提案さ
れた。この提案に基づき本F/S調査が実施され、
1990年3月に最終報告書を提出した。

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.39％
　FIRR=14.02％

案　件　名 英 Nam Yuam River Basin Integrated Hydroelectric Power
Development Project

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1989.12

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 錦織　徹雄

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 Paopat Javanalikikirn, General Manager
of Electricity Generating Authority of
Thailand
タイ発電公社（EGAT）

調 査 団 員 数 15 担当者（職位）

現地調査期間 88.2～89.8

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾀｲ発電公社（EGAT）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾕｱﾑ川・上流

総事業費
          Nam Ngao          Mae Lama Luan
　合計    6,470百万ﾊﾞｰﾂ   8,350百万ﾊﾞｰﾂ
　内貨    2,632百万ﾊﾞｰﾂ   3,288百万ﾊﾞｰﾂ
　外貨    3,828百万ﾊﾞｰﾂ   5,062百万ﾊﾞｰﾂ
　　　　　（89年1月時点、1USﾄﾞﾙ=26ﾊﾞｰﾂ）

実施内容
　ﾀﾞﾑ     ﾛｯｸﾌｨﾙ    ﾛｯｸﾌｨﾙ
　出力    140MW     240MW

実施経過

　この計画はEGATの1993年度の長期電源開発計画の中でMae Lama Luan計画の1号機、2号機が
2002年運転開始予定として計上されるに至った。その後、ﾀｲ国の法律で義務づけられた環境影
響評価調査を1991年から1994年までの予定で実施した。しかしその実施中に、ﾀｲ政府が環境保
護のため北緯18度以北での水資源開発を事実上凍結するとの方針が内々に伝えられたため、本
計画の実現は断念されるに至った。ﾀｲ国政府は1995年に正式にこの方針を閣議決定した。この
閣議決定によりﾀｲ国内での新規水資源開発は事実上ほぼ困難となったと認識されている。
（1996年10月現地調査結果）
2000.11現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2002年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 1～3  結論／勧告

和
ラムタコン揚水発電開発計画

実績額（累計） 171,964 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.FIRR=11.2％
　EIRR=17.4％

[条件]
代替ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ火力発電所
　全体効率：　68.9％
　割引率：　　12％
　金利：　　　外貨 8％
　　　　　　　内貨11％

案　件　名 英 Feasibility Study on Lam Ta Khong Pumped Storage
Development Project

調 査 延 人 月 数 40.50 人月（内現地16.50人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

終報告書作成年月 1991.11

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 錦織　徹雄

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 Paopat Javanalikikorn
General Manager
Electricity Generating Authority of
Thailand (EGAT)　タイ発電公社

調 査 団 員 数 9 担当者（職位）

現地調査期間 89.2.27～3.28
90.5.19～5.25
90.5.30～6.5

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関： Electricity Generating Authority of Thailand

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾒｺﾝ川水系ﾑﾝ川支流ﾗﾑﾀｺﾝ川、首都ﾊﾞﾝｺｸの北東200km

総事業費：　　　641百万US$（16,674百万ﾊﾞｰﾂ）
　　　　　　　　1991年1月時点：1US$=26 Baht
　　　　　　　　外貨分　8,497百万ﾊﾞｰﾂ
　　　　　　　　内貨分　8,177百万ﾊﾞｰﾂ

実施内容：
　　　　　　　　　上池（新設）　　　　下池（既設ﾗﾑﾀｺﾝ貯水池）
有効貯水池　　　　　9.9MCM　　　　　　　290MCM
　HWL　　　　　　　 660ｍ　　　　　　　 277ｍ
　LWL　　　　　　　 620ｍ　　　　　　　 261ｍ
　ﾀﾞﾑﾀｲﾌﾟ　　　　　 ｱｽﾌｧﾙﾄ　　　　　　　ｱｰｽﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　　　　　　　　　　ﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞ
　　　　　　　　　　ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　ﾀﾞﾑ高　　　　　　 60ｍ　　　　　　　　40.3ｍ
　ﾀﾞﾑ体積　　　　　6,190千立方ｍ　　　 853千立方ｍ
　水車　　　　　　 立軸ﾌﾗﾝｼｽﾀｲﾌﾟ×4台（reversible）
　発電機　　　　　 三相交流周期　4台（278MVA×4）
　発電出力　　　　 1,000MW
　送電線　　　　　 230KV×2 line（110km）

実施経過　　　　5年間（含む準備工事）1997年12月運開

実施機関： Electricity Generating Authority of Thailand

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾒｺﾝ川水系ﾑﾝ川支流ﾗﾑﾀｺﾝ川、首都ﾊﾞﾝｺｸの北東200km

総事業費：　　　635百万US$（15,864百万ﾊﾞｰﾂ）
　　　　　　　　1991年6月時点：1US$=25 Baht
　　　　　　　　外貨分　9,512百万ﾊﾞｰﾂ
　　　　　　　　内貨分　6,352百万ﾊﾞｰﾂ

実施内容：
　　　　　　　　　上池（新設）　　　　下池（既設ﾗﾑﾀｺﾝ貯水池）
有効貯水池　　　　　9.9MCM　　　　　　　290MCM
　HWL　　　　　　　 660ｍ　　　　　　　 277ｍ
　LWL　　　　　　　 620ｍ　　　　　　　 261ｍ
　ﾀﾞﾑﾀｲﾌﾟ　　　　　 ｱｽﾌｧﾙﾄ　　　　　　　ｱｰｽﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　　　　　　　　　　ﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞ
　　　　　　　　　　ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
　ﾀﾞﾑ高　　　　　　 50ｍ　　　　　　　　40.3ｍ
　ﾀﾞﾑ体積　　　　　5,360千立方ｍ　　　 853千立方ｍ
　水車　　　　　　 立軸ﾌﾗﾝｼｽﾀｲﾌﾟ×4台（reversible）
　発電機　　　　　 三相交流周期　4台（282MVA×4）
　発電出力　　　　 1,000MW
　送電線　　　　　 230KV×2 line（110km）

実施経過　　　　5年間（含む準備工事）2002年9月1号機運開

1992年4月より詳細設計のために必要な事前ｽﾀﾃﾞｨｰを開始。
（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ電源開発(株)）
1994年5月　詳細設計開始（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは電源開発(株)）
1994年9月　円借款「ﾗﾑﾀｺﾝ揚水式水力発電所建設事業」（1994.9.30調印、182.42億円）
1994年10月　作業用ﾄﾝﾈﾙ工事
1995年12月　本格工事着工
　全体として本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは順調に推移しており、2001年4月に第1期が完成予定。25万kwが2基
稼働する見込み。第2期運開予定は2007年の見通し。規模は第1期と同じである。（1996年11月
現地調査結果）　　2002.3現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　ﾀｲ国、特にﾊﾞﾝｺｸ首都圏の電力需要の伸びは著しく、ﾊﾞﾝｺｸに近く工期も短い本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
EGATは、 優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの一つに位置づけていた。
　このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが順調に実現しつつある要因は、1)ﾀｲ国の電力需要が予想以上に伸びたこと
と、2)本調査終了後、日ﾀｲ双方によって素早い対応がなされたこと、3)環境保護政策の対象地
域にかかったが、設計変更によって対応できたこと__が挙げられる。
　新規のﾀﾞﾑ建設が事実上不可能になったﾀｲでは、環境に対する負荷が比較的小さい揚水式発
電に期待をかけている。ただし発電量は小さい。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
詳細設計でｵﾘｼﾞﾅﾙの計画から次の3点が変更された。
1　変圧器を設置するためのﾄﾗﾝﾌｫｰﾏｰﾎｰﾙを廃止。建設コスト削減のため。
2　penstock（水圧管）の途中にあった踊り場を廃止して直線的にした。地質上の問題と建設ｺ
ｽﾄ削減のためである。
3　当初計画のｽｲｯﾁﾔｰﾄﾞの場所が森林伐採禁止区になったため、位置を移動させた。
（1996年10月現在調査結果）
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 1～3  結論／勧告

和 リグナイトブリケット振興計画 実績額（累計） 318,462 千円
　木炭の代替燃料としてLignite Briquettesを進行しよ
うという計画。
1990年にF/Sが行われ、次の理由でﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ有りとさ
れた。

1.料理用、燃料用としてのLignite Briquettesの需要は
大きく、本計画はﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄを経て、商業ﾌﾟﾗﾝﾄを実施
する価値がある。

2.代替対象燃料の木炭の価格が高く、商業ﾌﾟﾗﾝﾄは財務的
にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。但し、ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄは規模が小さく、
それのみでは財務的に成立しない。

3.ﾀｲ国の森林は薪炭の採取が原因で、急速に枯渇してお
り、由々しい環境問題となっており、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを至急
実施する必要がある。

案　件　名 英 The Feasibility Study on Lignite Briquette
Development

調 査 延 人 月 数 80.48 人月

調査の種類／分野 F/S／その他工業

終報告書作成年月 1991.11

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 田中　恒二

所属 テクノコンサルタンツ(株) 相手国側担当機関名 Mr. Prathes Satabutr,
Mr. Mohar Singh Monga
Deputy Secretary General, National
Energy
Administration, Ministry of Science
Technology and Energy

調 査 団 員 数 9 担当者（職位）

現地調査期間 89.11.20～12.16
90.6.19～10.30
91.2.10～91.3

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1.Lignite briquettes（ﾘｸﾞﾅｲﾄ･ﾌﾞﾘｹｯﾄ）は木炭の代替品として料理用
燃料として使用可能である。

2.ﾀｲ国では木炭と薪が主要な料理用燃料であり（それぞれ約40％）、森
林破壊の 大原因となっており、早急に木炭代替のLignite briquettes
を普及させる必要がある。

3.ﾌﾟﾗﾝﾄの総資金所要額（1990年基準）
　ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ　　3,000ﾄﾝ／年　68,043,000ﾊﾞｰﾂ
　（1ﾊﾞｰﾂ=5.5円として、約3.74億円）
　商業ﾌﾟﾗﾝﾄ　　 50,000ﾄﾝ／年　208,182,000ﾊﾞｰﾂ
4.商業ﾌﾟﾗﾝﾄの財務的収益率
　ROI　before tax 11.6　 after tax 10.0
  ROE  before tax 14.3  after tax 11.7

　ｴﾈﾙｷﾞｰ開発振興局（DEDP）が実験室で研究を進めた結果、品質、生産能力、市場性に問題が
多いことからﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ建設にまで至らなかった。また、1993年にﾀｲ国が無償資金援助の対
象国から外れたことも影響したという。しかし、DEDPでは現在も実験室ﾚﾍﾞﾙでの研究は続けて
おり、これまで蓄積したﾉｳﾊｳを活かして第3国への技術移転を進める意向。すでに、ﾈﾊﾟｰﾙの技
術者に対する指導を始めている。（1996年10月現地調査結果）

2002.3現在：新情報なし

プロジェクトの現況に至る理由

　Lignite Briquettesは硫黄分の高いﾘｸﾞﾅｲﾄを原料としており、中国や旧東ﾄﾞｲﾂでは大気汚染
の主要な原因となっている。また、急速に都市化の進むﾀｲで、悪臭を放ち大量の灰を残す
Lignite Briquettesは不適当である。料理用にも向いていない。このようにF/Sでは環境に与
える負荷など外部不経済が考慮されていない。また、森林枯渇の指摘自体は正しいにしても、
この計画実施によって、森林資源の保護が図られるのかどうかの因果関係も検討されていな
い。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
2000.11現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのため追加情報は収集不可能。
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2003年3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 2～4  結論／勧告

和 シンプン流動床燃焼石炭火力発電計画 実績額（累計） 302,931 千円
1.ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有り
2.当時のEGATの平均売電単位1.21ﾊﾞｰﾂ/KWhを用いた場合
　FIRR=0％
　しかしながら
　1)石油代替資源開発に役立つ
　2)既設ｸﾗﾋﾞ発電所（1995年廃止予定）の用地、従業員
等を有効活用でき、早期に建設できること。
　3)東南ｱｼﾞｱで 初の流動床火力となること等を総合的
に評価した結果、開発促進すべき計画である。

案　件　名 英 Sin Pun A-FBC Coal-Fired Thermal Power Development
Project

調 査 延 人 月 数 64.20 人月

調査の種類／分野 F/S／火力発電

終報告書作成年月 1992.11

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 伊坂　弘

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 Electricity Generating Authority of
Thailand (EGAT)
Mr. Charmon Suthiphongchai
Deputy General Manager

調 査 団 員 数 10、3、7 担当者（職位）

現地調査期間 91.3／91.9／92.1

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
　A-FCB Coal-Fired Thermal-Power Development（流動床燃焼石炭火力
発電）という新技術を導入し、ｸﾗﾋﾞ県ｸﾗﾋﾞ発電所内に17 million Baht
を投資して出150MWの発電設備を新設する。

1.実施機関
　　ﾀｲ国発電公社（EGAT）
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　　ﾀｲ国南部ｸﾗﾋﾞ県既設ｸﾗﾋﾞ発電所地点
3.総事業費（1992年6月時点）
　　345億円（外貨　194億円、内貨　30.2億ﾊﾞｰﾂ　　1ﾊﾞｰﾂ=5円）
4.実施内容
　発電出力　　　　150MW　（75MW×2基）
　ﾎﾞｲﾗ型式　　　　常圧型ﾊﾞﾌﾞﾘﾝｸﾞ型流動床燃焼ﾎﾞｲﾗ
5.建設工程（契約後1号機運開まで　3年間）
　1994年6月　　土木着工
　1996年12月　 1号機運開
　1997年6月　　2号機運開

　本F/S調査で、当時のEGATの平均売電単価1.21 Baht/kwhに対し、発電単価がそれよりも高い
1.6baht/kwhと計算された。この調査結果を受けてEGATは事実上、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを断念した。ま
た当地の石炭の質が比較的悪く、量も限られていたこともその判断に影響したと思われる。
　しかしEGATとして石油代替資源の利用を今後とも追及していく方針であり、本新技術自体の
実現化をあきらめたわけではないとのことである。（1996年10月現地調査結果）

2003.2現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 7～8  結論／勧告

和 バンサパン工業団地開発計画調査 実績額（累計） 210,221 千円
1)ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨの有無：有り
2)経済分析
EIRR　36-51％（外部ｲﾝﾌﾗｺｽﾄ全てを開発ｺｽﾄに付加した場合）
EIRR　42-68％（工場団地開発に直結する外部ｲﾝﾌﾗｺｽﾄのみに
限った場合）
（経済分析の前提条件）
・進出企業付加価値
　　　　　　            2001　　　 2006　　　 2011
　就業者数              2400　　　 6050　　　11900
　1人当付加価値（千ﾊﾞｰﾂ）2340　　　 3090　　　 2870
　付加価値（百万ﾊﾞｰﾂ）   5600　　　18700　　　34200
・資本集約型産業1人当資本投下額　1.6百万万ﾊﾞｰﾂ
財務分析　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの収益性（ROI） 13.6％
　　　　　自己資本の収益性（ROE）　16.4％
3)期待効果
・首都圏経済社会の過密解消、ﾐｬﾝﾏｰ･南西ｱｼﾞｱへの窓口作り
・素材型産業拡充と鉄関連産業の導入による鉄工産業ｺﾝﾝﾌﾟﾚｯ
ｸｽ構築
・工業集積推進による港湾資源有効活用

*外部ｲﾝﾌﾗ整備を、工業団地整備とは別に政府資金、BOTによ
り、実施する必要がある。

案　件　名 英 The Study on Bang Saphan Industrial Complex 調 査 延 人 月 数 59.92 人月（内現地29.09人月）

調査の種類／分野 F/S／工業一般

最終報告書作成年月 1997.1

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 小泉　肇 (財)日本立地センター

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 IEAT
Ms. Anchalee（副総裁）

調 査 団 員 数 14 担当者（職位）

現地調査期間 95.11～95.12
96.5～96.7

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1)実施機関
・ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ自由貿易地区の開発／運営委員会をﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ地域の経済開発を
監理する組織として設立
・ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ工業団地開発を実施するためのJV会社がｻﾊﾍﾞﾘｱｸﾞﾙｰﾌﾟとﾀｲ工
業団地開発公社で設立の計画

2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ地域

3)総事業費
・工場団地（600ha）　27.7億ﾊﾞｰﾂ（約120億円）－建設ｺｽﾄ22.5億ﾊﾞｰ
ﾂ、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｺｽﾄ2.7億ﾊﾞｰﾂ、予備費2.5億ﾊﾞｰﾂ
・外部ｲﾝﾌﾗ　115.9億ﾊﾞｰﾂ（509億円）－給水施設32.6億ﾊﾞｰﾂ、道路11.7
億ﾊﾞｰﾂ、港湾61億ﾊﾞｰﾂ、給電2.9億ﾊﾞｰﾂ、通信0.2億ﾊﾞｰﾂ、有害ｺﾞﾐ処理
施設7.5億ﾊﾞｰﾂ

4)実施内容及び実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　第1期開発（108ha　2000年末迄）
　　・ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ川既存ﾎﾟﾝﾌﾟ場拡張と送水ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ、ｻｲﾄ貯水池の建設
　　・国道4号線へのｱｸｾｽ道路建設
　　・ﾌﾟﾗﾁｬｯﾌﾟ港の一般貨物ﾊﾞｰｽ建設
　　・団地内変電所及び115kv送電線
　　・団地内電話交換所／光通信ｹｰﾌﾞﾙ
　　・ﾌﾟﾗﾁｬｯﾌﾟ港ﾊﾞﾙｸﾊﾞｰｽ
　　・500kv新設変電所、230kv送電線（2001）
　第2期開発（202ha　2003年末迄）
　　・ﾀｴｻﾀﾞﾑと送水管
　　・ﾌﾟﾗﾁｬｯﾌﾟ港ﾊﾞﾙｸﾊﾞｰｽ拡張
　　・IPP及び230kv送電線
　第3期開発（290ha　2007年末迄）
　　・ｱｸｾｽ道路4車線化、ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

(*)から
1)IEA及びNESDBでの調査の結果、西部臨海開発の具体的な動きはいまだ
始まっていない。ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査によれば、ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ工業団地開発計画は現
在、南部臨海開発計画事務所の所管となってその具体化に向けて準備が
行われている。
2)港湾拡張工事が民間企業（ｻﾊﾍﾞﾘｱ）によって進められている。
3)本格調査の最終報告書で工業団地開発の前提条件とされた具体的事項
と現在のIEAの対処方針について
 (1)給水：2000年10月、RIDの要請によりJBICがﾀｻｴ･ﾀﾞﾑ建設に関して現
地を視察。同ﾀﾞﾑは2000年11月を目処に住民との移転費用交渉が決着
し、今後ﾀﾞﾑ建設のD/D調査の実施に移っていく。
 (2)給電：EGATの民営化にともないIPPによる小規模発電が隣接地域内
で行われている。将来的には工業団地の開発段階にあわせて電力供給会
社を設立する予定。
 (3)運輸：道路の新設によらず、既存の道路の拡幅工事にて対応する予
定。
 (4)通信施設：通信施設の整備は通信事業の規制緩和によりさして大き
な問題とはならない。
 (5)関連施設等：工業団地開発に着工の際には、施設整備や施設管理会
社を機能別に数社設立する予定。下水やごみ処理についてもこの範疇に
入る。
 (6)その他：経済危機で土地価格が下げり、用地取得は比較的容易に
なったと判断される環境となっている。
 (7)環境配慮：IEAはいまだ環境影響評価を実施していない。
 (8)実施責任機関：工業団地開発の実施責任機関はIEAとなる。開発ｺｽﾄ
はIEAが35％。残り65％は国内外から資金調達の予定。（2000年11～12
月現地調査結果）
・2002.2現在：変更点なし

・BOT方式により外部ｲﾝﾌﾗのひとつである給水ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ整備が行われる見通し。
・ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝとﾐｬﾝﾏｰを結ぶ物流ｺﾘﾄﾞｰ計画調査が、ｻﾊﾍﾞﾘｱ社（ﾊﾞﾝｻﾊﾟﾝ鉄鋼産業ｵｰﾅｰ）により行わ
れた。
・1999.12月：工業団地への給水源となるﾀｻｴﾀﾞﾑに関し、RID（王立潅漑局）は実施へ向けて、
検討を行っているという情報あり。
・2000.11月：給水ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝのF/SをJETROが実施中。また給水源であるﾀｻｴﾀﾞﾑに関し、SAPROF
が実施されている。
　(*)へ

プロジェクトの現況に至る理由

・ﾀｲ国の経済停滞があり、進捗が難しい状況がある。

IEATによると、バサンパン工業団地の開発を担当している民間企業（鉄鋼関連）の経営難か
ら、工業団地の開発は現在延滞・中断中とのことである。よって現時点において、同工業団地
の完成は当分期待できない。ただし政府・自治体等が整備を担当している同工業団地へのアク
セス道路、港湾等の部分は完成済み。（2003年2月現地調査結果）

 その他の状況
・2000.11：工業団地周辺道路の拡幅工事が実施。駅周辺において、当該列車の為の線路引き
込み工事が開始されている。

IEATは工業団地を直接建設することはなくなった。工業団地は民間企業が開発・建設し、IEAT
は政策面で監督する。（ただし、過去にIEATの開発した工業団地のユーティリティーセンター
等の運営はIEATが継続して実施。）（2003年2月現地調査結果）
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 6～7  結論／勧告

和
首都圏配電網システム改善拡張計画調査

実績額（累計） 145,174 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
　EIRR=12.58％
　FIRR=11.79％
2.最大電力需要は1994年に4,755MWを記録し、2016年には
3.3倍の15,780MWとなると想定される。本状況下、MEAは
第7次配電ｼｽﾃﾑ改善拡張計画を策定しており、本調査は、
これのF/S調査である。
　・共同溝計画の早期実現
　・保護ｼｽﾃﾑ、通信設備の近代化
　・本計画の前提条件、例えばEGATの電源開発計画など
に変更があった時は本計画を見直すこと。
　・12/24KV配電ｼｽﾃﾑのF/S調査を早急に実施すること。
　・工事資金調達計画を立てること。
　・総合建設本部のような組織をつくり工事計画を推進
すること。
　・ﾊﾟｲﾛｯﾄ地下変電所の新設。

案　件　名 英 Feasibility Study on Power Distribution System
Improvement and Expansion Plan in the Metropolitan
Area in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 37.00 人月（内現地17.80人月）

調査の種類／分野 F/S／送配電

最終報告書作成年月 1995.11

コンサルタント名 東電設計(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 大河原　郁夫 電源開発(株)

所属 東電設計(株)電力計画室 相手国側担当機関名 Metropolitan Electricity Authority (MEA)
Mr. Unggoon MONDHATUPLIN
 (Deputy Director)調 査 団 員 数 9 担当者（職位）

現地調査期間 94.11.16～12.17
95.5.17～6.15
95.9.21～10.5

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1)実施機関
　MEA（ﾀｲ首都圏配電公社）
2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　MEAが電力を供給しているﾊﾞﾝｺｸ、ﾉﾝﾀﾌﾞﾘ、ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ地域
3)総事業費
　55,798.7（Million Baht）外貨分1,321
　（US$=Baht25）　　　　 （MillionUS$）
4)実施内容
・ﾀｰﾐﾅﾙ変電所の新設・増設17,615MVA
・配電用変電所の新設・増設16,435MVA
・総配電線の新設・増改良1,211.6ckt-km
5)工程
　1997～2016建設工事

ﾀｲMEA変電所／地中線建設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・東電設計(株)が実施設計
をｺﾝｻﾙﾄしている。
　・230KV変電所1ヶ所新設
　　（BIBHAVADI T/S）
　・230KV地中送電線3回線新設
　　　2500mm　1800MVA
（VIBHAVADI T/S～LADPRAO T/S）
　　（MEA）　　　　（EGAT）

*地中線新設については、輸銀の融資を条件に日本の住友商社
ｸﾞﾙｰﾌﾟの受注がまっている。また、MEAは工事管理を東電設計
(株)に要請する意向である。2000年11月現在要請なし。

OECFより143.04億円の円借が行われた。

・数回に渡り、MEAの副総裁（ｶｾﾑ氏）が来日し、東京電力(株)の地下変電所、地中
線設備を視察し、（東電設計(株)ご案内）その結果も踏まえ、ﾀｲMEA変電所／地中
線建設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが推進されている。
・2002.3現在：変更点なし
・2003.3現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
12/24KV配電ｼｽﾃﾑのF/S実施が望まれる。
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 4～5  結論／勧告

和 首都圏送変電設備増強計画 実績額（累計） 151,541 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：あり
2.EIRR：17.56％
　B/C：2.18
　FIRR：17.10％
3.実施計画
経済性を考慮して、可能なかぎり架空送電線を使用する
計画とし、物理的に不可能なﾙｰﾄのみ地下ｹｰﾌﾞﾙで設計す
る。工事中に停電を伴わないよう配慮した計画とする。
4.本計画に基づき引き続き、230KV以下の基幹送電線にか
かわるﾊﾞﾝｺｯｸ首都圏送配電網整備拡充計画のﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ
調査を行うことが必要である。

案　件　名 英 Feasibility Study for Bulk Power Supply Project for
the Greater Bangkok Area

調 査 延 人 月 数 37.00 人月（内現地16.00人月）

調査の種類／分野 F/S／送配電

最終報告書作成年月 1993.8

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 高橋　拓也

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 タイ国発電公社：EGAT
(Electricity Generating Authority of
Thailand)調 査 団 員 数 8 担当者（職位）

現地調査期間 92.7.1～7.20／92.10.7～10.21
93.2.16～3.2／93.6.20～7.4

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  一部実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関：EGYPT
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾊﾞﾝｺｯｸ首都圏（ｸﾞﾚｰﾀﾊﾞﾝｺｯｸ地域およびｾﾝﾄﾗﾙ地域）
総事業費（内・外貨）
・1,954×10（の6乗）US$（1US$=25ﾊﾞｰﾂ）
・第1期工事分　696,258千ﾊﾞｰﾂ
・第2期工事分　470,739千ﾊﾞｰﾂ
・第3期工事分　365,768千ﾊﾞｰﾂ
・第4期工事分　421,288千ﾊﾞｰﾂ
実施内容
・500KV送電線（新設）226回線・km
・230KV送電線（新設）146回線・km
・230KV送電線（増改良）472回線・km
・230KV地中送電線（新設）472回線・km
・500KV変電所　6ヶ所（新設5、増設1）
・230KV送電線　18ヶ所（新設10、増設8）
実施経過
　それぞれの計画は第1、第2期各4年、第3、第4期各5年で計画（工事期
間18年間）

1995.11
首都圏配電ｼｽﾃﾑ改善拡張計画のﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ調査実施

2002.3現在：変更点なし
2003.2現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
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2003年 3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 12～13  結論／勧告

和 ガオ石炭盆総合開発計画調査(Phase1) 実績額（累計） 166,391 千円
今後の課題・提言：ガオ炭の開発可能性について
適正な判断を下すには、「区域A」の詳細調査、
改質コスト調査及び改質技術の汎用性調査が必
要。同炭の改質技術の有効性は認められるもの
の、輸入炭との比較において、現時点での経済的
合理性は認められなかった。改質しない場合は、
「区域A」を対象としてセメント向けに用途を
絞った選別採掘・選炭による方法を提言する。想
定される開発条件は、次の通り。
・可採炭量：略1,000万トン
・剥土比：略6.0地山m3/トン
・炭質（AR)：略3,600kcal/kg, S<3%

案　件　名 英 Feasibility Study on Comprehensive Development of
The Ngao Coal Basin in The Kingdom of Thailand
(PhaseⅠ)

調 査 延 人 月 数 33.01 人月 （内現地25.23人月）

調査の種類／分野 F/S／エネルギー一般

最終報告書作成年月 2002.1

コンサルタント名 三菱マテリアル資源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 松村　稔 三井鉱山エンジニアリング(株)

所属 三菱マテリアル資源開発(株) 相手国側担当機関名 工業省鉱物資源局(DMR)
(現：エネルギー省好物燃料局：DMF)
Somchai Poom-im (Director of Bureau of
Energy Technology Department of Mineral
Fuel)

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 99.12.12～12.24　　　　01.5.21～6.8
00.8.21～10.18　　　　01.10.31～11.17
00.11.27～01.2.10

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1.地質調査結果：上部炭層群（Zone I)のみを計算対象として確認埋蔵
炭量は略1.5億トン。採掘対象埋蔵炭量は、深度250mまでとして略7,700
万トン。
2.選炭・改質試験結果：選炭により灰分の除去はある程度可能だが、硫
黄分はほとんど除去できない。改質試験は乾燥法、低温乾留法、低温液
相分解法の３つについて実施した。硫黄分除去について、乾燥法はあま
り効果がなかったが、残りの2方法については略同等の効果が認められ
た。経済性ならびに技術的な完成度から、低温乾留法が最適と判断し
た。
3.開発計画：環境・地質・炭質・採掘条件から、採掘可能な区域として
3区域が選定された。これらの可採炭量、炭質、経済性を比較検討の結
果、「区域A」がもっとも有望であることが判明した。「区域A」の可採
炭量は略2,935万トン、剥土比は6.3である。採掘条件、コストは略々周
辺炭鉱並であるが、炭質が若干劣る。今後の詳細調査により区域を絞り
込み、選別採掘と選炭を実施することにより、可採炭量略1,000万ト
ン、3,600kcal/kg、硫黄分3%以下の製品炭の確保が期待できる。

主にDMRの機構改革に伴う予算制限措置により、新規案件はすべてペン
ディングとなっており、これまでのところ調査・開発に関する具体的な
進展は見られない。（2003.2現在）

当該炭田の開発を実現する上で最大のネックとなっている炭質（低品位、高硫黄）改善方法と
して、調査団は３つの方法を試験した結果、低温乾留法が最適と判断された。しかし、この方
法は米国の開発・保有技術であるため、追加調査の実施についてはタイ国に委ねられた。日本
固有の改質技術であり、「低温乾留法」ち略同等の効果が期待された「低温液相分解法」につ
いては、改質技術を担当した三井石炭液化社により以下の内容により現在調査が実施されてい
る。
・委託元/ｽｷｰﾑ：NEDO研究開発業務部「平成14年度国際共同研究先導調査事業」
・カウンターパート：エネルギー省鉱物燃料局（旧工業相鉱物資源局/DMR）
・題名/調査内容：「高カロリー燃料炭の調整法による省エネルギー技術」低温液相分解法の
タイ国との共同技術開発の可能性調査。

プロジェクトの現況に至る理由

2002年10月（タイの新会計年度）から新たにエネルギー省が発足し、石油・石炭・天然ガス・
電力・水力等すべてのエネルギー部門を統括することとなった。旧DMRは同省の鉱物燃料局
（DMF)となった。またNEPO（国家エネルギー政策室）、DEDP(エネルギー開発局）、EGAT（発
電公社）等も同省管轄下に入る予定。このため、ここ１年間は新規業務、予算は大幅に制限さ
れおり、本年度(2002～2003）予算も決定していない状態である。この影響を受けて、タイ国
全体のエネルギー政策の中でのガオ炭田開発の位置付けも決定されず、同炭への改質技術の適
用可能性に対する技術的・経済的な詳細検討もあまり進んでいない。（2003.2現在）

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＶＮＭ 001

2003年 3月改訂

国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 5～7  結論／勧告

和 ダニム電力システム改修計画調査 実績額（累計） 303,101 千円
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施は充分ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-があり、計画は緊急
に実施すべきである。

2.経済的内部収益率及び財務内部収益率はそれぞれ
20.69％、20.13％である。外貨借款は据置5年、債還30
年、年金利2％、販売価格は0.07US$/Kwh。

3.設備の改修または更新により設備停止率が改善され発
生電力量が増加する。また、昇圧により電力損失が軽減
する。
(**)より
2003年1月17日　ﾀﾞﾆﾑ発電所・発電設備（ﾛｯﾄ1及びﾛｯﾄ2）
の契約交渉開始
2003年2月下旬　水文ﾃﾞｰﾀ収集設備（ﾛｯﾄ3）及び230kV送
電線（ﾛｯﾄ4）入札公示予定

案　件　名 英 Feasibility Study on Rehabilitation of Da Nhim
Power System

調 査 延 人 月 数 43.00 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1995.6

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 神田　正敏

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 エネルギー省（工業省に変更）
Nguyen Si Pyong
Director
International Cooperation Department
The Ministry of Energy

調 査 団 員 数 26 担当者（職位）

現地調査期間 1994.6.27～9.24

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化進行中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1.ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ電力公社（EVN）、工業省（MOI）

2.ﾀﾞﾆﾑ発電所
　・ｻｲｺﾞﾝ変電所
　・230KV送電線（ﾀﾞﾆﾑ－ｻｲｺﾞﾝ）
　・66KVﾌｧﾝﾗﾝ、ｶﾑﾗﾝ送変電所

3.事業費　9,355,000千円
　　　　　内　外貨分　8,680,000千円
　　　　　　　内貨分　　675,000千円

4.ﾀﾞﾆﾑ発電所（4×40MW）、ｻｲｺﾞﾝ変電所（28MVA×7）
　送電線（230KV、257Km）の設備修復並びにﾌｧﾝﾗﾝ66KV系統の110KV昇圧

5.詳細設計入札業者契約　　　1997/6
　66KV昇圧工事完了　　　　　1999/2
　ﾀﾞﾆﾑ発電所ﾘﾊﾋﾞﾘ完了　　　 2000/3

・円借款「ﾀﾞﾆﾑ電力ｼｽﾃﾑ改善事業」（1996.3.26調印、70億円）により
ﾀﾞﾆﾑ発電所（40MW×4基）、ｻｲｺﾞﾝ変電所及びその間をつなぐ230kV送電
線257kmの改修が実施される。
・1997年3月26日に円借款調印（EVN70億円）
・ｳﾞｪﾄﾅﾑ政府内での手続きの遅れによりﾀﾞﾆﾑ発電所のﾘﾊﾋﾞﾘ完了は当初
計画の2000年3月から2006年2月完了予定に変更されている。従って工事
を急ぐとともに2002年4月に期限切れとなる円借款の少なくとも4～5年
の延長が必要である。
2003.3現在：円借款の期限が当初の2002年9月12日から2007年6月12日
（57ヶ月）まで延長された。

(*)
1994年JICA調査開始当初のC/Pはｴﾈﾙｷﾞｰ省であった。翌1995年、首相府
令91によってEVNが首相府直轄の公社として設立され、併せてその傘下
に18社の地方電力会社が設立された（ﾀﾞﾆﾑ発電所は電力会社No.2が運
営）。一方、ｴﾈﾙｷﾞｰ省は工業省に併合された。工業省はEVNを監督する
とともに電力ｾｸﾀｰにおける全般的な監督と規制、政策形成と戦略策定を
担当することとなった。工業省とEVNとの関係はEVNは、工業省い対して
事業運営についてだけ報告を行う義務があるという関係になっている。
ただしプロジェクトの実施にはMOIのD/D及び総予算の承認が必要であ
る。なお、工業省では傘下のｴﾈﾙｷﾞｰ研究所（Institute of Energy）が
EVNを担当している。
2003.3現在：調査項目中「ｻｲｺﾞﾝ変電所」はｳﾞｪﾄﾅﾑ電力公社(EVN)の自己
資金にて別途全面的な拡張工事が実施されることになったため、JBICﾛｰ
ﾝ対象項目から除外された（2002年6月）

1996年11月現在、円借款要請中
1996年10月　OECF Mission渡越：協議
1996年12月5日　OECFﾛｰﾝ調印
1999年5月　ｺﾝｻﾙ契約
1999年10月　ﾄﾞﾗﾌﾄ入札書類提出
2001年12月14日　D/D、総予算、MOI承認
2002年2月4日　入札プラン首相府承認
2002年2月　入札書類EVN最終承認待ち
2002年5月6日 ﾀﾞﾆﾑ発電所・発電設備（ﾛｯﾄ1及びﾛｯﾄ2）の入札公示
2002年8月14日　ﾀﾞﾆﾑ発電所・発電設備（ﾛｯﾄ1及びﾛｯﾄ2）の入札　　(**)へ続く

プロジェクトの現況に至る理由

2003.3現在：ﾀﾞﾆﾑ発電所は年間発生電力量1億１ｋWhを誇る有数の水力発電所である。改修工
事は当該発電設備を運転停止して実施されるため、改修工事が電力供給に支障をきたすことが
懸念され、新規の水力発電所（ﾊﾑﾄｳｱﾝ・ﾀﾞﾐ水力発電所）の建設が完成するまで着手できな
かった。

 その他の状況
　調査項目中“66KVﾌｧﾗﾝ、ｶﾑﾗﾝ送変電”はIBRD資金にて別途に実施することになってたため
OECFﾛｰﾝ対象項目から除外された。
　近い内に、改修工事が開始される予定（1998年10月現在）
(*)へ続く



個別プロジェクト要約表 ＶＮＭ 002

2003年 3月改訂

国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 8～9  結論／勧告

和 ハイテクパーク計画M/P及びF/S調査 実績額（累計） 373,447 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨあり
2.FIRR　10.0％　EIRR　25.9％
3.関連ｲﾝﾌﾗ整備は公共事業として実施。本事業実施によ
りｳﾞｪﾄﾅﾑ工業構造の近代化及び周辺地域の開発が期待さ
れる。

案　件　名 英 The Master Plan and Feasibility Study on the Hanoi
High-Tech Park Project

調 査 延 人 月 数 89.30 人月（内47.90人月）

調査の種類／分野 F/S／工業一般

最終報告書作成年月 1998.3

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 赤川　正俊 (財)日本立地センター

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 科学技術・環境省
Sr. Dinh（NISTPASS　局長）

調 査 団 員 数 16  （業務調整・通訳除く） 担当者（職位）

現地調査期間 96.12.1～97.3.31
97.4.18～98.3.31

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1. ｳﾞｪﾄﾅﾑ国におけるﾊｲﾃｸ産業育成政策
2. ﾎｱｸｯｸ･ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸのﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
3. ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸ初期開発事業のﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査

・1998年8月5日の政府承認5494/HDTDによって、Ha Tay ProvinceにHoa
Lac Hi-Tech Parkの建設が正規に認可された。
・ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ政府からJBICに対してﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸ内のｲﾝﾌﾗ整備（電気、道路、
下水、給水、湖の保全等）に資金協力して欲しい旨の要請が出されてい
る。JICAにはﾊｲﾃｸ関連の人材育成事業への技術協力が要請されている。
1998年にはJICAから6ヶ月間の短期専門家が派遣され1998年7月に人材開
発に関する実施企画書が作成され、以後JICAによる正式なﾌｫﾛｰはされて
いない。
・1999年に円借款の要請を受けたJBICはこの要請の受諾を見送った。
・2002.2現在：変更点なし
・2003.3現在：科学技術環境省は、2002年にﾎｱﾗｯｸ・ﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸの管理セ
ンターを自身で資金調達し、建設した模様だが、その他の進捗は不明。

・1999年12月現在：部分的にｳﾞｪﾄﾅﾑ側がB/Dを行ったとの情報あり。
・2000年10月：JBICﾐｯｼｮﾝ派遣。PMUが説明会を開いたが、現在保留の状態。
・ﾊﾉｲ市は独自の資金でｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰを建設。2000年12月竣工予定。5億円の予算で継続して開発
域を拡張するとの情報あり。
・2002.3現在；変更点なし
・2003.3現在：2001年にJETRO(JBIC)による地球環境事業に関するF/S調査「IT関連人材育成及
びﾎｱﾗｯｸﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸ開発事業化調査」が実施された。

プロジェクトの現況に至る理由

日本の商社がﾊｲﾃｸﾊﾟｰｸ開発事業を実施する方向で尽力したが、JBICの円借款案件による周辺イ
ンフラ事業が停滞しているため、開発が進んでいない。(2003.3現在)

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 VNM 003

2003年 3月改訂

国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 10～11  結論／勧告

和 ｳﾞｪﾄﾅﾑ・ﾄﾞﾝﾅｲ川中流ﾄﾞﾝﾅｲ第3．第4連係水力発電調査 実績額（累計） 249,010 千円 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはﾄﾞﾝﾅｲ第3・第4発電所の二つの連続
した発電所から構成され、内部収益率は代替火力
法で13.1%、長期限界費用法で13.5%と得られてお
り、高い経済性を示している。また、 適投入年
はﾄﾞﾝﾅｲ第3発電所が2007年、ﾄﾞﾝﾅｲ第4発電所が
2008年との結果得られており、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに係わ
るD/Dの早期実施が推奨される。
(*)より
2003.3現在：MPI（投資計画省）は、本案件に対
してODAによる実施を望んでいるが、日本政府が
円借款供与に対して消極的であるため、要請を控
えている。F/Sに対する首相承認が下りれば、自
己資金によるD/D実施が始まる可能性もある。
近、EVNは大使館との面談に際して、外務省にODA
の要請をしたと聞いている。

案　件　名 英 Feasibility Study on Dong Nai No. 3 and No. 4
Combined Hydropower Project in the Middle Reaches
of the Dong Nai River in the Socialist Republic of
Vietnam

調 査 延 人 月 数 49.93 人月（内現地37.87人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

終報告書作成年月 2000.3

コンサルタント名 日本工営（株）
東電設計（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  和田　勝義

所属  日本工営（株） 相手国側担当機関名 Bui Thuk Khict, Deputy General Director

調 査 団 員 数 9 担当者（職位） 工業省電力庁

現地調査期間 99.1.17-99.3.20／99.5.12-99.11.2 Tran Minh Huan, General Director of
  Department of International Cooperation
  Ministry of Industry99.12.12-99.12.21／00.2.20-00.2.29

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施期間：EVN

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｳﾞｪﾄﾅﾑ国ﾄﾞﾝﾅｲ川中流域

総事業費：737.1百万US$
（外貨：423.4百万US$、内訳：313.7百万US$)
（ﾄﾞﾝﾅｲ第3：396.5百万US$、ﾄﾞﾝﾅｲ第4：340.6百万US$)

実施内容：
              設備容量（MW)  発生電力網（Gwh)
ﾄﾞﾝﾅｲ第3        240               736
ﾄﾞﾝﾅｲ第4        270               841
合計            510             1,577

送電線：
ﾄﾞﾝﾅｲ第3： 新設500kV二回線12km
ﾄﾞﾝﾅｲ第4： 新設500kV二回線13km

EVNが2000年3月に作成したｳﾞｪﾄﾅﾑ全国電力ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ(2001ー2010)では、本調査で提
案した通り、ﾄﾞﾝﾅｲ第3および第4発電所の運開年をそれぞれ2007年､2008年と正式に
決定している｡今後､ｳﾞｪﾄﾅﾑ国内の環境審査を経た後､日本政府に対しE/Sの円借款を
要請するものと予想される。

2002.3現在:EVNは本案件の早期実施に強い意欲を見せており、JICA,EVNによるF/S
のヴィエトナム国側首相承認が下りれば、直ぐにでもMPIに対して実施検討の申請
書をあげることが可能な状況にある。　(*)へ続く

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
ECFAよりJICA連携D/D案件形成を繋げるべく予備調査団が派遣された(2002.2.24～2002.3.8)



個別プロジェクト要約表 VNM 004

2003年3月改訂

国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 11～12  結論／勧告

和 鉄鋼圧延工場建設計画調査 実績額（累計） 137,064 千円 20,500トンの冷延工場建設推奨

案　件　名 英 Feasibility Study on Installation of Steel Flat
Product Mills in the Socialist Republic of Vietnam

調 査 延 人 月 数 36.83 人月

調査の種類／分野 F/S／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 00.　10

コンサルタント名 新日本製鐵株式会社

調
　
査
　
団

団長 氏名  小林清

所属  新日本製鐵株式会社 相手国側担当機関名 ヴィエトナム鉄鋼公社

調 査 団 員 数 11 担当者（職位）

現地調査期間 00.2～00.3/00.6～00.7

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
・市場調査により、ヴィエトナム国に於ける冷延薄板需要が2005年約50
万トン、2010年約100万トンであることを予測した。
・上記予測に基づき、205,000トンの生産能力を有する冷延工場を推奨
した。
・工場建設候補地として南部PHUMYを推奨した。
・建設費は126百万US$と算出。

2001年8月　首相府　冷延工場建設承認
10月　コンサル入札
11月　コンサル決定（Austroplan（オーストリア））
2002年　設備メーカー（Danieli)が決定、現在建設中。（2003年3月現在）

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 001

2001年 3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 54～55  結論／勧告

和
五強渓水力発電開発計画調査

実績額（累計） 9,215 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.期待される開発効果
(1)湖南省の電力不足改善
(2)湖北、湖南の電力の有機的配分に大きな役割を果たす
(3)尾閭地区の洪水被害を軽減
(4)水の航行の改善

JICAのF/S調査後、中国側で岩盤調査等の技術調査がさ
れ、1989年4月よりﾀﾞﾑ建設が開始され、1996年12月に終
了した。
－総投資額は82億元で、内62億元は国家開発銀行、中国
建設銀行、湖南省経済建設投資公司からの借款である。
残りは省政府からの資金であり、主としてﾀﾞﾑ建設地立退
き住民への賠償金として使用された。
－完成したﾀﾞﾑの仕様は
　　正常貯水位108ｍ　洪水防止貯水池容量13.6億ｍ3
　　洪水防止制限水位98ｍ　洪水防止 高水位108ｍ
－ﾀﾞﾑの発電容量は
　発電機5台、計120万kw　　保障出力25.5万kw
　年間発電量53.7億kWh

案　件　名 英 Review on the Wuqianxi Hydro Electric Power
Development Project in People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

終報告書作成年月 1980.10

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 飯島　滋

所属 通商産業省資源エネルギー庁 相手国側担当機関名 電力工業部

調 査 団 員 数 7 担当者（職位）

現地調査期間 80.1.19～2.4

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　場五（常徳市の上流 130km、陵の下流 73km）

総事業費
　530百万USﾄﾞﾙ
　（120,178百万円、1USﾄﾞﾙ=226.75円）
　円　借

実施内容
　150～175万KW
　貯水池　発電有効貯水容量 43.0億立方ｍ
　ﾀﾞﾑ     重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
　　　    高　104ｍ　　長　785ｍ
　水　車    31～35万KW×5台
　送電線  500KW 650km

実施経過
　1979～1985年（7年間）

中国にて再検討された計画諸元
ﾀﾞﾑ：ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式
　　 高さ87.5km、堤長 724ｍ
水車発電機：ﾌﾗﾝｼｽﾀｲﾌﾟ
　　　　　　240MW×5台

運転開始　　1974年末（1号機）
　　　　　　1996年末（ 終）

　1979年、1980年度に日本政府は当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに140億円、178.4億円の円款をｺﾐｯﾄした。中国側
はこれを受けて1980年度より本格的に工事に着手する予定であった、経済調整による内貨不
足、および水没保証に対する対策不備を理由にｽﾛｰﾀﾞｳﾝすることに決めた。その後、計画の見
直し、設計の再検討を実施する一方、現場において調査工事、準備工事を実施中。なお、前述
2年のｺﾐｯﾄ額はこれを商品借款に切替え、他ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに転用した。その後、日本政府は、円借
款を1988年24.7億円(1988.8)、1989年60.2億円(1989.5)、1991年に31億円(1991.2)、81億円
(1991.10)、1992年に54億円(1992.3)の5回にわたって円借款を供与した。1990年1月より電源
開発(株)が詳細設計、施工・監理に対するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ業務を実施し、1992年9月に業務を完了し
た。さらに、1993年5月より電源開発(株)が建設工事、運転保守等に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ業務を実施
した

プロジェクトの現況に至る理由

　ﾀﾞﾑの高さ、工期等を変更して充分な水没補助の対策を行って地元住民を納得させたと聞い
ており、工事に必要な外貨部分について第2次円借款の残と第2次の追加金、第3次円借款の供
与が決定。

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 002

2001年 3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 55～58  結論／勧告

和
甌江推力発電開発計画調査

実績額（累計） 426,318 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=12.2％
　結　論
　甌江水系ﾀﾝ坑、黄浦両水力発電計画は､系統の増大する
電力需要と負荷の尖鋭化が想定されることから､尖頭負荷
に対応できる貯水池を有する尖頭出力発電所とした｡ま
た､電力需給予測の結果、ﾀﾝ坑発電所は1990年代前半､黄
浦発電所は遅くとも2000年までに運転を開始すべきであ
る｡
両計画の経済性は、単独(黄浦計画はﾀﾝ坑計画が完成後に
着手)でも代替火力設備と比較して経済的に優位である。
　勧　告
　ﾀﾝ坑水力発電を1993年､黄浦水力発電所を1999年までに
運転開始するためには､4万人および6万人におよぶ水没移
転に対する具体的対策をたてる一方､追加調査を含め、実
施計画ならびに建設に必要な諸準備を早急に実施するよ
う勧告されている｡

　1987年に初歩設計を完了し､国家計画委員会へ提出し
た。しかしながら、浙江省の資金不足とﾀﾞﾑ建設による
　(*)へ続く

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Oh River Hydroelectric
Power Development Project in People's Republic of
China

調 査 延 人 月 数 94.32 人月 （内現地28.72人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

終報告書作成年月 1984.3

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 篠原　淑郎

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 水力電力部
　朱敬徳（外事司副司長）

調 査 団 員 数 14,5 担当者（職位）

現地調査期間 82.6.17～11.18
83.7.3～7.16

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延･中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
[実施機関]　　水利電力部

[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ]　浙江省

[総事業費]　　　ﾀﾝ坑（ﾀﾝｶﾝ） 総事業費 1,346百万元
　　　　　　　　　　　　　   うち外貨分 334百万元
　　　　　　　　黄浦（ﾜﾝﾌﾟｰ）総事業費　 740百万元
　　　　　　　　　　　　　   うち外貨分 201百万元
　　　　　　　　　　（1.704元=1USﾄﾞﾙ、1982年時点）

[実施内容]
                ﾀﾝ坑発電所       黄浦発電所

大出力          600MW            240MW
年間発生電力量   1.046GWH          846GWH
常時満水位        160ｍ             38ｍ
総貯水量      3,500百万立方ｍ   700百万立方ｍ
ﾀﾞﾑ　型式     中央1×水壁型ﾛｯｸﾌｨﾙ
   　高さ          165ｍ             50ｍ
   　堤体積   13,800百万立方ｍ   2,200百万立方ｍ
水車          立軸ﾌﾗﾝｼｽ4台       立軸ｶﾌﾟﾗﾝ4台
発電機        三相交流同期4台    三相交流同期4台
送電線        ﾀﾝ坑～萌水～       黄浦～萌水
　　　220kv×46km、500kv×250km  220kv×61km

[実地経過]
　1986～1993年　　ﾀﾝ坑
　1994～1999年　　黄浦

(*)から
水没地区の住民移転問題（当時4万人の移転問題）が未解決であったと
いう2点の理由から、当計画は承認されなかった。
　1980年代中旬から1990年半ばまでは、国家の発電政策が火力発電中心
の傾向にあり、水力発電への投資は見送られるようになった。（2000年
2月現地調査結果報告）

　現段階では、国家計画に組み入れられていないが、建設作業は水利電力部華東勘測設計院に
て継続中であり、1987年には貯水池の初歩的設計が終了。

1999.11現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進中で1997年現在、特に進展無し。

 その他の状況
技術移転
　1.現地での岩盤力学に関するｾﾐﾅｰの開催
　2.電源開発会社本店における各部門別研修、保有発変電設備見学等のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修
　3.供与機材の運転指導、ｻﾝﾌﾟﾙ等の指導を行った。



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 003

2002年 3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63～2  結論／勧告

和
産業廃水処理・再生利用計画

実績額（累計） 339,607 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ　：燕山地区　有り
              　太原地区　無し
2.内部収益率（生産能力増強投資負担除外）：
　　燕山地区　56.4％
　　太原地区　 1.6％
3.開発効果と問題点
　　燕山地区：工業用水制約解消
　　　　　　　　（生産能力増強可能）、
　　　　　　　　排水基準に合格となる
　　太原地区：悪質排水の前処理設備が高価
　　　　　　　　（発生源対策が必要）、
　　　　　　　　現状の工業用水回収率が低い。

カウンターパートの変更：「中国科学技術部農村与社会
発展司資源与環境処」に改編。（1999年度現地調査結
果）

案　件　名 英 Fessibility Study on Industrial Wastewater
Treatment and Recycling Project

調 査 延 人 月 数 80.05 人月

調査の種類／分野 F/S／工業一般

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 三菱油化エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　晋

所属 三菱化学エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 中国国家科学技術委員会
環境科学技術弁公室　副主任
傳　立*調 査 団 員 数 6／12／12／6 担当者（職位）

現地調査期間 89.3.17～3.30／90.2.4～3.15
89.11.12～12.31／90.7.23～8.12

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関：燕山石油化公司、太原化学工業公司

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：北京燕山、山西太原

総事業費：燕山地区　 41,608　万元（約104億円）
　　　　　太原地区　 74,829　万元（約187億円）
　　　　　　計　　　116,437　万元（約291億円）
（1元＝25円）
実施内容：燕山地区　簡易処理・回収（11,426立方m/day）
　　　　　　　　　　再生利用　　　（14,974立方m/day）
　　　　　　　　　　悪質排水前処理（11,426立方m/day）

　　　　　太原地区　簡易処理・回収（41,085立方m/day）
　　　　　　　　　　再生利用　　　（33,033立方m/day）
　　　　　　　　　　悪質排水前処理（15,630立方m/day）
　　　　　　　　　　集合排水処理　（39,450立方m/day）

（燕山石油化工湯源公司）
・大きく改善された。改善に関してはJICAの報告書を参考にしたが必ず
しも提言通りではなく、その後の燕山石油化工の実情に合わせて独自の
改善を実施した。具体的な対策として、
（１）汚水源の管理強化
（２）生産部門でのクリーンな生産
（３）汚水と清水の分離
・汚水処理に関しては以下の事項を実施した。
　１）前処理設備の設置
　２）汚水処理場の新規建設
　３）観測システムの建設
・資金はすべてすべて燕山石油化工有限公司が事故調達しており、総投
資額は3.5億元である。
・再利用についてはJICA調査後に燕山石油化工有限公司及び中国科学委
員会生態環境研究センターが協力して汚水処理・再利用を実験的に実施
した。

（太原化学工業公司）
・南堰排水処理場は完成し、前処理能力は６万立方ｍとなった。また関
係工場の前処理設備も完成している。
・化学肥料工場の汚水処理についてはF/Sはできたが、まだ実施してい
ない。
・クリーン生産計画を実施中である。
・今後の改善課題として南堰汚水処理場の改良が残っている。
（1999年度現地調査結果）

1. フィージビリティのある燕山地区において、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ効果をさらに高めるため、簡易な再
生利用システムの実証実験を、JICAのプロジェクト方式技術協力で実施予定。
2. 太原地区においても、報告書の提言に基づき、発生源対策の強化、簡易処理、回収量増大
策等を見直し中。
3.太原地区において、工場診断の必要性を報告書で提言したが、1996年度工場近代化計画調査
として実現。

2002.3現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修を1991年3月26日より約1ヵ月間実施。
（燕山石油化工総公司1名、太原化学工業公司1名）



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 004

2002年 3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 1～2  結論／勧告

和
十三陵揚水発電開発計画

実績額（累計） 111,327 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ　：有り

2.EIRR=11.7％
　B/C=1.02（SDR=10%）
　FIRR=12％

案　件　名 英 Ming Tombs Pumped Storage Power Project 調 査 延 人 月 数 29.70 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1990.1

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 森本　時夫

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 華北電業管理局

調 査 団 員 数 8 担当者（職位）

現地調査期間 90.7.5～7.31

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関：華北電業管理局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：北京市北方　40km

総事業費：外貨　531,250 千元
　　　　　内貨　666,616 千元
　　　　　計　1,197,866 千元
　　　　　　　　（1元=32円）

実施内容：1.貯水池
　　　　　　　下池　既設
　　　　　　　上池　有効貯水容量 3.8百万立方ｍ
　　　　　2.ﾀﾞﾑ
　　　　　　　ｱｽﾌｧﾙﾄ表面遮水璧型ﾛｯｸﾌｨﾙ
　　　　　　　高さ　120ｍ
　　　　　3.発電所
　　　　　　　形式　地下式
　　　　　　　幅／高／長　20.7ｍ/44.6ｍ/149ｍ
　　　　　　　出力　800MW（200MW×4台）
　　　　　　　ﾋﾟｰｸ継続時間　5時間

運転開始　1995年末（1号機）
　　　　　1996年末（最終）

・現在発電機は4機あり、第1号機は1995年12月に完成し、その後半年ご
とに各発電機が建設され、最終の第4号機は1997年6月に完成した。
・総工事費は37.1515億元かかっており、内OECFからの円借款は130億円
（総投資の約30％）。内貨としては北京国際電力開発投資公司及び国家
開発銀行から資金が供給された。
・すべての提言・勧告はｸﾘｱｰしており問題はない。
（1999年度現地調査結果）

　本調査は中国側が一部実施したF/Sの補足調査であり、本調査をもってF/Sを完成させ、これ
をもってOECFの円借款（1991年3月調印、130億円）が供与された。
　1991年7月より電源開発(株)が施工監理に対するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ業務を実施。

2002．3現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 CHN 005

2003年 3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 3～4  結論／勧告

和 神府東勝鉱区炭質管理ｼｽﾃﾑ計画 実績額（累計） 204,344 千円 ・需要家のﾆｰｽﾞに適応した国際的な品質規格ﾍﾞｰｽ
の輸出炭等を生産する多機能の炭質管理ｾﾝﾀｰ設置
を目的としたﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰｽﾀﾃﾞｨｰを実施した。そ
の結果、財務内部収益率は11.3%となった。
・上記ｾﾝﾀｰの設置により、中国を代表する輸出炭
が生産、拡大されることになり、国際収支が改善
され、石炭需要の確保により炭鉱経営も安定す
る。
・「華能精媒公司」は「神華集団有限責任公司」
と改名。(1999年度現地調査結果)

案　件　名 英 Feasibility Study on Quolity Control System Plan
for Shenfu Dongsheng Coal Field.

調 査 延 人 月 数 63.70 人月

調査の種類／分野 F/S／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1992.7

コンサルタント名 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  栗井　康雄

所属  三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株） 相手国側担当機関名 能源部　媒炭司長　陳　明和
華能精媒公司　　董事長　肖寒

調 査 団 員 数 11 担当者（職位）

現地調査期間 90.9.3～90.9.26/91.2.20～91.2.28

91.6.17～91.10.26/91.12.2～91.12.20

92.3.2～93.3.13/92.7.6～92.7.17

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　華能精媒公司

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　陜西省北部揄林地区、蒙古自治区の伊克盟地区

総事業費
　24億元（4,600万米ﾄﾞﾙ）と予測

実施内容
　中国で石炭埋蔵量の最大の神府東勝鉱区は、今後最大の増産余力を有
しており、需要に対する品質の適合と安定供給を図ることを主目的とし
て「炭質管理ｼｽﾃﾑ計画」の調査を実施した。
　具体的には、大柳塔炭坑及び活鶏兎炭坑の出炭（1,100万t/年）を対
象に、輸出炭及び優れた炭質の国内炭を製造する為、選炭設備、分析、
積出設備と総合管理部門を含む炭質管理ｾﾝﾀｰを設置する計画を作成し、
輸出を拡大し、炭坑操業の安定化を図ることとした｡
全体計画
　原炭処理能力：1,200万t/年
　破砕設備　　：300万tｘ 4基
　水洗ｼﾞｸﾞ　　：150万t ｘ2基
　原炭ｻｲﾛ　　 ：6,600tx 2基
　　　　　　　　　　10,000tx2基
　精炭ｻｲﾛ　　：10,000ｔx8基
実施経過
　建設　選炭設備　　　1991-1997年
　　　　泥炭設備　　　1993-1997年

　　　　管理ｼｽﾃﾑ　　　1995-1997年

実現された設備
　原炭処理能力：600万t/年
　破砕設備　　：600万t/年（2基、国産）
　水洗ｼﾞｸﾞ　　：150万t/年（1基、国産）
　　(1995/末～1997/上、ｶﾅﾀﾞ製3基導入予定)
　原炭ｻｲﾛ　　 ：6,600tx2基
　積炭　　　　：10,000tx4基

・1997年よりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施されており、以下の設備が実現されてい
る｡
　原炭処理能力：1,200万t/年
　破砕設備葉ﾛﾝｸﾞﾎｰﾙ掘削のため不要
　水洗ｼﾞｸﾞ150万t（1基、国産）及びﾄﾞｲﾂKHD社より250万t/年の機器を3
台購入
　原炭ｻｲﾛ6,600tx2基及び15,000´2基
　積炭ｻｲﾛ10,000tx8基
・炭質管理ｾﾝﾀｰは指導を中心としたｾﾝﾀｰで機材・設備も揃っており、順
調に機能している。
(1999年度現地調査結果)
・2000年度より三菱マテリアル株式会社として、神木炭の輸入を開始し
た。

　本調査に基づき選炭設備等は建設され、順調に操業されている。
　日本輸出入銀行3次ｴﾈﾙｷﾞｰﾛｰﾝ（総額4億米ﾄﾞﾙ）の一部、「大柳塔・活鶏兎開発工事」にて建
設された(1994年3月現在)。
2002.3現在：変更点なし。
2003.2現在：変更点なし。

プロジェクトの現況に至る理由

2002.3現在：追加事項特になし

 その他の状況
本調査の実施機関中実施した技術移転の主たるものは、次の通りである。
1)JICAが供与した大口径ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ機器による現地での孔、試料搾取等に関し指導した。
2)JICAが寄与した分析機器を利用し、JIS規格による分析等にし指導した。
3)日本における中国技術者の研修については、1992年4月に1名（炭質管理）、9月頃に1名（経
済性の検討他）受け入れ、それぞれ技術移転を実施した。
2002.2現在：変更点なし。2003.2現在：変更点なし。



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 006

2003年 3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 4～6  結論／勧告

和 神木炭総合利用計画調査 実績額（累計） 260,373 千円
１.投資総額
　総建設所要資金に建設中費用、試運転費用、建設中金
利を加えた総投資額
　1)国内全額借入の場合　　　　　　　 1,051.1 4万元
　2)国内資材調達見合国内借入
　　海外調達見合ｿﾌﾄﾛｰﾝ借入の場合　　　 924.6 4万元
2.財務分析
　 内部利益率　6.6％ (ｹｰｽ1)の場合)
3.経済評価
　・都市ｶﾞｽ設備を含んでおり公共性の高い計画である。
　・事業収益金による納税額558千万元（14年間累計）
　・中国内陸部の地域開発に寄与する
4.提言
　1)海外ｿﾌﾄﾛｰﾝの導入
　2)事業主体（推進母体）の確立
　3)都市ｶﾞｽ適正販売価格の設定
　4)製品販売先の確保
　5)原料石炭購入価格の設定（低廉）

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Complex of the Shenmu
Coal.

調 査 延 人 月 数 62.36 人月

調査の種類／分野 F/S／化学工業

終報告書作成年月 1994.8

コンサルタント名 三菱化学エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　晋

所属 三菱化学エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 中国国際工程諮詢公司
蒋　兆祖　（副総経理）

調 査 団 員 数 10／10／11 担当者（職位）

現地調査期間 93.2.24～3.24
93.8.30～9.18
94.1.17～2.3

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
　石炭を原料として尿素・ﾒﾀﾉｰﾙ・酢酸・都市ｶﾞｽを製造する石炭化学ｺﾝ
ﾌﾟﾚｯｸｽの技術的・経済的可能性調査
　　1)建設予定地
　　中国内蒙古自治区包頭市
　　2)生産品目、規模
　　　　石炭ｶﾞｽ化ﾌﾟﾗﾝﾄ、ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ内所要量見合
　　　　ｱﾝﾓﾆｱ　　　　　33万T/年
　　　　尿素　　　　　 57.2万T/年
　　　　ﾒﾀﾉｰﾙ　　　　　33万T/年
　　　　酢酸　　　　　 22万T/年
　　　　都市ｶﾞｽ　　　　50万Nｍ3/日
　　　　自家発電所　　 4.9万kw
　　3)生産品の需給見通し
　　　　2000年時点における需要は、各製品共、供給を上廻る。
　　4)工場立地条件
　　　　適確である。
　　5)総建設所要資金
　　　　862,180万元
　　6)建設計画
　　　　設計・建設・試運転　　　1996年～1999年
　　　　稼働開始　　　　　　　　2000年

　本計画については、第9次5ヵ年計画への上程を、下記機関が推進中である。
1.中央；科学工業部
2.地方；内蒙古自治区、包頭市

2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：新情報なし

プロジェクトの現況に至る理由

1995年投資制度改革が国家計画委員会より通達され、地方政府は総投資額の30％を準備するこ
とが義務づけられた。当時内蒙古自治区と包頭市は13億元しか準備できず、国家の認可を受け
られなかった。その後も国家は当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの重要性を鑑みた。外貨の導入を試み、その間日本
（丸紅、日揮）をはじめｱﾒﾘｶ（Dasco、Prax）、イギリス（BP）、ドイツと協議をもったが、
いずれも契約提携にはいたらず、現在手付かずのままになっている。代替案として内蒙古自治
区は1996年に天然ｶﾞｽ（ｲｹｼﾞｮ盟烏審旗から産出）を用いてﾒﾀﾉｰﾙと酢酸を製造するF/Sを作成し
た。（1999年度現地調査結果）

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 007

2003年 3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 7～9  結論／勧告

和 紅石ダム揚水式水力発電所F/S調査 実績額（累計） 313,569 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有り
2.EIRR=27.0％
　B-C=202808万元（1元=15円）
　B/C=1.62
　（前提条件）
　割引率=12％
3.期待効果
　東北電網において年々増大するﾋﾟｰｸ格差への対応

案　件　名 英 調 査 延 人 月 数 52.10 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1998.1

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 金子　和男 (株)アイ・エヌ・エー

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 中華人民共和国
電力工業部東北電業管理部

調 査 団 員 数 12 担当者（職位）

現地調査期間 96.2.26～3.20／96.5.22～6.20／96.8.26～10.24
97.1.16～1.30／97.3.10～3.24／97.5.22～5.30
97.7.18～8.1／97.11.5～11.19

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止･消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
・実施機関：中華人民共和国電力鉱業部
　　　　　　東北電業管理局
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：吉林省松花上流域
・総事業費　 ：628,317万元（94,248百万円）
（外貨分　337,346万元（50,602百万円））
（内貨分　290,971万元（43,646百万円））
（1997年、1元=15円）
・実施内容：最大出力　1,200MW
　　　　　　運転時間　5時間
　　　　　　ｺﾝｸﾘｰﾄ表面遮水壁型ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ（高さ78ｍ、頂長502ｍ）
　　　　　　三相交流同期発電電動機4台
・実施経過：2001年建設着手、2005年（1号機）運開
・環境問題：なし
・実施設計に先立ち必要な追加調査：地形図作成、地質調査

・当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのF/S調査終了間際の1997年後半に電力市場の状況に変化が現れ、既存の設備に
おいても供給電力過多の傾向が見られるようになり当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの必要性に疑問が見えていた。
しかし、この問題についての日本側との話し合いはもたれていない。JICA報告書完成（1998年
1月）後、同年5月に中国側において費用面、効果面等を考慮の末、当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中止を正式に
決定した。（1999年度現地調査結果）

2003.2現在：変更点なし。

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 008

2003年 3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 9～11  結論／勧告

和
中華人民共和国中国炭直接液化事業の経済性に係るF/S調
査 実績額（累計） 270,532 千円

1)本石炭液化事業のﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨは低い、と結論した。DCF
法による収益率はROI（税引前）4.8％、ROI（税引後）
3.7％、ROE2.6％
2)環境円借を適用し、評価期間を20→30年とした場合、
ROEは8.3％に改善。また物価上昇率を石油製品、石炭原
料全てに4％／年とした場合、ROI（税引前）9.4％、ROI
（税引後）7.7％、ROE9.6％に改善。
3)
[開発の効果]石炭液化事業により中国の石油輸入量の急
増が抑制され、日本などｱｼﾞｱ諸国の石油確保事情を緩和
する。中国の西部開発に貢献。
[問題点]実証ﾌﾟﾗﾝﾄの経験がなく、第1号の技術的、経済
的ﾘｽｸがある。

案　件　名 英 F/S On Direct Coal Liquefaction Proｊect in the
Peoples Republic of China

調 査 延 人 月 数 80.00 人月

調査の種類／分野 F/S／エネルギー一般

最終報告書作成年月 2000.3

コンサルタント名 (財)石炭利用総合センター

調
　
査
　
団

団長 氏名 志鷹　義明

所属 (財)石炭利用総合センター 相手国側担当機関名 実施当時：煤炭工業部国際合作司
　　　　　科学技術処長　高雅琴
現在　　：国家煤炭工業局外事司
　　　　　国際合作処長　高雅琴

調 査 団 員 数 15 担当者（職位）

現地調査期間 98.2.22～3.20／98.9.6～9.20
98.12.6～12.11／99.5.30～6.10
99.11.21～12.4

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1)立地場所 ：黒竜江省ﾊﾙﾋﾟﾝ市依蘭縣
2)ﾌﾟﾗﾝﾄ規模：原料石炭　5,000t/d
　　　　　　 主製品（ｶﾞｿﾘﾝ、軽油）75万／年
3)総建設費：97億元（1,300億円）

　報告書は2000年3月には中国側に届き、中国側は中国において石炭液化ﾌﾟﾗﾝﾄを建設するか否
かの審査に入り、現在もそれは進行中。来年3月までに建設するか、否かを決定し、その後どの
立地に建設するかを決定する予定とのこと。
　F/S当時の国際原油価格は15$/bで、その後上昇し、中国国内石油製品価格も上昇し、中国国
内の計算ではROE 10％を超えているとのこと。
2003.1現在：事業主体である黒龍江省政府（及び省の国営企業）が、自ら行うべき本格F/S調
査を完成させておらず、中央政府（国計委）に提出もされていない。したがって、中央政府
（国計委）は次の計画段階に進展してよいという承認を出していない。

プロジェクトの現況に至る理由

　中国政府は日本の行った本件（黒龍江省）の他に、米国により陜西省に、独自により雲南省
に石炭液化F/Sを同じ期間に平行して行った。さらに日本（NEDO）陜西省におけるF/Sを1999年
度の1年間で行い、以上4件のF/S結果を中国政府はまとめて審査する模様。
2003.1現在：1)黒龍江省政府が本格F/S調査を未だに中央政府に提出できない主な理由は、事
業資金の3分の1以上と規定されている資本金を調達できないことにある。2)中国最初のプロ
ジェクトは陜西省神華プロジェクトと2002年3月に決まった。採用された技術は、米国のHTI法
である。

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 CHN 009

2003年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 9～12  結論／勧告

和 中国神府東勝鉱区水資源総合開発調査 実績額（累計） 248,524 千円 1)フィージビリティの有無:　調査された大ダム案・小
ダム案の双方共に経済的にはフィージビリティがあるが
財務的フィージビリティは無いと結論付けられた｡ま
た、大ダムの基礎遮水工法・砂層改良・液状化問題、小
ダム案に必要とされる新規下流調整池が未検討であると
の観点から技術的健全性が十分ではないと判断された。
2)内部収益率:　大ダム案・小ダム案それぞれの経済内
部収益率は15.0％及び12.5％と中国基準収益率12％を上
回っている。しかし財務的内部収益率は両者とも2%以下
と算定され投入資本の回収は困難と結論づけられた。
3）当該開発計画の問題点：　ダム建設地点の地質条件
が、中国側が実施した既存調査で想定した条件より悪い
ことが判明した。特にダム左岸アバットメントの風積堆
積物（砂丘部）が厚く、膨大な遮水処理・安定処理が必
要になると予想され堆積土砂処理も含めた技術的課題が
大である。その結果財務的妥当性に欠けることとなり、
結論として大型ダム建設に変わる水資源開発を再検討す
ることを提言した。

案　件　名 英 Study on Development of Water-resource, Shenfu-
Dongsheng Mining Area in the People's Republic of
China

調 査 延 人 月 数 48.87 人月 (現地26.77)

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 2000.　6

コンサルタント名 日本工営株式会社

調
　
査
　
団

団長 氏名  実方貞夫 ㈱ダイヤモンドコンサルタント

所属  日本工営株式会社 相手国側担当機関名 神華集団有限責任公司

調 査 団 員 数 11 担当者（職位）

現地調査期間 97.10～97.11/　98.5～98.6

98.11～98.12/99.10～99.11

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1)実施機関：　中華人民共和国　神華集団有限責任公司、基本建設協調
部副経理　馬志富
2）プロジェクトサイト:　（転龍湾ダム予定地点）内モンゴル自治区、
黄河の一支流であるウーランムールン川上流の神府東勝鉱区
3）総事業費：　大ダム案２７３百万米ドル、小ダム案６３百万米ドル
4）実施内容:
（大ダム案）中央遮水壁式ゾーンタイプアースフィルダム,堤高64m、堤
堆積7百万㎥、総貯水容量4.3億㎥、有効貯水容量1.15億㎥、水門扉付地
上開水路式洪水吐、仮排水・排砂トンネル（8m径、818m長一本）｡給水
トンネル（２．５m径一本）、発電所（420kW）
 （小ダム案）コンクリート重力式ダム、堤高34ｍ、堤堆積12万㎥、総
貯水容量0.18㎥、有効貯水容量0.05億㎥、仮排水・排砂トンネル（8m
径、460m長ー本）、給水官（埋設ヒューム管、1.0m径、12.3km長一本）
5)実施経過:
（大ダム案）コンサルタント契約締結後竣工まで8年10ヶ月間
（小ダム案）コンサルタント契約締結後竣工まで8年6ヶ月間
6)機材供与の有無と受け入れ研修および現地セミナーの開催の有無:
（機材供与）有り　（水文観測機器・弾性波探査機器・水質分析機器）
（受け入れ研修）有り　（物理探査・経済分析・水文分析一名、合計3
名）
（現地セミナー）無し

2003.3現在：情報なし 2003.3現在：情報なし

プロジェクトの現況に至る理由

2003.3現在：情報なし

 その他の状況
2003.3現在：情報なし
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2003年 3月改訂

国　　　　名 大韓民国 予 算 年 度 2～5  結論／勧告

和 産業排水処理・再生利用計画 実績額（累計） 130,742 千円
1.染色工業団地の産業排水処理・再生利用計画
　ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有

2.電気ﾒｯｷ工業団地の産業排水処理・再生利用計画
　ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有

案　件　名 英 Industrial Waste Water Treatment and Recycling
Project in the Republic of Korea

調 査 延 人 月 数 480.00 人月

調査の種類／分野 F/S／その他工業

最終報告書作成年月 1993.8

コンサルタント名 (財)造水促進センター

調
　
査
　
団

団長 氏名 後藤　藤太郎 (株)三祐コンサルタンツ

所属 (財)造水促進センター 相手国側担当機関名 Korea Institute of Science and
Technolotgy
Dr. Wontton Park, Director調 査 団 員 数 7 担当者（職位）

現地調査期間 91.3.24～3.29／93.5.11～5.19
92.2.24～2.29／92.9.7～11.5

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1.染色工業団地の産業排水処理・再生利用計画

実施機関
　環境管理公団、工業組合
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　京畿道安山市
総事業費
　1案　15.47億ｳｫﾝ　（2.4億円）
　2案　16.19億ｳｫﾝ　（2.5億円）
　3案　20.12億ｳｫﾝ　（3.2億円）
実施内容
　韓国国内の公害関連規制を満足させる経済的な排水処理ｼｽﾃﾑの実施
（排水量低減、排水処理、再生利用）

2.電気ﾒｯｷ工業団地の産業排水処理・再生利用計画

実施機関
　環境管理公団、工業組合
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　京畿道仁川市
総事業費
　1案　10.22億ｳｫﾝ　（1.6億円）
　2案　10.91億ｳｫﾝ　（1.7億円）
　3案　14.10億ｳｫﾝ　（2.2億円）
実施内容
　韓国国内の公害関連規制を満足させる経済的な排水処理ｼｽﾃﾑの実施
（排水量低減、排水処理、再生利用）

2000.10現在：
　報告書の提出後、C/PのKISTより参考資料にしたいとの連絡があったが、その後連絡なし。ｿ
ｳﾙ市の水源の浄化についての問い合わせ、大学・企業からの技術的問い合わせはある。
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

プロジェクトの現況に至る理由

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況は暫定措置。

 その他の状況
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2001年 3月改訂

国　　　　名 バングラデシュ 予 算 年 度 53～54  結論／勧告

和
カルナフリ・レーヨン工場修復・増設計画調査

実績額（累計） 40,433 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（税引前）=8.8％、FIRR（税引後）
=7.75％
　条件：金利 9％
　　KRCの設備の修復の実施
3.期待される開発効果
(1)KRCのたて直しによって、地域社会に便益を与
える
　　　　（現在は充分な便益を与えていない）
(2)外貨節約（約3,000万USﾄﾞﾙ）
(3)雇用の増大（直接3,000人、この他にも間接的
に多数期待できる。）

案　件　名 英 The Feasibility Study for Replacement and Expansion
of Karunaphuri Rayon & Chemicals Ltd in People's
Republic of Bangladesh

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／その他工業

終報告書作成年月 1979.9

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 植木　茂夫

所属 (社)日本プラント協会 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ調査部長 相手国側担当機関名 Bangladesh Chemical Industries Corpora-
tion

調 査 団 員 数 9 担当者（職位）

現地調査期間 79.2.5～2.24

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Chittagong Hill Tracts

総事業費
　310.4百万TK（4,031百万円）
　（1USﾄﾞﾙ=200円=15.4TK）
　外貨分
　（建設関連費用　3,636百万円　長期借入円借
　（運転資金　　　　 54百万円　自己資金
　内貨分
　　　　　　　　　26百万TK 自己資金

実施内容
　ﾚｰﾖﾝ･ﾌｨﾗﾒﾝﾄ及びｾﾛﾌｧﾝ　 5t/d
　ﾚｰﾖﾝ･ｽﾌ　　　　　　　 15t/d

　　（改修）ﾋﾞｽｺｰﾄ製造ﾌﾟﾗﾝﾄ、ﾚｰﾖﾝ･ﾌｨﾗﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄ、
　　　　　　ﾊﾟﾙﾌﾟﾌﾟﾗﾝﾄの主工程部門、ｹﾐｶﾙ･ﾌﾟﾗﾝﾄ、
　　　　　　水処理ﾌﾟﾗﾝﾄ、ｻｰﾋﾞｽﾊｳｽ
　　（新設）ﾚｰﾖﾝ･ｽﾌ製造設備

実施経過
　工期　契約発行後22ヶ月
　　　　1979.9　契　　約
　　　　1981.7　工場建設完了

BCIC

ﾁｯﾀｺﾞﾝｶﾙﾅﾌﾘ地区

（1USﾄﾞﾙ=235円=19.8TK）
円借款　　3,800百万円（1981）
　　　　　　266百万円（1983）

自己資金　TK.106.5百万

同　左

同　左

契約発効後24ヶ月
　1980.12　着　　工
　1984.3　 工場建設完了
　1984.6　 商業運転開始

1980.10 円借款 L/A締結
1983　追加融資
－ﾚｰﾖﾝ市況悪化。製造ｺｽﾄが市価の3倍にも上る現状。
－ﾚｰﾖﾝ･ｽﾌ6～7t/日、（当初F/Sにはなかった自己投資新規ﾌﾟﾗﾝﾄによる）
　ｿｰﾀﾞ10～12t/日を製造するのみ
　（1996年10月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

報告書と具体化された内容との差異
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：時期の遅れによる
2.資金計画：時期の多少の遅れによる
3.建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：遅延の主たる理由は、1)政変、ｵｲﾙｼｮｯｸ等による内貨調達の遅れ、
2)現地側の土木工事の遅れ。
4.製造原価の悪化：1)予想を大幅に上回る円為替ﾚｰﾄの上昇、2)F/Sの見積りの甘さ
（BCICによる評価）

 その他の状況
受注業者名
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：三菱重工業(株)

　他にF/Sに対する批判として、非効率的で時間がかかり過ぎる、と言った転がﾊﾞﾝ
ｸﾞﾗﾃﾞｼｭ側から指摘（1996年10月現地調査結果）
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2001年 3月改訂

国　　　　名 バングラデシュ 予 算 年 度 53～54  結論／勧告

和
132KV送変電計画調査

実績額（累計） 57,819 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
2.B/C…（金利15％）0.198、（金利4％）0.667
　条件(1)送電線及び変電所の用地確保
　　　(2)現地調達資材の確保
3.期待される開発効果
(1)Faridpur地区の灌漑計画が促進され約15万ﾄﾝ程度の米
の増産が可能となる。
(2)約25万人／年に及ぶ就業機会が与えられる可能性があ
る。
(3)同国西部地域における安価が安定した電力供給を可能
にする。
（1996年10月現地調査結果）

案　件　名 英 Feasibility Study for the Construction of Bheramara
Barisal Transmission Line in People's Republic of
Bangladesh

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／送配電

最終報告書作成年月 1979.11

コンサルタント名 東電設計(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 佐藤　恒也

所属 (社)日本プラント協会業務部課長 相手国側担当機関名 Bangladesh Power Development Board
(B.P.D.B.)

調 査 団 員 数 8 担当者（職位）

現地調査期間 79.2.12～3.24

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ電力公社
　（B.P.D.B : Bangladesh Power Development Board）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ西部地域

総事業費
　Total　563百万TK
　外貨   258百万TK
　内貨   304百万TK
　（7312百万円、1USﾄﾞﾙ=200円=15.4TK）

実施内容
　132KV　送電線　230km
　Faridpur変電所の新設
　Madaripur 〃　〃
その他既存の変電所の増設、改造

建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　　1980.1 　準備着手
　　1981.10　工事着手
　変電所運転開始
　1983.7　BheramaraおよびFaridpur
　1985.7　MadripurおよびBarisal

同　左
Bheramara～Faridpur～Barisal間

349百万TK
外　貨　3,089百万TK
内　貨　　148百万TK
円借款　3,100百万円（L/A　1980.10.31）
（1.25％・30年(10年)）LDCｱﾝﾀｲﾄﾞ

同　左

1981.11.31　契約
1981.9　　　着工
1984.12　 　完成

1980.10　円借款　L/A締結
1980.11　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約
1999.10現在：変化なし

プロジェクトの現況に至る理由

予算・外貨分のｺｽﾄは若干F/Sの見積より低くなった。内貨分ついては理由は不明であるが半減
した模様。
建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：送電線鉄塔工事に関し、土壌粘土の安定係数のこり方について、ｺﾝﾄﾗｸﾀｰとBPDB
側との間に意見の相違が生じその解決のために若干工期をﾛｽした模様であるが、全体工事が当
初予定より早く完成したことから大きな問題には発展しなかった。

 その他の状況
受注業者名
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：ﾄｰﾒﾝ(株)
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2001年 3月改訂

国　　　　名 バングラデシュ 予 算 年 度 54～55  結論／勧告

和
カプタイ水力発電所増設計画調査

実績額（累計） 26,683 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り（代替え案との比較）
2.FIRR=5.3％　条件　電力料単価=100ﾊﾞｲｻ/KWh
3.期待される開発効果
(1)化石燃料の節約
(2)需要地区への安定良質の電力供給
(3)既設発電設備の保守点検の機会を増加させ発電所全体
の故障を減少させる。

1999.11現在：変更点なし

案　件　名 英 The Feasibility Study for the Kaptai Hydropower
Station Extention Project in People's Republic of
Bangladesh

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

終報告書作成年月 1980.9

コンサルタント名 東電設計(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 岩田　元恒

所属 東電設計(株) 相手国側担当機関名 Bangladesh Power Development Board
(B.P.D.B.)

調 査 団 員 数 4 担当者（職位）

現地調査期間 80.3.1～3.29

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　BPDB（ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ電力公社）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　既設ｶﾌﾟﾀｲ発電所上流約150km地点

総事業費
　1,331.7百万TK（内貨　413.3百万TK）
　             （外貨　918.4百万TK）
                  （12,215百万円）
　　（17,712百万円、1TK=13.3円）

実施内容
　50MW×2機の発電所
　土木建築工事（機材・施工）
　ｶﾌﾟﾗﾝ型水車
　発電機
　鉄構機器類（ｹﾞｰﾄ・鉄管・ｽｸﾘｰﾝ）
　送変電設備

実施経過
　準備から着工まで約14ヶ月
　工事実施期間　約45ヶ月
　　　1985.6 　4号機　運転開始
　　　1985.12　5号機　　 〃

BPDB

同　　左

3,891.053百万TK（内貨　　927.330百万TK）
               （外貨　2,963.723百万円）

円借　1980年度　　 250百万円（E/S L/A締結　1981.8.7）
　　　1982年度　 4,000百万円（L/A締結　1983.1.26）
　　　1983年度　10,680百万円（L/A締結　1984.3）

50MW×2機の発電所及び132Kv送電線　約60km

同　　左

1984.9.24　　着工
1988.1.15　　4号機運開
1988.2.15　　5号機運開
1988.11.20 　竣工

1.E/S(1st Stage)：1980年度円借款2.5億円（他に内貨6.4mil.TK）を供与。
2.1982年度円借款として土木・建築分(Lot-1)及びE/S(2nd Stage)に対し40億円供与。
3.鉄鋼・ｹﾞｰﾄ(Lot-2)、水車発電機(Lot-3)及びE/S(Lot-4)に対し1983年度円借款として、
106.8億円供与。
4.同国唯一の水力発電所として順調に稼働。しかし、日本製機材のﾒﾝﾃﾅﾝｽ及びｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ調達に
（とくにｺｽﾄとﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ面で）問題あり。
　（1996年10月現地調査結果）
5.1998.10　#6,7増設、F/S補足調査を実施中。

プロジェクトの現況に至る理由

報告書と具体化された内容との差異
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺｽﾄ：F/S報告書の見積に対し、総額で約1割増加したが、これは主としてﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の遅延による物価上昇分の増加による。
2.ｽｹｼﾞｭｰﾙ：F/S報告書では1985年12月完成を予定しており、約2年強の遅れとなったが、これ
は主としてｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約及び入札書類評価の遅れによる。（工期はF/S報告書とほぼ同じ）

 その他の状況
[受注業者名]ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：東電設計(株)
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：大成建設(株)、丸紅(株)、（日立造船・日立製作所・東芝）
　　　　　　ﾄｰﾒﾝ(株)（開発電気・高岳製作所）
[追加工事ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約]　1987年7月付調印／　雨量計・水量計・ﾃﾚﾒﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ新設、ｸﾚｰﾝ･ﾀﾞﾝ
ﾌﾟﾄﾗｯｸ調達、ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ調達、所内配電変圧器調達・据付、ｶｰｺﾞﾄﾗﾝｽﾌｧｰｼｽﾃﾑ新設、PDB技術者の
研修



個別プロジェクト要約表 ＢＧＤ 004

2001年 3月改訂

国　　　　名 バングラデシュ 予 算 年 度 56  結論／勧告

和
ジュートパルプ工場建設計画調査

実績額（累計） 41,355 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.18％
　条件（ｼｬﾄﾞｰ･ﾚｰﾄ）外貨1.30、ｼﾞｭｰﾄ･ｶｯﾃｨﾝｸﾞｽ
0.80、天然ｶﾞｽ2.50
3.期待される開発効果
(1)外貨節約及び外貨獲得（合計約339百万US$）
(2)雇用機会の増大
(3)地域社会への経済効果
(4)関連産業への波及効果

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Election of a Jute-
Pulp Mill in People's Republic of Bangladesh

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／その他工業

最終報告書作成年月 1982.3

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 植木　茂夫

所属 (社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 Bangladesh Chemical Industries
Corporation

調 査 団 員 数 7 担当者（職位）

現地調査期間 81.9.19～10.7

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延･中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　Bangladesh Chemical industries
　Corporation（BCIC）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Ashugani RegionのBhairab Bazar
　（ﾀﾞｯｶの東北方約70km）

総事業費
　67,191百万USﾄﾞﾙ　内貨 11,235百万USﾄﾞﾙ
　（15,454百万円） 外貨 55,938百万USﾄﾞﾙ
　　（USﾄﾞﾙ=230円=19TK）
　　自己資金40％　　　長期借入金60％

実施内容
　設備能力　25,000t/y
　原料処理設備　　　薬品製造設備
　蒸解設備　　　　　薬品回収設備
　ﾊﾟﾙﾌﾟ洗浄設備 　　発電設備
　ﾊﾟﾙﾌﾟ精選設備 　　工業用水処理設備
　漂白設備　　　　　排水処理設備
　ﾊﾟﾙﾌﾟ乾燥設備　　 建屋及び住宅

実施経過
　1982.10.1　契約発効
　1986.1.1 　操業開始

参考：初期運転資金、建中金利を含めると下記のようになる

78,708百万USﾄﾞﾙ　　内貨　21,013百万USﾄﾞﾙ
（18,103百万円）　 外貨　57,695百万USﾄﾞﾙ

　F/S終了後、先方よりﾌﾟﾗﾝﾄ機能の半分を煙草の巻紙製造に転用することの可能性
につき日本ﾌﾟﾗﾝﾄ協会に照会がなされた。
　その後、進展なし。
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

現況に至る理由：
1.不況のために製品ﾊﾟﾙﾌﾟの市況が悪い一方、原料ｼﾞｭｰﾄｶｯﾃｨﾝｸﾞｽの評価がF/S調査
時の約2倍に値上がりした。
2.但し、1996年現在、ﾊﾟﾙﾌﾟ市況は好転し、ｸﾞﾘｰﾝｼﾞｭｰﾄの戦略的重要性も再評価さ
れ、現地政府ｻｲﾄﾞからは再調査が求められている。
（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 BUT 001

2003年 3月改訂

国　　　　名 ブータン 予 算 年 度 10～12  結論／勧告

和 プナチャンチュ水力発電事業計画調査 実績額（累計） 324,945 千円 1.Punatsangchhu水力発電計画は技術的、経済的、環境
影響、及び資金計画の面からフィージビルである。
2.経済評価及び財務分析の結果は以下のとおりである。
EIRR　＝13.1％　　　　　FIRR　＝13.1％
3.本プロジェクトの発電による電力をインドへ輸出する
計画であり、これによる電力収入でブータン国の財政基
盤を強化することが可能となる。

案　件　名 英 Feasibility　Study on the Development of
Punatsangchhu Hydropower Project in the Kingdom of
Bhutan

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 01.　2

コンサルタント名 電源開発株式会社

調
　
査
　
団

団長 氏名 角田進

所属 電源開発株式会社 相手国側担当機関名 ブータン国貿易産業省電力局

調 査 団 員 数 13 担当者（職位）

現地調査期間 98.11.25～99.12.30/99.3.4～99.3.19

99.5.26～99.6.23/99.9～00.1/00.3.4～00.3.15/

00.6.30～00.7.29/00.11.18～00.11.29

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1.実施機関:　Department of Power, Ministry of Trade and Industry
2.プロジェクトサイト:ブータン国Punatsangchhu側中流域
3.総事業費:内貨　US$　11,5553,000外貨　US$　697,339,000
               計　　US$　812,892,000 (2000年7月時点）
4.設備出力:　870MW
5.実施経過:準備工事1年   本体工事6年

2003.3現在：情報なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 IND 001

2002年 3月改訂

国　　　　名 インド 予 算 年 度 2～3  結論／勧告

和 溶剤精製炭生産計画表 実績額（累計） 368,528 千円(契約額：377,224千円) 1)SRCを用いた場合のｺｰｸｽ価格は現在のｺｰｸｽ価格
を上回っており、ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨは無い。

2)ｺｰｸｽ用石炭に配給する輸入炭30%の半分をSRC5%
と非粘結炭10%で置換する前提で、FIRRは-2.8%

3)技術的にはSRCの効果（ｺｰｸｽ強度向上）は確認
された。かなりの外貨節約が期待できる。(327百
万US$/20年間)

案　件　名 英 Pre-feasibility Study on the Solvent Refined Coal
Development Project

調 査 延 人 月 数 102.43 人月

調査の種類／分野 F/S／ｶﾞｽ・石炭・石油

最終報告書作成年月 1992.3

コンサルタント名 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）
三井石炭液化〔株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  三上　良悌

所属  ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株） 相手国側担当機関名 Ministry of Steel
Joint Secretary
Mr. N.K. Raghupathy調 査 団 員 数 17 担当者（職位）

現地調査期間 90.2.9～90.10.26 (51日間）

91.9.1～91.9.21(21日間）

92.1.16～92.1.24 (9日間）

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関：Ministry of steel

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾙｰﾙｹﾗｰ製鉄所

総事業費：255.16百万US$
　　　　　円貨　157.53円/US$
　　　　　円換算ﾚｰﾄ　136.32円/US$

実施内容：SRC製造の実施ﾌﾟﾗﾝﾄの能力は装入石炭500t/日。
　　　　　SRC製造用の石炭はｱｯｻﾑ炭が、SRCを配合する石炭に
　　　　　はｻﾑﾗ炭が選定された。
　　　　　事業範囲は、SRC製造ﾌﾟﾗﾝﾄと関連付帯設備。

実施経過：ﾍﾞﾝﾁｽｹｰﾙﾌﾟﾗﾝﾄの建設運転ﾃｽﾄに約3年、実施ﾌﾟﾗﾝﾄの
建設に約3.5年。

未だ具体化されていない。 ・ｲﾝﾄﾞ政府担当部局は、再度のF/Sで行うことを主張しており、1994年2月の日・ｲ
双方政府関係者による会合（出席者：(日本側)大使館関係者、（ｲﾝﾄﾞ側）
Mrs.R.Murali, Ministry of Finance 及びMr. S.S. Saha, Ministry of Steel）の
席上日本側に対し、限られた環境実験にとどまらず、ﾊﾟｲﾛｯﾄ・ﾌﾟﾗﾝﾄを造り、より
包括的な実験を行いたい旨が新たに援助要求された。
・しかし、鉄鋼省が依頼した専門家による見積りによれば、十分採算性有りと判断
されたとの由（裏付けとなる資料は未入手）。（1996年10月現地調査結果）
・2002.3現在：進捗状況不詳

プロジェクトの現況に至る理由

・当初F/Sにより、採算性が低く判定された（FIRR-2.8%）ため、ｲﾝﾄﾞ政府内部で
も、担当部局以外はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施の効果を疑問視している。（1996年10月現地調査
結果）

 その他の状況
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄのﾙｰﾙｹﾗｰ製鉄所は国営企業であり、最新技術の導入において大いに
立ち遅れている。従って、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおいては、日本から資金援助よりもむしろ
技術移転協力に主たる期待を寄せている｡（1996年10月現地調査結果）
・進展ないものと考える。特にｲﾝﾄﾞの経済体制変化で経済性はより困難と考える。
（1998.10現在）
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2002年 3月改訂

国　　　　名 インド 予 算 年 度 2～3  結論／勧告

和
工作機械公社リストラクチュアリング計画

実績額（累計） 295,547 千円
1)ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨの有無：有

2)財務・経済評価結果
　　　　　　　　　　　FIRR　　　EIRR　　　総事業費
　工作機械・　　　　　　　　　　　　　　　 （億円）
　ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ工場       25.1％　　45.8　 　 84.0
　ﾄﾗｸﾀｰ工場          21.6　　　45.3　　 106.2
　印刷機械工場        18.7　　　33.7　　  34.7
　ﾌﾟﾚｽ工場           10.2　　　25.0　　　72.4
　鋳造工場
　ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ           22.1　　　40.2　　　 55.1
　ﾋﾟﾝｼﾞｮｰﾙ            9.4　　　28.7　　　 25.2
　　　　　　　　　　　　　　　　　   総計　 377.6

3)開発効果
　ｲﾝﾄﾞ経済の自由化に対応したHMT社の対外競争力の強化

案　件　名 英 The Study on HMT Restructuring and Development
Program

調 査 延 人 月 数 68.82 人月

調査の種類／分野 F/S／機械工業

最終報告書作成年月 1992.3

コンサルタント名 住友ビジネスコンサルティング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 延原　敬

所属 住友ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株) 国際事業部 部長 相手国側担当機関名 HMT Limited.
Chairman Mr. P. C. Neogy

Ministry of Industry
Joint Secretary Mr. Anup Mukerji

調 査 団 員 数 15 担当者（職位）

現地調査期間 91.3.10～3.24／91.6.13～7.17
91.10.20～11.23／92.2.20～2.29

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1. HMT社経営診断結果の要約
　1)事業内容
　2)経営環境

2.事業ﾐｯｸｽの方向
　1)製品市場の現状
　2)事業ﾐｯｸｽの今後の方向

3.HMT社中期・長期経営計画の策定
　1)長期目標
　2)基本戦略
　3)部門別戦略

4.組織・人事制度再編のための行動計画

5.投資実施にかかる行動計画
　1)工場近代化のための戦略的投資計画
　2)その他分野における戦略的投資計画

6.戦略的投資計画の財務・経済評価

7.提言

1. HMT社の組織・人事制度の再編が報告書の提言に基づき進行中であ
る。

2.戦略的投資計画の中の生産性向上活動については引続き日本人専門家
の指導を受けつつ継続実施中である。

3.戦略工場の近代化投資については、世銀・IFCと資金支援について協
議中である。但し、自己資金で賄える範囲において提言内容に基づいて
近代化投資の実施が一部開始されている。

1.最終報告完成をまって、1992年3月にｲﾝﾄﾞ工業省、HMT社、世銀担当者が来日し、提案ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ実行に向けての打合せ会が開催された。
2.1992年11月、ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙにおいてｲﾝﾄﾞ工業省、HMT社、世銀、IFC担当者が集まり、融資、実施
に向けての打ち合わせが行われた。
3.現在HMT社は、戦略投資実行のための技術支援を日本企業に要請中である。
4.融資面の調整が不調。世銀融資（1994年頃検討）、民間からのﾍﾞﾝﾁｬｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ投資も厳し
い。（1996年10月現地調査結果）
5.HMT社は現在、子会社の株式の約4分の3の売却による民営化を計画中。
2002.3現在：新情報なし

プロジェクトの現況に至る理由

・民営化は今に至るまで全く行われていない。HMT本社も株式会社化してはいるものの、株式
を公開する方針は採っておらず、民資導入も別会社を合弁会社として設立し、HMT社既存の資
産・流通ﾗｲﾝに組み入れようとしている。
・世銀をはじめ公的融資の不調については、融資条件として提示された人員削減や組織合理化
案をHMT側が拒否したことによる。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
・1994年1月にHMT社民営化方針が閣議決定されるも、実施に至らず。（1996年10月現地調査結
果）



個別プロジェクト要約表 IND 003

2003年 3月改訂

国　　　　名 インド 予 算 年 度 4～7  結論／勧告

和 工業団地建設設計調査 実績額（累計） 426,369 千円 1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=29.6%、
　ROI（税引前）　販売期間5年間で12.8%、10年
間で8.0%
　ROI（税引後）　販売期間5年間で7.4%、10年間
で4.6%
　＊土地の販売価格は1平方M当たり50$とする。

3.生産に伴う付加価値の増加は283.6億ﾙﾋﾟｰ/年
　29890人の雇用増加、所得の増加277億ﾙﾋﾟｰ/年
　建設投資の地域経済へのｲﾝﾊﾟｸﾄはIMT開発費
180.8億ﾙﾋﾟｰ、工場建設費210.6億ﾙﾋﾟｰ

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Industrial Model Town
in India

調 査 延 人 月 数 49.00 人月

調査の種類／分野 F/S／工業一般

最終報告書作成年月 1995.6

コンサルタント名 八千代ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）
ﾃｸﾉｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  黒河内　恒

所属  八千代ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）　顧問 相手国側担当機関名 Dept. of Industrial Development
Ministry of Industry
Mr. Hasmukh Adhia
(Deputy Secretary)

調 査 団 員 数 15 担当者（職位）

現地調査期間 94.8.2～8.31

95.1.4～2.2

95.5.11～5.25

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1.実施機関　ﾊﾘﾔﾅ州工業開発公社(HSIDC)

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　ﾊﾘﾔﾅ州ｸﾞﾙｶﾞｵﾝ（ﾃﾞﾘｰ近郊）

3.総事業費（1ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ=3.3円=US$0.033）
　総額19755.7百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
　内　直接費　外貨分　 3226.6百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
　　　　　　　内貨分　12550.9百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
　　　ｴﾝｼﾞﾆﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ　 1288.6百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
　　　ｺﾝﾃｨﾝｼﾞｪﾝｼｰ　　  1057.8百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ

4.ﾓﾃﾞﾙ工業団地の建設
　土地取得・造成、国道整備、発電、送信、上下水道、産業廃
棄物処理、住宅及び都市施設
　開発規模600ha（工業地区400ha、住宅地区200ha）
　誘致企業数112社（製造業64社、非製造業48社）

5.実施ｽｹﾃﾞｭｰﾙ
　準備期間　1年
　土地造成及びｲﾝﾌﾗ整備　3年

本件は中止となった。 1.日本の商社ｸﾞﾙｰﾌﾟが本件への参加を検討するために1995年までF/Sの見直しを行った｡
2.1996年10月現在、三菱商事、三井物産、丸紅による日本商社連合が最終判断を検討中（進出
が決まれば、本IMT管理については、日本商社連合50%、HSIDC50%の出資比率によるJVが形成さ
れる）。（1996年10月現地調査結果）
3.1997年にはいり、日本商社連合はｲﾝﾄﾞ側提示の土地価格では本件採算にあわないとして最終
的に実施不可能との結論に至った。IMTを取りまく近隣ｲﾝﾌﾗ整備等にOECF融資が要請される可
能性が大であったが、日本ｸﾞﾙｰﾌﾟの撤退でOECF融資も白紙になった。
2003.3現在：進展なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
2003.1現在：上記理由により本件が動き出す見込みはない。
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2001年 3月改訂

国　　　　名 ネパール 予 算 年 度 52～53  結論／勧告

和
クリカニ第2発電所建設計画調査カトマンズ地区送配電網
整備計画 実績額（累計） 144,674 千円

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.EIRR=14.9％　条件：金利 4％

3.期待される開発効果
(1)ｸﾘｶﾆ発電所の運転により、ﾗﾌﾟﾃｨ川の流出量は将来増
加し、この増加水量は灌漑や工業に利用可能
(2)雇用機会の増大（建設に要する労働力1,200人/年）

(*)より
1992.10-12　OECF資金による発電機器の調査が実施さ
れ、ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙの実施が勧告された。
1994.6-10　無償による発電機器のｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙが実施され
た。

案　件　名 英 The Feasibility Study of the Kulikani No.2 Hydro
Power Station Project, Kathmandu Transmission &
Distribution System Project in Kingdom of Nepal

調 査 延 人 月 数 65.27 人月 （内現地22.07人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1979.1

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 淵本　正宏

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 Nepal Electricity Authority (NEA)

調 査 団 員 数 12,2 担当者（職位）

現地調査期間 77.11.18～78.3.24

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　Second Kulckhani Hydroelelctric Development Board（SK HDB）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾗﾌﾟﾃｨ川上流

総事業費
　10,080百万円
　内貨 720万USﾄﾞﾙ、外貨4,080万USﾄﾞﾙ
　（USﾄﾞﾙ=12.55　ﾈﾊﾟｰﾙﾙﾋﾟｰ=210円）

実施内容
　33MW 117.9GWh/年
　堤対幅 54ｍのﾏﾝｽﾞ取水堰およびそれを含む水路、導水ﾄﾝﾈﾙ(6km)、ｻｰ
ｼﾞﾀﾝｸ、水圧鉄管ﾄﾝｴﾙ、発電所、放水路(160ｍ)、送電線(132KV)

実施経路
　資金調達～完成　　6年半
　（目標　1985／1986）

同左

Makwanpur Dist, Narayani Zone, Nepal

外　貨　10,415百万円、内貨　201百万ﾙﾋﾟｰ
円借款　10,415百万円

32MW　　104.6GWh/年
取水堰　ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式　堤高 15ｍ
                      堤長 36ｍ
導水路ﾄﾝﾈﾙ　円形ﾄﾝﾈﾙ  内径 2.5ｍ
            延長      5847.768ｍ
ﾍﾟﾝｽｯﾄｯｸ　  内径 2.1～1.2ｍ
            水平部延長  487.94ｍ
            斜坑部延長  356.713ｍ
排水路　    延長        261.015ｍ
発電所      地上式、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ建
            20ｍ巾×31.5ｍ長×32ｍ高
開閉所      広さ26ｍ×42ｍ
送電線新設  （ﾍﾀｳﾗｰ・ｶﾄﾏﾝｽﾞ間）
            132KW－回線延長42km
変電所増設  2ヶ所
　1982.6～1983.10　詳細設計
　1983.11　着工
　1987. 2　竣工

ｸﾘｶﾆ第2水力発電所
　1982.4　円借 L/A締結
　　　　　（7,344百万円、金利1.25％、30年返済（10年据置）LDCｱﾝﾀﾉｲﾄﾞ）
　1983.6　円借 L/A締結
　　　　　（4,806百万円、金利1.25％、30年返済（10年据置）LDCｱﾝﾀﾉｲﾄﾞ）
ｶﾄﾏﾝｽﾞ地区送配電網整備計画
　1985.10　無償　E/N締結（503百万円）
　1986.10　無償　E/N締結（490百万）
　1999.10　現在：特に変更点なし。

プロジェクトの現況に至る理由

1992.12　OECF資金（SAPS）による発電設備補修の調査実施（日本工営）
         発電設備補修：無償（748百万円）
         E/N：1993.10.15
         完了：出荷 1995.3.10；現地補修工事 1994.10.17
1993.7　集中豪雨発生、ﾏﾝﾄﾞｩ渓流取水施設流失。発電停止、OECF緊急融資に依り、復旧工事
を実施。
1993.12 発電再開
1994年1月より、ｸﾘｶﾆ第一、第二発電所の修復・防災事業（KDPP）がOECF資金により開始さ
れ、現在その第2期事業の工事を継続中。

 その他の状況
1993.7　集中豪雨により、第一発電所水路鉄管の一部流失。発電停止、OECF緊急融資に依り復
旧工事が実施。同時に、第一、第二発電所周辺主要道路の復旧工事も開始。
1993.12　第一発電所運開
　現在の技術上の問題として、第一発電所では土砂の堆積、第二発電所ではPermanent
restorationのための資金不足が最重要課題として挙げられて居り、援助要請有り。（1996年
10月現地調査結果）　(*)へ続く
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2001年 3月改訂

国　　　　名 ネパール 予 算 年 度 52～53  結論／勧告

和
ウダイプールセメント工場建設計画調査

実績額（累計） 52,582 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR= 8.3％（ｾﾒﾝﾄ価格48ﾄﾞﾙ/t）
　　　 11.4％（〃55ﾄﾞﾙ/t）
　条件：(1)外国からの借款
　　　　(2)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備
　　　　(3)自然条件の測定
3.期待される開発効果：
(1)国際収支の改善（年間約137.7百万Rsの外貨獲得）
(2)雇用の促進（約600名）
(3)地域別不均衡の是正
(4)工業技術の向上
(5)ｾﾒﾝﾄの自給に伴うｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの開発促進
(6)地域資源の活用

案　件　名 英 The Feasibility Study for the Construction of
Udaipur Cement Plant in Kingdom of Nepal

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／窯業

最終報告書作成年月 1978.9

コンサルタント名 小野田エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 鳥谷部　良

所属 小野田エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 1. Ministry of Industry (MOI)
2. Udaypur Cement Industries Ltd.

調 査 団 員 数 10 担当者（職位）

現地調査期間 78.1.5～2.23

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　工業省

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｻｶﾞﾙﾏﾀｿﾞｰﾝ、ｳﾀﾞｲﾌﾟｰﾙ地区

総事業費
　1,017百万Rs
　外貨　783百万Rs（金利 7.0％/年）
　内貨　234百万Rs
　（1NRs=19.3円）
　長期ﾛｰﾝ　　　　70％
　ﾈﾊﾟｰﾙ国資本    30％

実施内容
　1,000t/日（ｸﾘﾝｶｰﾍﾞｰｽ）
　ｾﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄ一式
　従業員住居施設
　新施設、送電設備（支線）
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲外：
　　幹線道路、送電設備（幹線）

実施経過
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの決定　　9ヶ月
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰとの契約　1年3ヶ月
　工事完成　　　　 3年
　合計             5年

（Revised F/S ﾚﾎﾟｰﾄ）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：同　　左
総事業費：不　　明
実施内容：800t/日（ｸﾘﾝｶｰﾍﾞｰｽ）

(**)より
1996.10現在、ｾﾒﾝﾄ需要の伸びにより、生産力増強に係る援助が求めら
れている（800t/日→1,600t/日がﾈﾊﾟｰﾙ側目標）（1996年10月現地調査
結果）
1997.10　OECF「ﾈﾊﾟｰﾙｳﾀﾞｲﾌﾟｰﾙｾﾒﾝﾄ工場建設事業」に係る援助効果促進
調査（SAPS）に関しSWﾐｯｼｮﾝ派遣
1998.1-3　上記SAPS調査ﾐｯｼｮﾝ（小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ5名）が1月及び3月、
下記に関し現地調査実施 (1)産業施策展望の面から見たﾈﾊﾟｰﾙ政府の本
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する姿勢のﾚｳﾞｭｰ (2)実施期間（UCIL）の設備運営上及び
組織構造上の問題点調査 (3)ｽﾍﾟｱｰﾊﾟｰﾂ管理に、ｼｽﾃﾑの問題点調査 (4)
財務状況ﾚｳﾞｭｰ (5)従業員ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ方法ﾚｳﾞｭｰ
現状調査との改善案の提出を含む報告書を提出した。
1998.10　UCIL経営及び技術指導の為、長期専門家（JICA）の派遣が決
定された。
1999.4　UCIL経営及び技術指導の為、JICAにより長期専門家（2年間）1
名、及び短期専門家（6ヶ月）1名が派遣された。

　当初実施予定時期より7～8年が経過し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、ﾏｰｹｯﾄｽﾀﾃﾞｨｰの再検討が必要となった。
また円借款が供与されやすいようﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの規模を縮小する必要があった。このため「ﾈ」側
工業省の要請に基づき、1985年(株)ﾄｰﾒﾝ・川崎重工(株)・小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)により、JICA
報告書の見直しを実施、800t/日に縮小した場合もﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであるとの結果が得られた。
1985.6 　円借款要請
1985.9 　国王訪日時に再要請
1986.1 　ﾈﾊﾟｰﾙ援助国会議において規模縮小案を再々要請
1986.8 　Revised F/S ﾚﾎﾟｰﾄに対し、四省庁／OECF質問状を提出
1986.10　上記質問状に対し、ﾈﾊﾟｰﾙ政府はClarification Reportを日本政府に提出(*)

プロジェクトの現況に至る理由

(*)より　1986.12　OECFはAPPRAISAL Missionをﾈﾊﾟｰﾙに派遣
1987.7 　Exchange Note調印
1987.10　Loan Agreement調印(18.77億円)
1988.1 　Loan Agreement発効
1988.1 　小野田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)とのｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ契約発効
1988.2　 P/Q Announce実施
1988.8 　入札開始
1989.5　 川崎重工／ﾄｰﾒﾝ　ｸﾞﾙｰﾌﾟとｳﾀﾞｲﾌﾟｰﾙｾﾒﾝﾄ会社が契約調印
1989.7　 同上契約発効
1989.9　 工事開始

 その他の状況
川崎重工／ﾄｰﾒﾝ　ｸﾞﾙｰﾌﾟが現地工事開始
1993.1　 セメントウランと完成引渡しを行う。
1994.8 　石灰石輸送ﾛｰﾌﾟｳｪｲ完成引渡しにより全ｴｱ完了した。
1994.12　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄにより技術指導完了した。
1996.10　現在、ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ不足と技術導入不足がたたり、実際には生産力（800t/日）のﾌﾙ稼働
もおぼつかない状況にある。　　(**)へ続く
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2001年 3月改訂

国　　　　名 ネパール 予 算 年 度 55～57  結論／勧告

和
サプトガンダキ水力発電開発計画調査

実績額（累計） 346,807 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

1999.10現在：変更点は特になし。
案　件　名 英 Feasibility Study on Sapt Gandaki Hydroelectric

Power Development Project
調 査 延 人 月 数 92.30 人月 （内現地76.03人月）

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1983.3

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 山口　正史

所属 日本工営(株) 相手国側担当機関名 水資源省電力局
(Electriaty Development, Ministry of
Water Resources:EDC)
Nepal Electricity Authority (NEA)

調 査 団 員 数 11,18,2 担当者（職位）

現地調査期間 81.2.1～3.31／
81.8.1～3.31／
82.4.1～4.30

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延･中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　水質資源電力局

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　中部ﾈﾊﾟｰﾙ　ｻﾌﾞﾄｶﾞﾝﾀﾞｷ河

総事業費
　544百万USﾄﾞﾙ
　　 外貨 468百万USﾄﾞﾙ
　　 内貨　76百万USﾄﾞﾙ
　　　（1982年7月時点）

実施内容
　設備容量：　75,000KW×3台=225,000kw
　常時せん頭出力：174,000kw
　1次、2次電力量：　757GWh/年
                    852GWh/年

実施経過
　1983年末　　　　準備工事開始
　1989年末　　　　全工事完了

(*)より
5.ｱﾙﾝ-3中止決定に伴い、NEAは中規模水力（10-300MW）M/Pを1996年よ
り開始した。現時点で24ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが選定されているがその中にｻﾌﾟﾄｶﾞﾝ
ﾀﾞｷは含まれていない。（1997年9月現在）
6.JICA案件としてｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷ計画の見直しを含むｶﾞﾝﾀﾞｷ流域水資源M/P
の実施が水資源省より要請されているが、未だ採択されていない。
（1997年9月現在）
7.1998年10月現在、ﾈﾊﾟｰﾙ政府内に本計画の推進の動きはない。

1.1983年2月～1985年6月まで追加地質調査を2回実施（日本工営(株)／水資源省電力局）
2.ｱﾙﾝ-3との対比の関連で作成されたIBRD・ADBのReview Reportの疑問に答えるため、電力局
の要請に基き、種々の技術的検討を1987年に行った（日本工営）。
3.ｱﾙﾝ-3に対する日本政府ﾐｯｼｮﾝが9月に派遣されたので、この結果によりﾈﾊﾟｰﾙ電力開発のｼﾅﾘｵ
が確定する可能性あり。
4.ｱﾙﾝ-3の実施取り止めが決定したので、Gandaki A 計画以後に実施すべき計画の一つとして
浮上しつつある。（1995年3月現在）
(*)に続く

プロジェクトの現況に至る理由

　実現化の遅れは（ｱﾙﾝ-3など他の水力案件のみならず）、主としてﾈﾊﾟｰﾙ政府部内におけるほ
かの開発案件との優先順位付けの兼ね合いにより（例えば、ｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷにﾀﾞﾑを造っても貯水
にはなるが農業灌漑用水として使えない、等）。（1996年11月現在）

 その他の状況
　現在ﾈﾊﾟｰﾙ政府は水力発電計画としては、世銀主導のもとｱﾙﾝ-3計画の推進にﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨｰを置
いており、ｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷについては、今後灌漑を含めた多目的ﾀﾞﾑ計画として再考する考え方も
でている。一方、ｱﾙﾝ-3の実施に遅れが見込まれてきたため（特に最近ｸﾛｰｽﾞｱｯﾌﾟされている環
境問題）、他水力先行（ｶﾘｶﾞﾝﾀﾞｷA）との意向も電力局の中で出ている。ｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷも先行水
力案件候補としてとらえる意見もあるが、少数派である。
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2001年 3月改訂

国　　　　名 ネパール 予 算 年 度 58～59  結論／勧告

和
尿素肥料工場計画調査

実績額（累計） 62,964 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR= 8.2％、FIRR=12.2％
(1)製品の市場性は良好
(2)製造技術的にはほぼ健全（一部に商業的に実
証されていない技術を含むが技術的に解決可能）
(3)主要原料の電力供給については価格決定およ
び水力発電所建設計画実現が前提条件となる。
(4)総合評価としての投資の妥当性は認め得る。

案　件　名 英 The Feasibility Study on the Establishment of Urea
Fertilizer Plant in the Kingdom of Nepal

調 査 延 人 月 数 24.15 人月 （内現地6.21人月）

調査の種類／分野 F/S／化学工業

最終報告書作成年月 1984.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 坂梨　晶保 (社)日本プラント協会

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 Ajit Narayan Singh Thapa
Joint Secretary
Ministry of Industry（MOI, 工業省）調 査 団 員 数 7 担当者（職位）

現地調査期間 84.1.8～2.6

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延･中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　MOI

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Hetauda Nepal

総事業費
　144.8百万USﾄﾞﾙ
　　うち外貨分　　119.9百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=230.0円=15.65NRs）

実施内容
　ﾌﾟﾛｾｽﾌﾟﾗﾝﾄ
　　水素ﾌﾟﾗﾝﾄ       28.4 ﾄﾝ/日
　　窒素ﾌﾟﾗﾝﾄ      132.0
　　ｱﾝﾓﾆｱﾌﾟﾗﾝﾄ     160.0
　　炭酸ｶﾞｽﾌﾟﾗﾝﾄ   207.0
　　尿素ﾌﾟﾗﾝﾄ      275.0

　用役ﾌﾟﾗﾝﾄ
　　用水処理　　　　　183ﾄﾝ/時
　　冷 却 水　　　　6,500

　補助設備　　　　　一式
　社宅　　　　　　　92戸

実施経過
　1988.1　　計画開始
　1991.7　　計画完了

1986.1 　ﾈﾊﾟｰﾙ援助国会議でのﾈ側の要請順位は第3位。

1996.10　現在、ﾈﾊﾟｰﾙ政府の開発方針の変化（電力及び農業開発の最優先化）によ
り、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは頓挫した格好になっているが、民間の参入も望みにくく、また肥
料自体の需要は増大している現状も鑑みて、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに寄せる現地側の期待は根
強いものがある。（1996年10月現地調査結果）

1999.11現在：進展なし

プロジェクトの現況に至る理由

　肥料生産に必要な電力をｻﾌﾟﾄｶﾞﾝﾀﾞｷ発電所計画から、またCO2をﾍﾀｩﾀﾞｾﾒﾝﾄ工場か
ら調達することを予定しているが、前提となる両ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが世銀資金の手当等で難
行し、依然として、目途がたっていない現在本計画は具体化していない。（ﾍﾄｩﾀﾞｾ
ﾒﾝﾄは現在稼働中）
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ自身については、総額1.5億ﾄﾞﾙの資金を必要としているが、資金手当
の目途はついてない。

 その他の状況
　肥料製造に投入する政府補助金の負担も膨大であり、本来ならばMOIとしては前
向きに進めたいﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。（1996年10月現地調査結果）
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2001年 3月改訂

国　　　　名 ネパール 予 算 年 度 60～61  結論／勧告

和
繊維工場建設計画調査

実績額（累計） 63,105 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.IRR=12.7％（ｹｰｽⅠ）
　　 =13.1％（ｹｰｽⅡ）

・繊維は食料、住居、教育、衣料品等とともに西
暦2000年には自給体制とする5品目のひとつと指
定され、かつ輸入代為品として外貨即約の見地よ
り早期に適性規模の紡績、織布、染色一貫工場の
建設をするべきである。職務的にもﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであ
り、かつﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施による波及効果もかなり期
待できる。

案　件　名 英 The Study ont the Establishment of Integrated
Textile Mill in the Kingdom of Nepal

調 査 延 人 月 数 22.60 人月 （内現地5.60人月）

調査の種類／分野 F/S／その他工業

最終報告書作成年月 1986.12

コンサルタント名 東洋紡エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 有田　生雄

所属 東洋紡エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 D.P.Sharma
Joint Secretary
Ministry of Industry（MOI,工業省）調 査 団 員 数 5 担当者（職位）

現地調査期間 86.2.26～3.27

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　工業省

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Lamahi, Dang District

総事業費
　731,306,000NRs うち外貨分662,345,000NRs
　（1NRs=8.4円、1USﾄﾞﾙ=21NRs）

計画内容
　紡績・織布・染色一貫工場
　・紡績　ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ綿混紡糸
　　　1,843,277kg/年
　・織布　ｼｬｰﾃｨﾝｸﾞ、ｽｰﾃｨﾝｸﾞ、ﾂｨﾙ他
　　　10,459,000ｍ/年

敷地面積　約 47,000平方ｍ
建屋面積　 20,517平方ｍ

・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJT
・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの日本における研修

1987.3　 ﾈﾊﾟｰﾙ政府から日本政府へ資金協力のためのTORが提出された。
1987.12　ﾈﾊﾟｰﾙ政府外務大臣Mr.Upadhyaya来日時、当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する資金援助を
日本政府に要請。
　工期、金額ともに無償案件の規模としては大きすぎるという理由で日本政府は
take up出来ない旨回答した。しかし、ﾈﾊﾟｰﾙ政府は再度要請を出したが、日本政府
は当面take upの意思はない。
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

1.1990年4月にﾋﾞﾚﾝﾄﾞﾗ王国による29年間の政党活動禁止解除が行なわれ、複数政党
制導入による民主化が始まった。民主化の波で国内の混乱状態が続いていたが、
1991年後半には政情もかなり落ち着いてきており、新政府は地方開発に重点を置い
てきており、これまでﾍﾟﾝﾁﾞｨﾝｸﾞであった本案件を再検討する機運が政府内に高
まってきたと観察される。しかし、その後ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのtake upや資金援助の日本政
府への依頼などは行なわれていない模様である。
2.1996年10月現在、繊維産業には民間参入も多く、着実な成長を続けており、同分
野における政府系企業の果たす役割と意義は微小なものになっていると見られてい
る。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
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2003年 3月改訂

国　　　　名 ネパール 予 算 年 度 60～62  結論／勧告

和 アルン3水力発電開発計画調査 実績額（累計） 17,311 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.             EIRR    B/C    FIRR
　1期工事     15.5％   1.5   10.8％
　1,2期工事   19.5％   2.1   14.9％

本計画では1期開発計画のみでも技術的、経済的にﾌｨｰｼﾞ
ﾌﾞﾙであるが、引き続き2期開発計画を実施することによ
り経済性は一層高まる。

案　件　名 英 The Feasibility Study on Arun-3 Hydroelectric Power
Development Project in the Kingdom of Nepal

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1987.6

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 野尻　慎一 中央開発(株)

所属 電源開発(株) 相手国側担当機関名 Nepal Electricity Authority (NEA)
ネパール電力庁

調 査 団 員 数 16 担当者（職位）

現地調査期間 86.2.23～3.25
86.5.4～86.8

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延･中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
[実施機関]　　NEA

[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ]　東部ﾈﾊﾟｰﾙ　ｱﾙﾝ川

[総事業費]
                 （外貨分） （内貨分） （計）
　1期工事(201MW)    328.6      55.8    384.4
　2期工事(201MW)    117.3      16.8    134.1
　1期2期計          445.9      72.6    518.5
　　　　　　　　　　　　（単位：百万USﾄﾞﾙ）
　　　　  （1986年6月1日時点、1USﾄﾞﾙ=21.35Rs）

[実施内容]
　1.貯水池
　　流域面積 29.310平方km　　有効貯水量 2.0×百万立方ｍ
　2.ﾀﾞﾑ　　　ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式
　          高さ　65ｍ　体積　160,700立方ｍ
　3.発電所　 型式　　地下式
　4.発生電力量　最大出力　201MW(1期工事) 402MW(1,2期工事)
　　　　　　　年間発電量　　保証電力量　　二次電力量
　　　　　　　　1期工事　   1,712.6GWh        －
　　　　　　　　1,2期工事   1,863.2GWh    1,097.1GWh

[実施経過]　　1987.11　工事着工
　　　　　　　1994.6　 1期工事　1号機運転開始
　　　　　　　1998.9　 1期工事完了
　　　　　　　1998.12　2期工事　4号機運転開始
　　　　　　　1999.6 　2期工事完了

(*)から
1999.10現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし

・ﾄﾞｲﾂ政府の無償援助によりD/Dが完了。ﾌﾟﾗｲﾑ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはLahmeyer International GmbH（西
ﾄﾞｲﾂ）で、電源開発（株）／中央開発ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙがjointで参加した。調査期間は1988年12月～
1991年1月までの2ヵ年であったが、1992年5月NEAは本計画を2段階開発（1期工事201MW）で実
施することとし、その設計変更を同上ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに追加発注し、1993年4月完了した。なお、同時
にｱｸｾｽﾛｰﾄﾞは山ﾙｰﾄ（194km）から川ﾙｰﾄ（115km）に変更された。（JICA F/S案）
・NEAは本計画の建設を決定し、1993年8月土木工事の入札締切り、現在業者とﾈｺﾞ中、近々ｱｸｾ
ｽﾛｰﾄﾞの建設に着手する。建設資金は世銀、ｱｼﾞ銀、KFW、OECFその他の協調融資となってい
る。
・世銀の本件融資中止決定（1995年8月）により、計画は中止となった。(*)へ

プロジェクトの現況に至る理由

1.JICAによるF/S終了後、ﾄﾞｲﾂが本案件のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを積極的に取り上げ、推進したことによ
る。
2.1995年8月に世銀が中止を決定した理由は以下の3つ：(1)F/Sの時間枠組の予定より以上の時
間がかかると判定、(2)ﾄﾞﾅｰ国のうち一国が反対（明示されず）、(3)Cost/benefit analysis
が不充分。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
1.NEAによれば、1995年4月段階での世銀ﾐｯｼｮﾝ（21日間にかけて調査）はﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ有りの判
定を下しているとの由。
2.NEAとしては引き続き本案件復活を援助諸国に要請していく方針（1996年10月現在）。



接
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2002年 3月改訂

国　　　　名 ネパール 予 算 年 度 2～3  結論／勧告

和 カトマンズ地区送配電網拡張整備計画 実績額（累計） 118,363 千円 1995年／1996年までに実施すべき計画として、以下のも
のを提案した。
（1）リングメイン・システムを含む高圧送電システムの
増強、整備。
（2）11kvおよび低圧配電線の整備、拡張。
これらの計画はFIRR:31.5％、EIRR:21.33％とフィージブ
ルであり、本計画実施により期待される開発効果は、電
力供給信頼度の向上、過度な電圧降下の低減、送電ロス
の軽減等である。

案　件　名 英 Master Plan Study and Feasibility study on
Extension and Reinforcement of Power Transmission
and Distribution System in Kathmandu Valley

調 査 延 人 月 数 36.36 人月（内現地11.36人月）

調査の種類／分野 F/S／送配電

終報告書作成年月 91.　12

コンサルタント名 日本工営（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名 宮川　喜章

所属 日本工営㈱ 相手国側担当機関名 K.C.Thakur
Managing Director
Nepal Electricity Authority(電力公社）調 査 数 5／団 員  4 担当者（職位）

現地調査期間 90.10.12～90.11.15／91.6.2～91.7.7

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1)132KV変電所増強。
2）11KV開閉所3ヶ所の開閉機器取り替え。
3)11KV地中線新設。
4)66KV変電所及び66KV送電線新設。
5)11KV幹線フィーダ及び付随する低圧配電線の増強整備。
上記案件は、2段階に分けて実施する。
フェーズⅠ　　Stage‐1:(3)及び(5)の一部　Stage‐2:(2)及び(5)の一
部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フェーズⅡ
Stage‐1:(3)及び(5)の一部　Stage‐2:(1)及び(5)の一部

1.実施機関　NEA(Nepal　Electricity　Authority)
2.プロジェクトサイト:　カトマンズ地区
3.総事業費
フェーズⅠ:1,686,000千円
無償資金協力「カトマンズ地区配電網拡張整備計画（1）」
（1992.7.16EN署名、9.34億円）（1993.6.29EN署名、7.52億円）
フェーズⅡ:3,538,000千円
無償資金協力「カトマンズ地区配電網拡張整備計画（2）」
(1994.9.8EN署名、15.02億円)　(1995.6.20EN署名、20.36億円)
4.実施内容　左記の2）,3）及び5)の一部
5．実施経過
1992年12月:　業者選定入札(フェーズⅠ,Stage‐1)
1993年1月:　　業者契約（　　　　〃　　　　　　）
1994年3月:　　工事終了(　　　　〃　　　　　　　)
1994年1月:　業者選定入札（フェーズⅠ,　Stage‐2）
1994年2月:　　業者契約　(　　　〃　　　　　　　)
1995年3月:　　工事終了　(　　　〃　　　　　　　)
1995年1月:　業者選定入札　(フェーズⅡ,　Stage‐Ⅰ)
1995年3月:　　業者契約　(　　　〃　　　　　　　)
1996年3月:　　工事終了　(　　　〃　　　　　　　)
1995年12月:　業者選定入札(フェーズⅡ,　Stage‐2)
1996年1月:　　業者契約(　　　〃　　　　　　　　)
1997年3月:　(1)132KV変電所増強を除く他の工事完了(　　〃　　)
(変電所用機器の輸送中の破損による)
1997年11月:　全作業完了(　　　　　〃　　　　　)
1998年2月:　全作業官僚届提出(　　　〃　　　　　)
6．機材供与有り。受入研修等はなし。現地での建設作業を通しての直

本F／Sで対象となった案件のうち、特に緊急性の高いものに対し、1992年2月に基本設計調査団
（フェーズⅠ）を派遣し、基本設計調査スコープの1部（Stage‐1）に対し、7月E／Nが調印された。そ
の後、フェーズⅠ(Stage-2)に対して、1993年6月にE/N調印された。1993年12月、フェーズⅡの基本設
計調査が実施された。これを受け、1994年9月及び1995年6月にそれぞれフェーズⅡ分の（Stage‐2）の
E/Nが調印された。1997年11月、案件（4）を除く全作業完了。(4)は2001年に採択され、基本設計調査
開始の予定。

プロジェクトの現況に至る理由

配線設備の老朽化による事故（停電）の多発、電圧降下の増大、送電損失の増加により、計画
実施が急がれた。現在の実施内容は左記の緊急性の高いもののみに限定された。案件(1)、
(2),(3)、(5)は2段階に分けて実施され、案件(4)は電源不足のため、一旦当計画より除外。

 その他の状況
業務を受注した業者は、フェーズⅠ、Ⅱを通して、4Stageとも、株式会社トーメン。案件(4)
は「ネパール国第3次カトマンズ地区　配電網拡張整備計画基本設計調査」として2001年末に
採択され、2002年3月より基本設計調査が開始される予定。



個別プロジェクト要約表 ＮＰＬ 008

2003年 3月改訂

国　　　　名 ネパール 予 算 年 度 4～5  結論／勧告

和 イラム小水力発電開発計画 実績額（累計） 192,378 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：有
2.EIRR=19.7％　 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電を代替とした場合
　FIRR=10.65％　現行電気料金RS2.27/Kwhをﾍﾞｰｽとす
る。
3.ﾈﾊﾟｰﾙは数年前まではｱﾙﾝⅢ（200MW）、ｶﾘｶﾞﾝﾀﾞｷ
（140MW）等の大型水力開発を目指していたが、援助各国
の協調融資を必要とし、足並みがそろわず目下水資源が
あるにも拘わらず、電力不足となり停電は日常茶飯の事
となっている。この急場をしのぐため、中小水力の早期
の開発と、民間資本の活用が目下の急務となっている。
　ｲﾗﾑ小水の発電計画は、この目的に合致するのみなら
ず、特に 東端に位置し、地域格差などで問題の多いこ
の地区の発展に貢献すると同時に、この計画を実施する
ことによる雇用創出効果、関連産業の発展効果、道路整
備によるｲﾝﾌﾗの改善等、この地域にもたらす副次的効果
は大であり、東端地域の振興に大いに役立つと考えられ
る。

案　件　名 英 Feasibility study on Ilam Small Hydropower Project
in the Kingdom of Nepal

調 査 延 人 月 数 40.27 人月

調査の種類／分野 F/S／水力発電

終報告書作成年月 1994.2

コンサルタント名 中央開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 杉山　廣志

所属 中央開発(株) 海外事業部技師長 相手国側担当機関名 ネパール電力庁 (Nepal Electricity
Authority:NEA)
A.N.S Tha@a
Managing Director

調 査 団 員 数 9 担当者（職位）

現地調査期間 93.3.1～12.15

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  実施済

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　ﾈﾊﾟｰﾙ電力庁（NEA）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾈﾊﾟｰﾙ東部地区ﾒﾁ県ｲﾗﾑ郡で、郡部ｲﾗﾑN.P.の西方2KmPUWA川を取水地点
とし、ｲﾗﾑN.P.の南方約3KmのMai川を発電所地点とする。
総事業費
　総事業費=14,640,500ﾄﾞﾙ
　　内貨分6,100,400ﾄﾞﾙ、外貨分8,540,100ﾄﾞﾙ
実施内容
　1.流域面積　　　　　　125平方Km
　2.発電方式　　　　　　流れ込み式
　3.取水堰ﾀﾞﾑ　　　　　 自然越流ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ　高さ4ｍ、堤頂長33ｍ
　4.池砂地　　　　　　　巾5ｍ　高さ3.5m　長さ56ｍ
　5.水路ﾄﾝﾈﾙ　　　　　　幌形　高さ2ｍ　巾2ｍ　長さ3,200ｍ
　6.水槽　　　　　　　　巾5ｍ　高さ2～7.5ｍ　長さ32.5ｍ
　7.調整池　　　　　　　有効容量2,000平方ｍ　深さ2.4ｍ
　8.水圧道路　　　　　　鋼製　径1.1～0.6ｍ　長さ990ｍ
　9.放水路　　　　　　　巾2ｍ　高さ2ｍ　長さ30ｍ
 10.発電機器
　　　 水車　　横軸ﾍﾟﾙﾄﾝ　　2×3,300Kw，304ｍ2×1.25立方,ｍ/s
　　　 発電機　湘同期　　　 2×3,700Kva 11Kv 50Hz
　　　 変圧器　油入風冷　　 2×3,700Kva 11/33Kv
 11.送電線　 架空線式　　　 33kv1回線　4.7Km

1.NEAの自己資金により、1994年10月から11月にかけて、工事用道路及
びｷｬﾝﾌﾟｻｲﾄﾞ工事が開始された。
2.ﾈﾊﾟｰﾙ政府より日本政府に対し、1994年9月本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの詳細設計及び
機器についての無償資金協力が要請された。
しかしながら電力開発は無償資金協力になじまないとの理由で、日本政
府は対象案件として取り上げていない。
3.1997年現在、NEA独自で工事継続中

(*)より
設備の出力6.2MW（横軸ﾍﾟﾙﾄﾝ水車2台）を計画し、発電所からの
National Grid（主要送電線）まで3.5kmの送電線延長を含め1998年8月
の完成を目指し、工事進捗状況45％（1997年末現在）完成している。
　1997年完成予定で工事が行われていたが、地質等に問題があり大幅に
工事が遅延している。1998年の工事進捗状況見直しで完成年度を1999年
8月として、この時点で70％完了と見込んでいる。
2000年3月工事完了。現在順調に稼働中。
2003.3現在：情報なし。

1.NEAのﾈﾊﾟｰﾙ政府からの借入により工事用道の入札書類完成（1994年7月）
2.工事用道路の入札　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1994年10月）
3.ｷｬﾝﾌﾟｻｲﾄの工事の入札　　　　　　　　　　　　　　　　（1994年11月）
4.工事開始　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1995年10月）
5.工事終了        　　　　　　　　　　　　　　　　　（1999年12月）
Iram発電所は現在Puwa Kholaと発電所の名称を変更して、建設工事推進中である。本計画は環境問題を
配慮した地下式発電所として計画され、建設業者との契約を1995年10月に締結した。この建設業者は中
国とﾈﾊﾟｰﾙの合弁会社CWHEC-Laxmiである。資金はﾈﾊﾟｰﾙ政府（HMG/N）とNEAが出資し、その建設費は約
5.74億ﾈﾊﾟｰﾙﾙﾋﾟｰである。(*)へ続く

プロジェクトの現況に至る理由

　NEAは本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを是非とも実施したい希望をもっており、自国内で可能な土木工事は自己
資金で行い、先端技術を必要とする水車・発電機等の発電機器を無償資金協力にて援助を仰
ぎ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体を完成させたい意向である。

 その他の状況
　1995年初め、大規模水力開発であるｱﾙﾝ第3発電所（400MW）の計画が凍結となり、増々中小
水力の開発が急務となっている。
　ﾈﾊﾟｰﾙの電力事情は大きな変化が無く、慢性的な電力供給不足は解消されていない。



個別プロジェクト要約表 NPL 009

2003年 3月改訂

国　　　　名 ネパール 予 算 年 度 8～10  結論／勧告

和 ﾍﾞﾘ･ﾊﾞﾊﾞｲ水力発電計画調査 実績額（累計） 2,769 千円

案　件　名 英 Feasibility Study on the BHERI-BABAI Hydroelectric
Project

調 査 延 人 月 数 23.57 人月 

調査の種類／分野 F/S／水力発電

最終報告書作成年月 1991.12

コンサルタント名 日本工営（株）
中央開発（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  大沼　茂夫

所属  日本工営（株） 相手国側担当機関名 水資源省

調 査 団 員 数 8 担当者（職位）

現地調査期間 第一段階：98.3.1-98.3.30/98.8.29-98.9.17

98.11.11-98.11.25/99.1.7-99.1.31

第二段階：99.7-01.12(当初予定）

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1. 計画の概要
 (1) 調査の目的
 本調査は、ﾈﾊﾟｰﾙ国西部地区での地方電化の促進を図ると共に、東西基
幹送電網を通じて余剰電力を中央消費地区へ供給することにある。
 (2) 調査の内容
 本調査は、二段階で実施され、第一段階で計画の概略検討を行い、特
に環境上の問題をｸﾘｱｰにした段階で第二段階で本格調査を行う計画で
あった。しかしながら、2000年後半より、現地治安状況が悪化し、同年
の9月には安全確認調査団が事業団より派遣された。同調査の結果、治
安状況が改善されるまで、本調査の実施を見合わせるという、実質的な
調査中断で対応する方針が決定され、今日にいたっている。尚、中断ま
でに実施された第二段階調査の結果は進捗報告書(2)におさめられたう
えで、相手国側担当機関に提出されている。（2001.3月）

2003.3現在：変更なし 2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：変更なし

プロジェクトの現況に至る理由

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況は暫定措置。

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＰＡＫ 001

2001年 3月改訂

国　　　　名 パキスタン 予 算 年 度 54～55  結論／勧告

和
特殊鋼工場再建計画調査

実績額（累計） 46,286 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：無し（代替え案との比較）
2.IRR=△7.174％
3.計画の問題点
(1)特殊鋼の需要が少ない。
(2)製鉄用原材料は大部分輸入に依存しており、
その価格は極めて高い。
(3)財務分析の結果、資金効率や採算性は極端に
悪く、負債は長期間解消されない。

案　件　名 英 The Study on Rehabilitation Plan of Special Steels
of Plakistan Ltd. in the Islamic Republic of
Plakistan

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／鉄鋼・非鉄金属

終報告書作成年月 1980.11

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名 御手洗　良博 大同特殊鋼(株)

所属 (社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 工業管理委員会
重工業公社

調 査 団 員 数 8 担当者（職位）

現地調査期間 80.3.2～3.28

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  中止・消滅

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ

総事業費
　85.6百万Rs
　　　（21,400百万円、1USﾄﾞﾙ=10Rs.=250円

実施内容
　　　　　　　　　　(単位t/y)
           1年目     5年目     10年目
ﾋﾞﾚｯﾄ        660       970      1,560
棒  鋼     1,840     2,700      4,360
角  鋼       460       680      1,080
平  鋼     4,840     7,100     11,420
合  計     7,800    11,450     18,420

　・機械設備　ｽｹｰﾙﾌﾞﾚｰｶｰ、ﾋﾞﾚｯﾄ矯正機、疵検出機等の追加
　・技術指導（3年間）

実施経過
　上記の通り

1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

JICAによるF/S調査の結論としてﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰがなかったため。

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＰＡＫ 002

2001年 3月改訂

国　　　　名 パキスタン 予 算 年 度 54～55  結論／勧告

和
ラクラ炭田・石炭火力発電計画調査

実績額（累計） 416,335 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=11.9％、条件：外貨…金利　 8.75％、25年
                     内貨…金利　12.5 ％、20年
3.期待される効果
(1)重油火力発電所と比較すると、燃料費が2分の1で経済
的に有利。天然ｶﾞｽの節約。
(2)雇用機会の増大。
(3)収入の地域還元。

案　件　名 英 The Feasibility Study for the Iakhura Coal Mining
and Power Station Project in the Islamic Republic
of Pakistan

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1981.2

コンサルタント名 三井鉱山海外開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 内田　昭八 電源開発(株)

所属 三井鉱山海外開発(株) 相手国側担当機関名 水利電力省 Mr.Aftab Saccd Khan
PMDC Mr.A.A.Malik
WAPDA Mr.M.Akram Khan
WAPDA Mr.Khawaja Daood

調 査 団 員 数 11,2,19 担当者（職位）

現地調査期間 79.5.19～1.25／
79.6.9～1.25／
80.5.29～7.10

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　石炭火力発電所の立地地点、Jamshoro

総事業費
　12,008百万Rs　内貨　6,675百万Rs
　　　　　　　　外貨　5,333百万Rs
　（1Rs=22円、1980.6時点）

実施内容
　・発熱量約4,600kcal/kgの石炭が年産約100万ﾄﾝのペースで30年間
    供給可能
　・発電所：300MW×1unit
　・炭　鉱　生産設備、補助施設、鉄道
　・発電所　ﾎﾞｲﾗｰ、ﾀｰﾋﾞﾝ、発電機、主変圧器

実施経過
　工事前準備期間　　　約24ヶ月
　　1983.4　　　　建設開始
　　1987.1　　　　本格的出炭
　　1987.3　　　　発電所の営業運転開始

1.WAPDAは本計画を中断し、輸入重油火力発電計画を優先させた。
2.Jamhoro火力1号機（重油250MW）の実施計画を東電設計が受注、さらに建設工事は三井物
産・三井造船・富士電機ｸﾞﾙｰﾌﾟが受注した。なお、WAPDAは本計画を中国製流動床ﾎﾞｲﾗ50MW×3
によって実施する計画を進めている。また本計画には、円借款21,736百万円が供与されてい
る。
　（1984.2. L/A 締結）
初期段階で、F/Sを実施したのみで、その後進展はなく、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは事実上終結している。
1999.10現在：変更点は特になし。

プロジェクトの現況に至る理由

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況に至る理由
1.本石炭火力発電計画は炭鉱開発、輸送鉄道の建設等を必要とし、投資額が莫大なものとなる
ため。
2.石炭の品位が低い。
3.ﾊﾟｷｽﾀﾝ・中国間で本案件に関して政治的話し合いがもたれた模様である。

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 ＰＡＫ 003

2001年 3月改訂

国　　　　名 パキスタン 予 算 年 度 62～63  結論／勧告

和
ウェストワーフ火力発電開発計画調査

実績額（累計） 78,642 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=14.0％（電力値単価 113.65ﾊﾟｲｻ/kwh）
　EIRR=19.9％（　　　　　　〃　　　　　 ）

条件
(1)電力需要の急伸に対応できる大容量新電源の
早期建設
(2)200MW油焚き火力発電設備2基の建設
(3)送電網の系統強化

案　件　名 英 The Feasibility Study on West Wharf Thermal Power
Plant Project in the Islamic Republic of Pakistan

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 F/S／火力発電

最終報告書作成年月 1988.5

コンサルタント名 東電設計(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 高沢　克巳

所属 東電設計(株) 火力本部副本部長 相手国側担当機関名 S.M. Arshad Bokhari
Managing Director
Karachi Electric Supply Corporation
(KESC)

調 査 団 員 数 8 担当者（職位）

現地調査期間 87.11.23～88.5.31

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施機関
　KESC（ｶﾗﾁ電力）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　既設ｳｪｽﾄ･ﾜｰﾌ発電所

総事業費
　48,392百万円
　うち内貨　8,116百万円
　うち外貨 40,276百万円
　　（1Rs=7.4074円）

実施内容
　200MW×2基の発電所
　土木建設工事
　送電線設備
　既設発電所撤去工事
　発電機

実施経過
　準備から着工まで約11ヶ月
　工事実施期間 約36ヶ月（1号機）
　　　　　　　 約32ヶ月（2号機）
　1992.10　　1号機　運転開始
　1994.10　　2号機

1988.5　F/S提出
1988.7　詳細設計業務締結（無償技術供与）
1988.11　詳細設計業務開始
1989.8　詳細設計報告書提出
1989.10　発注仕様書（草案）提出
1990.1　最終報告書提出（現在に至っている）
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはｶﾗﾁ電力公社の電力網強化対策として新規大容量火力の建設並びに
基幹送電線(220kv)の拡充強化を目的としており、ｶﾗﾁ電力公社並びにﾊﾟｷｽﾀﾝ国の電
力需要不足の補完する重要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして位置付けられている。

 その他の状況
　ﾊﾟｷｽﾀﾝ国7次5ヶ年計画（1988～1992年）に着工すべき地点とし、計画されてい
る。
　現在、ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府内の投資調整委員会で内容検討中。環境問題及び燃料貯蔵等に
ついて委員会より実施機関（KESC）に質問が出され、KESCは回答済。投資調整委員
会通過後、円借款の要請がなされるものと思われる。
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2001年 3月改訂

国　　　　名 パキスタン 予 算 年 度 62～63  結論／勧告

和
豆炭生産計画調査

実績額（累計） 110,765 千円
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=12.3％
　EIRR= 1.9％

　条件
　　市場価格を用い、特別な特典は用いてない。

案　件　名 英 The Feasibility Study on Smokeless Coal Briquettes
Development Project in the Ilamic Republic of
Pakistan

調 査 延 人 月 数 30.43 人月

調査の種類／分野 F/S／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1989.2

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 田中　恒二

所属 テクノコンサルタンツ(株) 常務取締役 相手国側担当機関名 パキスタン鉱業開発公社（PMDC）

調 査 団 員 数 12 担当者（職位）

現地調査期間 88.6.21～7.20

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  遅延・中断

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
実施期間
　PAKISTAN MINERAL DEVELOPMENT CORPORATION (PMDC)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｼﾝﾄﾞ州ﾗｸﾗ炭鉱PMDC用地

総事業費
　1,278百万円
　うち内貨　860百万円
　うち外貨　418百万円
　　1.00USﾄﾞﾙ=18.11RS
　　1.00RS.=7.32円

実施内容
　ﾗｸﾗの褐炭とﾊﾞｶﾞｽ原料とし50,000ﾄﾝ/年の豆炭製造プラント
を建設する。
　ﾌﾟﾗﾝﾄ一式
　付帯設備一式

実施経過
　1988.3～1989.1

　ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府は、日本政府の無償援助による実現を希望し、要請書を近く提出す
る。国産技術優先論が強く、進展していない（1994年3月現在）。
　1999.10現在：情報無し。

プロジェクトの現況に至る理由

　ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府内に（PCSIR）、国産技術による豆炭の工業化を進めたいとの意見も
あり、政府内で調整中である。PMDCは国産技術による豆炭の品質が劣るため、日本
の技術による工業化を希望している。また、炭鉱の所在地であるｼﾝﾄﾞ州政府が実施
する案もあり、それらの意見の調整中。

 その他の状況
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2003年 3月改訂

国　　　　名 パキスタン 予 算 年 度 9～11  結論／勧告

和 ﾊﾟｷｽﾀﾝ・ﾑﾝﾀﾞ多目的ﾀﾞﾑ計画 実績額（累計） 357,644 千円 1. 本ﾀﾞﾑ計画は技術的側面、経済的側面そして環
境の側面からもﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであることが証明され
た。
2. 本ﾀﾞﾑ計画の経済的内部収益は13.2%、財務的
内部収益は12.7%である。
3. 期待される開発効果
・水力発電：最大出力74万kW、年間発生電力量
2,407GWh
・灌漑：新規純灌漑面積6､109ha、既設水路への
用水補給

・ﾀﾞﾑの洪水調節容量1億m3、年平均洪水被害軽減
額46百万ﾙﾋﾟｰ

案　件　名 英 Feasibility Study on the Development of Munda Dam
Multipurpose Project in Islamic Republic of
Pakistan

調 査 延 人 月 数 65.37 人月（内現地35.44人月）

調査の種類／分野 F/S／その他

最終報告書作成年月 2000.2

コンサルタント名 日本工営（株）
日本技研（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  野中　哲

所属  日本工営（株） 相手国側担当機関名 ﾊﾟｷｽﾀﾝ国水利電力公社（WAPDA)

調 査 団 員 数 15 担当者（職位） Sanaullah Ch. （計画調査課長）

現地調査期間 98.5.11-98.6.24/98.9.28-99.3.14

99.5.31-99.7.3/99.10.5-99.10.18

00.1.13-00.1.29

プロジェクト概要  プロジェクトの現況  具体化準備中

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過
1)実施期間：本調査ではｽﾃｱﾘﾝｸﾞｺﾐｯﾃｨは組織されなかった。
　当該開発計画の実施・運用担当機関は水利電力公社と考え
　られる。
2)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾑﾝﾀﾞﾀﾞﾑは、ﾊﾟｷｽﾀﾝ国北西辺境川を流れｽﾜｯﾄ川
の既設ﾑﾝﾀﾞ頭首工から上流約5km、州郡ﾍﾟｼｬﾜｰﾙの北約37kmに位
置する。
3)総事業費：外貨分612百万米ﾄﾞﾙ、内貨分537百万米ﾄﾞﾙ、
　合計1,149百万米ﾄﾞﾙと見積もられた(1999年9月価格）。
4)実施内容：
・ﾑﾝﾀﾞﾀﾞﾑ：ｺﾝｸﾘｰﾄ表面遮水壁型
  ﾛｯｸﾌｨﾙ213m高、堤長760m
・発電所：設備容量740MW（185MWx4台）
  年間発生電力量2,407GWh
・送電線：220kV延長30km
・左岸灌漑施設：4,540ha（総面積）、

　水量 4.4m3/s、ﾄﾝﾈﾙ＋幹線水路14km
・右岸灌漑施設：2,310ha（総面積）、
　水量2.2m3/s、ﾎﾟﾝﾌﾟ＋幹線水路13km
5)実施経過：詳細設計・入札書類作成：3年
            仮排水ﾄﾝﾈﾙ建設期間：2年
            本体建設期間：6.5年
            全体工事期間：9年

2000.11現在：特になし
2003.3現在：特になし

2000年夏に本計画の実施プログラム（PC2)がWAPDAにより作成され、パキスタン政
府内での詳細設計への承認はおりている模様。しかしながら、現在のところ、パキ
スタン政府から日本政府への本案件に関する支援要請は出されていない。（2002.3
現在）
2003.3現在：状況に変化なし

プロジェクトの現況に至る理由

 その他の状況
機材供与・受入研修・現地ｾﾐﾅｰ：
 機材供与有り（測量・水分・事務・地質機材、車両）
 受入研修（2回、合計4名）
 現地ｾﾐﾅｰ（合計3回）
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